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第１章 序章 
 

1.1 背景 
 コンピュータや携帯電話，インターネットといった情報通信機器や情報通信ネット

ワークの発達と普及に伴い，あらゆる分野やわれわれの日常生活にその技術は浸透

し，それらの技術無くしては従来通りの生活が困難なものになることなどから，我が

国の社会は知識基盤社会と称されるまでに至っている．知識基盤社会においては，日

常生活における活動の基盤がこれまでの形あるモノから知識や情報，技術等に成り代

わり，その重要性が飛躍的に増す社会とされている．つまり，知識基盤社会に参画す

るためには，恩恵を享受するだけではなく，情報通信機器や情報通信ネットワークの

利活用に関する知識と技能を習得し，それらの価値について正しく認識しておく必要

がある．学校教育においてその内容を教授する役割は十分にあると言えよう． 
このような社会構造の進展に対応できる能力を育成するには，社会の進展に合わせ

て適切な学習内容の設定と指導が可能な教員の養成と配置をおこなう必要がある．学

校教育においては特に重視されるべきものであるはずだが，昨今のサイバー犯罪や知

的財産権の侵害，インターネット上のトラブルといった従来見られなかった犯罪が多

発していることから，情報安全や知的財産に関する理解等への対応が追いついていな

いことは明らかといえよう．さらに，学校教育における情報教育は中学校技術・家庭

科「技術分野」（以下，「技術科」とする）と高等学校教科「情報」（以下，「情報科」

とする）を中心に児童生徒への指導が行えるようにカリキュラムが整備されている

が，情報教育の学習内容が社会の進展に追いついておらず，前時代的であることや高

校，大学受験の科目ではないことなどを理由に挙げて，教科としての意義を認めない

とする主張が学校の内外に存在している
1)
．この他にも，授業を担当する教員につい

て，情報に関する教科以外で採用され，十分に教科について理解していない教員が兼

任して指導している状況や非常勤講師，臨時免許状，免許外担任制度を利用している

状況など，指導力に疑念を抱かざるを得ない職員の配置実態がある
2)
． 

 このような危機的な状況の中で，情報教育を実施していくことは非常に困難である

ことから，情報教育がいかに我々の日常生活に深く関与しているのか，そしてその意

義を児童生徒に伝えていく必要がある．また，情報教育を学校教育において中心的に

取り扱い，児童生徒にその意義を伝える技術科と情報科教員の担う役割は大きいもの

がある． 
 しかしながら，一般的な中学校・高等学校における両教科の担当教員は，学校種と

免許区分が異なるために，連携が難しく，学びの連続性を生かした授業の実施は困難

であるといえる．学びの連続性は様々な教育段階で指摘されており，2011 年の中央教

育審議会の第 76 回初等中等教育分科会では，中高一貫教育制度に対し，「学びの連続
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性を踏まえたカリキュラムの在り方は十分に検証する必要がある」といった指摘がな

されている
3)
．つまり，中高一貫教育校での実践と学びの連続性には強い関連があるこ

とが推察されるが，中高一貫教育校で実施される両教科における情報教育や生徒の実

態への担当教員の意識は十分に明らかにされていない．これらの検討は，情報教育に

おける学びの連続性を考察する上で有意な示唆を与えてくれるものであると考える． 
 以上の点を踏まえたうえで，現段階における情報教育とその指導体制や勤務環境に

対する教員の認識を調査することで明らかになる課題を基に，望ましい情報教育に向

けた改善策の提案を行う必要があるといえよう． 
 
 

1.2 研究の目的と意義 
 本研究では，中高一貫教育校における技術科と情報科による情報教育の実態とそれ

に対する担当教員の意識の特徴を調査し，両教科の実践内容の検討，連携を妨げる要

因を考察することを目的とする． 
情報教育の連携を妨げる要因を明らかにすることによって，中等教育全体における

情報教育の系統性と連続性の改善，技術科と情報科における情報教育の意義の普及等

に資することが期待されることから，本研究の成果は一般の中学校，高等学校におけ

る情報教育の改善に寄与することが期待される． 
 
 

1.3 本論文の構成 
 本論文は，第 1 章で，研究の背景，研究の目的とその意義，研究の方法および論文

の構成を示し，本論文の全体像を示している． 
 第 2 章では，学校教育における情報教育の経緯についてまとめ，知識基盤社会にお

いて育成すべき能力と情報教育で育成すべき能力の類似性と情報教育に関する先行研

究についてまとめ，今後の情報教育に関する研究の方向性の在り方を示している． 
 第 3 章では，中高一貫教育校の情報教育担当教員が情報教育とそれを学ぶ生徒をど

のように捉えているのかについて調査し，担当教員の属性の際によって生じている情

報教育の問題点を指摘している． 
 第 4 章では，第 3 章で明らかになった課題を基に差異や問題の生じた要因を明らか

にするための調査をおこない，情報教育における教員の意識の与える影響についてそ

の問題を指摘している． 
 第 5 章では，これまでの調査研究に基づいてその問題点をまとめ，本論文の考察を

行っている． 
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第２章 我が国における情報教育  
 

 現在，我が国における情報教育は，技術科および情報科が実質的にその中核を担い，

指導を行っている．本章では，両教科における情報教育がこれまでにどのように展開さ

れてきたのか，その経緯をまとめるとともに，経緯の中で生じた議論や定義，世界的な

教育目標の検討を通して学校教育における情報教育の内容を整理する．調査対象は各種

審議会及び学習指導要領の記述を基に両教科が設置され，情報教育が導入されるまでか

ら 2018 年に予定されている次期学習指導要領改訂に向けた議論および技術科と情報科

を対象とした先行研究とする． 
 なお，本研究では，普通教育における情報教育に着目することから，技術・家庭科

「技術分野」については注記しない限り同教科同分野の「D 情報に関する技術」のこ

とを示すものとする．同様にして高等学校教科「情報」については，普通科高校におけ

る共通教科「情報」のことを示すものとする．以上の点を踏まえ，情報教育について

も，文部科学省の示す情報活用能力の育成を図るものではなく，本研究の目的から，技

術科および情報科における情報活用能力の育成を図るための教育のことを示すものとす

る． 
 

 
2.1 情報教育の潮流 
 本節では，学校教育の根幹を支える学習指導要領と関係する審議会の答申等を改訂年

代ごとにまとめることとする．なお，本節の内容のうち，学習指導要領の改訂の変遷に

ついてまとめたものを以下の表 2-1 に示す． 
 
 

2.1.1 1958 年改訂学習指導要領 
 1958 年にこれまで各校の裁量権が現在よりも大きかった小学校，中学校共通の学習指

導要領（試案）から（試案）の文言が取り除かれ，学習指導要領に名称が変更された．

この時に我が国の学校教育において，初めて「技術科」の名称が使用されることとなっ

た．なお，他教科や中学校と接続する小学校および高等学校において，その名称を冠す

る教科は現在に至るまで存在していない．また，技術教育を旨とする技術科はこの年の

改訂で新しい教科として設置されたのではなく，実際は戦前から存在していた農業，商

業，水産，工業，家庭領域を取り扱ってきた「職業科」の名称が変更されたという実態

がある．当時の技術・家庭科の目標は以下の通りであった
4)
． 
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１ 生活に必要な基礎的技術を習得させ，創造し生産する喜びを味わわせ，近代技術に
関する理解を与え，生活に処する基本的な態度を養う。 

２ 設計・製作などの学習経験を通して，表現・創造の能力を養い，ものごとを合理的
に処理する態度を養う。 

３ 製作・操作などの学習経験を通して，技術と生活との密接な関連を理解させ，生活
の向上と技術の発展に努める態度を養う。 

４ 生活に必要な基礎的技術についての学習経験を通して，近代技術に対する自信を与
え，協同と責任と安全を重んじる実践的な態度を養う。 

 
 以上の目標の各項目は，相互に密接な関連をもって，全体として技術・家庭科の目標

をなすものである。１は，基礎的技術について主として実践的活動を通して学習さ
せ，必要な知識，技能，態度を身につけさせるという技術・家庭科の総括的目標であ
り，２，３，または４のいずれかにかかわる指導においても常に１が根底にならなけ
ればならない。 

 
 最後の記述では，4 つある教科目標のうち，1 つめの目標を残り 3 つの目標の根底に

あるものと定義している．この点については，中学校が義務教育の最終段階であり，当

時は高等学校へ進学する生徒のほかに，職業もしくは結婚等で家事に従事する生徒が現

在よりも多かったことから，これまでの職業科の目標に示されていた「生産技術」との

関係よりも，家庭科寄りの「生活」との結びつきを重視する方針に転換し，普通教育内

で生活に関する技術を習得させることで，卒業後の生活に対応させるねらいがあったと

考えられる．一方で，教科目標内では，近代技術に関する理解や設計，操作等といった

技術に関する基礎的な素養の育成が設定されていることや 1957 年の中央教育審議会に

よる「科学技術教育の振興方策について」（答申）の中で，高等学校および中・小学校に

おける科学技術教育について，「中・小学校の教育課程において，（中略）工作等の学習

を改善充実して，技術的・実践的態度の育成を図ること」が明記されていることから，

その当時から技術リテラシーの育成を志向していたことが分かる
5)
．その後も，技術科

の取り扱う内容は，改訂前よりも生活に密着した内容へと変化しつつも，専門高等学校

における工業関連科目との間に連続性があったことなどから普通教育における職業・技

術教育を代表する教科として現在においてもその役割は大きく変わってはいない． 
 
 

2.1.2 1969，1970，1978 年改訂学習指導要領 
 1957 年のスプートニク・ショック以降，アメリカの教育内容の現代化運動の影響や，

東海道新幹線の開通や東京オリンピック，万国博覧会の開催に向けた様々な社会的要因
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の影響などから，我が国では，科学技術の進展に向けた教育内容の充実に向けた検討の

機運が高まっていた．これらの影響などから 1970 年の高等学校学習指導要領改訂で

は，専門高等学校開設の工業に関する科目に「情報技術実習」，「プログラミング」，「シ

ステム工学」，「電子計算機」の 4 科目が追加されるとともに，「情報技術科」や「情報

処理科」といった学科が新設され，専門高等学校において情報教育が取り組まれるよう

になった
6)
． 

 当時の工業科の目標が，「１ 工業の各分野における中堅の技術者に必要な知識と技術

を習得させる。２ 工業技術の科学的根拠を理解させ、その改善進歩を図る能力と態度

を養う。３ 工業の社会的・経済的意義を理解させ、共同して責任ある行動をする態度

と勤労に対する正しい信念とをつちかい、工業の発展を図る態度を養う。」ことであった

ことから当時はまだ情報通信機器は専門性の高い分野での使用が一般的であり，情報通

信機器を活用した産業や業務に資する人材の育成が目的であったといえる
7)
．なお，普

通科高校の生徒が情報教育を受ける機会や，技術科に情報処教育に関する教科や項目が

新設されることはなかった．その後，1978 年改訂の高等学校学習指導要領において，専

門高校開設の工業関係科目のうち，「情報技術Ⅰ」については普通科高校での履修が可能

となったが，多くの学校で指導されることはなかったことから，高校における情報教育

は専門高校において指導を行うことが一般的と捉えられていたことが推察される
8)
． 

ところが，1983 年に経済協力開発機構によってまとめられた「教育と新情報技術に関

する国際会議」における報告書によってこれまでの情報教育の体制が変化することにな

った．それは，初等教育におけるコンピュータの配置率が 0.1%であることが判明し，日

本のコンピュータ教育が先進国の中で最も遅れていることが明らかとなり，日本の情報

教育は方針転換を迫られる結果となったからである
9)
．文部省は先の調査の結果を受け

て，1985 年の「情報化社会に対応する初等中等教育の在り方に関する調査研究協力者会

議」のとりまとめを基に，情報機器購入費の拠出や情報活用能力を育成することの重要

性を示した
10)
．この時，将来の高度情報通信社会を生きる児童生徒に求められる能力を

情報活用能力と定義づけ，この能力を「読み書きそろばん」に並ぶ基礎基本として学校

教育においてその育成を図ることを提言し，本年は「情報教育元年」と呼ばれるまでに

至った． 
 

 
2.1.3 1989 年改訂学習指導要領 
そして，1987 年には，教育課程審議会答申において，「社会の情報科に主体的に対応

できる基礎的な資質を養うという観点から」，各学校種・教科・科目の内容について，情

報の理解，選択，処理，創造などに必要な能力及びコンピュータ等の情報手段を活用す

る能力と態度の育成を図ることになり，以下の具体策が示されることとなった
11)
．  
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1) 中・高等学校の数学,理科等において,コンピュータにかかわる内容を取り入れるこ

と。 
2) 中学校の技術・家庭科に,「情報基礎」の選択領域を新設すること。 
3) 高等学校の普通教育において,学習指導要領に示す教科・科目以外の「情報」などの

教科・科目を,設置者の判断により設けることができるようにすること。 
4) 高等学校の職業教育において,情報に関する科目を各教科に取り入れること。 
5) 教科等の学習指導に当たって,コンピュータ等の活用を図ること。 
 
 この答申が基となって「情報教育元年」後，初めて行われた 1989 年の学習指導要領

改訂では，技術科に選択科目として「コンピュータの操作等を通して，その役割と機能

について理解させ，情報を適切に活用する基礎的な能力を養うこと」を目的とした「情

報基礎」が新設され，学校現場にコンピュータの導入が促進されることとなった
12)
．こ

の時，情報処理を担当する教員には，情報処理に関する基礎的な研修が実施されること

となった．また，翌年には，情報教育の在り方や学習指導要領上での情報教育の取扱

い，校務における ICT の活用方法等を解説した「情報教育に関する手引き」が文部科学

省によって発行され，学校教育における情報教育をサポートする体制が整えられた
13)
．

改訂当時は，一般家庭においてパソコンは現在のように普及しておらず，学習内容が生

徒の生活に直結していなかったことから，家庭へのパソコンの普及向上を目的とした改

訂というより，産業界からの産業のオートメーション化や半導体技術といった技術革新

等に対応できる人材の育成を求める要望に対応するといった理由が強いと考えられる．

なお，この時に 1985 年に締結された女子差別撤廃条約に基づき，教育の機会均等の観

点から男女別学履修の枠組みが撤廃されたことで，技術・家庭科は完全共学科目とな

り，その結果授業時間数が実質的に半減し，従来通りのカリキュラムによる技術科教育

の実施は困難になった． 
 その後，1998 年度の改訂に向けて，1997 年には，「情報科の進展に対応した初等中等

教育における情報教育の推進等に関する調査研究協力者会議」によって，我が国におけ

る情報教育とは情報活用能力を育成することと定義づけられ，同時に初等中等教育段階

で育成すべき情報活用能力の整理が行われ，以下のようにまとめられた
14)
． 

 
情報活用能力の 3 要素 
情報活用の実践力    課題や目的に応じて情報手段を適切に活用することを含め

て，必要な情報を主体的に収集・判断・表現・処理・創造
し，受け手の状況などを踏まえて発信・伝達できる能力 
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情報の科学的な理解   情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解と，情報を適切
に扱ったり，自らの情報活用を評価・改善するための基礎的
な理論や方法の理解 

情報社会に参画する態度 社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や 
及ぼしている影響を理解し，情報モラルの必要性や情報に対
する責任について考え，望ましい情報社会の創造に 
参画しようとする態度 

 
 これらの能力は，いずれか一つを集中して指導するのではなく，各能力の関連性やバ

ランスに配慮した系統的，体系的なカリキュラムを編成する必要性が明言された．この

ほかに，第一次報告における次期学習指導要領に向けた提言も同時に行われ，中学校お

よび高等学校においては，以下のようにまとめられた
15)
． 

 
 教科担任制の中学校段階以降では，独立した教科・領域において，「情報の科学的な

理解」及び「情報社会に参画する態度」を扱うことが望ましい。中学校では，現行
の技術・家庭科「情報基礎」領域を必修扱いとした上で，情報教育の観点から内容
を改善・充実する。また，生徒の興味・関心に応じて発展的な学習ができるように
発展的，選択的内容を設ける。  

 高等学校では，すべての子供たちに，「情報の科学的な理解」及び「情報社会に参画
する態度」の基礎的内容を指導するために，普通教育に関する教科として「情報」
を設置し，その中に科目を複数設定する（いずれも２単位程度）。この普通教科「情
報」は，必修とすることが望ましい。 

 
このほかに，情報活用の実践力は全学校種の各教科等の特性に応じて取り組んでいく

ことが示されていたが
16)
，この時の教員研修は，1969 年の専門高校で工業に関する科

目に情報関連科目が設置された時や 1989 年に中学校で情報処理に関する分野が新設さ

れた時に実施されたような情報処理に関する研修と同様に対象は中学校技術科，理科，

数学科および高等学校情報科，理科，数学科担当の教員が対象であり，その他の学校種

や教科を担当する教員は対象に含まれることはなかった
17)
．その結果，多くの教員は情

報機器の扱いには不慣れなままで，現場では，機器操作やオフィスソフトの使用といっ

た容易な内容であっても技術科と情報科で取り組まなければならない状況になった．こ

のことは，後の情報教育に対する現場の無理解や軽視といった問題を招く要因になった

と言えよう． 
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2.1.4 1998 年改訂学習指導要領 
こうした中，1998 年の中学校学習指導要領改訂時には，技術科における情報に関する

分野の比率は技術科全体の半分を占めるまでに至り，機器操作といった基本的な内容は

選択科目から必修科目化した
18)
．また，この時に教科「情報」が必修教科として高等学

校に対して新設され，普通科高校では，情報活用能力の 3 要素と対応する「情報 A」，

「情報 B」，「情報 C」の 3 科目から 1 科目を選択履修することとなった
19)
．このほか

に，高等学校学習指導要領解説情報編では，情報科の指導計画作成上の配慮事項として

第一に「(１) 中学校での学習の程度を踏まえるとともに、情報科での学習が他の各教

科・科目等の学習に役立つよう、他の各教科・科目等との連携を図ること。」が挙げら

れ，高等学校学習指導要領解説情報編においても新設の趣旨の中で，技術科との間に連

続性を持っていること，教員は技術科における情報教育の内容と生徒の学習実態につい

て把握しておく必要があることなどを述べている
20)
．これらの点から，中学校，高等学

校での情報教育の徹底と体系化が改訂のポイントになっていたことが推察でき，本報告

は，急速に情報科が進展していくことが見込まれる日本の現状を的確に見据え，対応し

た結果によるものであったと言える． 
また，情報活用能力の 3 要素からも明らかな通り，情報教育で育成すべき能力とし

て，知識基盤社会を生きる上で主体的に情報を処理するための問題解決能力を挙げるこ

とができる．このような主体性について着目すると，学校図書館の活用も情報教育の一

部と捉えることができるのではないだろうか．その理由としては，学校図書館の利用に

ついてはこれまでも学習指導要領の総則のうち，指導計画の作成等に当たって配慮すべ

き事項の 1 つとして項目が存在していたが，1998 年の改訂時にこれまで記述がなかっ

た「生徒の主体性」について加筆されたことが挙げられる
21)
．このような点から，今

後，学校図書館については，従来の調べ学習に留まらず，情報探索手法やアーカイブ技

術，情報メディアの役割，知的財産に関する情報等を伝達するための学習情報センター

として情報教育においてその役割や活用の幅は広がっていくことになるであろう． 
ところで，情報科は工業科や技術科に情報に関する科目が追加された時とは異なり，

新設教科であることから免許を持つ教員を養成する必要性があった．そのため，2003 年

の高等学校学習指導要領改訂前の 2000 年から 3 年間に亘って新教科「情報」現職教員

等講習会が開講された．この講習会は，数学，理科，家庭，商業，工業，看護等の免許

状を所持する教員が対象となり，1 日 4 コマの講習を 15 日間受講することで情報科の免

許状を取得できるというものであった．この講習会によって約 9000 人の情報科教員を

養成することができ，講習会開設当時，全国に高等学校は 5450 校あったことから，各

校に 1 人以上を配置することが理論上は可能となった．しかし，15 日間 60 コマという

短期間で 700 頁を超えるテキストをこなす講習であったこと，受講後の加配措置などが

充分ではなく，以前指導していた教科と情報科を兼任していたことなどから，1 つの独
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立した教科である情報科を指導するに足る知識と技能を持つ教員を養成するための方法

として適していたのか疑問が残るものであったことは否めない．たとえば，2005 年には

高下によって，講習会で講義を担当した大学教員や文部省の調査官，受講者の教員への

インタビューなどから受講者のレベルの低さや当時の情報科の不十分な授業実態，情報

科の背景にある学問体系の不備などが明らかにされ，情報科は「町のパソコン教室以

下」と揶揄されてしまっている
22)
．さらに，2006 年には富山県の公立高校における世

界史の未履修問題をきっかけに文部科学省の全国的な調査によって，情報科においても

進学校を中心とした全国の一部の学校で履修されていないにも関わらず単位が認定され

ていたり，情報科の授業を使って数学や理科の授業をおこなったりしているという実態

が明らかとなった
23)
．先述した講習会や情報科新設後の経緯などから，情報科の未履修

問題を招いた要因として，（1）教員が不足していること，（2）担当教員の多くが他教科

を兼務していること，（3）授業を受ける生徒にレディネスが生じていること，（4）情報

科の内容を十分に指導できないこと，（5）情報科の教科としての意義が現場で理解され

ていないこと，（6）情報科を入試で使用できる大学が少数であることの 6 点を挙げるこ

とができる．これらの要因は 2006 年に情報処理学会の提言「高校教科「情報」未履修

問題とわが国の将来に対する影響および対策」の中で指摘している 3 つの要因とも重複

するものがあることから妥当なものであるといえる
24)
．また，同学会はこのような問題

の中であっても，熱心に情報教育に取り組む教員のいる学校や熱心に研修に取り組む自

治体においては先述した要因が生じにくいことが同学会の調査によって判明したことを

明らかにしていることから，未履修問題は情報科そのものに原因があるのではなく，教

員の遵法意識が欠けていたことが要因の根幹にあったと言えよう
25)
． 

 
 

2.1.5 2008，2009 年改訂学習指導要領 
 その後，2008 年には中央教育審議会によって「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及

び特別支援学校の学習指導要領等の改善について（答申）」が出され，情報活用能力の育

成および情報安全教育を目的とした以下のような改善事項が示された
26)
． 

 
 （前略）学習のためにＩＣＴを効果的に活用することの重要性を理解させるととも

に、情報教育が目指している情報活用能力をはぐくむこと（後略）。 
 （前略）学校では家庭と連携しながら、情報モラルの育成、情報安全等に関する知

識の習得などについて指導することが重要である。 
 （前略）子どもたちの発達の段階に応じた改善を図る必要がある。特に、小学校の

低学年段階からこれらを確実に身に付けさせる（後略）。 
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 このほかに，答申と時期を同じくして，2008 年の教育基本法の改正を受けて我が国の

教育の目指すべき姿を明確に提示することを目的に教育振興基本計画第一期計画が策定

された．本計画では，今後 5 年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策として以下の

4 つの基本的方向を示している
27)
． 

 
基本的方向１ 社会全体で教育の向上に取り組む 
基本的方向２ 個性を尊重しつつ能力を伸ばし，個人として，社会の一員として生きる

基盤を育てる 
基本的方向３ 教養と専門性を備えた知性豊かな人間を養成し，社会の発展を支える 
基本的方向４ 子どもたちの安全・安心を確保するとともに，質の高い教育環境を 

整備する 
 
 中でも，基本的方向２では，達成のために取り組むべき施策として総合的な学力向上

策の実施を挙げている．向上策には，理数教育や言語活動，各学校段階の円滑な連携・

接続のための取り組みの他に，児童生徒の発達段階に応じた情報活用能力や情報モラル

教育の育成の必要性が示された
28)
． 

全学校種に亘っての情報教育が取り上げられることになった背景には，1998 年改訂の

学習指導要領において，小学校では，「情報手段に慣れ親しみ、適切に活用する学習活動

を充実する」ことに留まっていたこと
29)
，中学校では，技術科の情報に関する内容が一

部学校選択項目であり，学校ごとに生徒の情報活用能力に差が見られること
30)
，高等学

校では，設置間もない教科であったことや，情報科の授業を受ける高校生が中学校だっ

た当時は必修教科ではなかったことなどによってレディネスが発生していたため，本来

実践すべき内容まで実施出来ていないといった問題が関係していると推察される．ま

た，実際に授業で実践される情報教育が，開始間もないこともあり，全学校種を通じ

て，生徒に情報手段に慣れ親しませるような情報科の光の部分を享受する指導や目的に

留まりがちであり，情報科の影に対応した情報安全に関する指導が十分ではないことも

要因とされている
31)
． 

 前述の答申や計画を受けて全学校種，全教科に亘って情報教育を行うことが強調され

た結果，2008 年に改訂された中学校学習指導要領では，技術科の内容が全て必修化さ

れ，これまで選択科目であったプログラミング学習等をすべての生徒が学習する機会を

得ることができるようになった
32)
．情報科との関係性については，中学校学習指導要領

解説技術・家庭編の領域に関する内容の中で「（前略）他教科や道徳等における情報教育

及び高等学校における情報関係の科目との連携・接続に配慮する。」という情報科との関

連性を指摘する文言が本改訂時に初めて加えられた
33)
． 
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しかしながら，技術科の学習領域についてはすべての分野が必修化したため，技術科

における情報に関する技術の割合は，前回の半分にあたる全体の 4 分の 1 に縮小する結

果となり，全指導内容の実施は困難な状態にある
34)
． 

 なお，高等学校学習指導要領については 2009 年に改訂され，これまでの 3 科目体制

から情報活用能力を構成する 3 要素の 1 つである情報活用の実践力に関する内容の比率

が高かった「情報 A」が，社会の進展によって高等学校段階の情報教育として耐えうる

ものではなくなったことから「情報 B」と「情報 C」に集約され，2 科目は「情報の科

学」と「社会と情報」の 2 科目に名称を変更したうえで再編されることとなった
35)
．こ

のほかに，前回改訂時と同様に指導計画作成上の配慮事項の第一に「(1) 中学校におけ

る情報教育の成果を踏まえ，情報科での学習が他の各教科・科目等の学習に役立つよ

う，他の各教科・科目等との連携を図ること。」が挙げられ，高等学校学習指導要領解説

情報編においても前回から引き続き技術科のとの間に連続性を持っていること，教員は

技術科における情報教育の内容をよく理解することが極めて重要であること，義務教育

段階の情報教育の内容と程度を把握することの必要性が述べられている
36)
． 

 
 

2.1.6 2018 年改訂に向けた議論 
 学校教育において情報教育が開始された当時，情報機器を利用するのは専門的職務の

従事者のみであり，それ以外で利用するということは想定されておらず，機器の開発や

保守，管理といった専門的な内容で構成されていた．ところが，現在では，情報社会の

進展はさらに進み，様々な分野の職務を ICT で置き換えるようになったことで，これま

で専門的な領域であった開発や保守，管理に必要となる能力が専門職従事者以外に対し

ても習得が求められるようになってきている．このように，あらゆる分野への ICT の浸

透が進み，「情報教育元年」から約 30 年経過した 2015 年には，政府によって世界最先

端 IT 国家創造宣言が閣議決定され，その中で，IT 利活用の裾野の拡大を推進するため

の基盤の強化策として IT 利活用社会を牽引，支援，享受して生活を豊かにする人材育

成のための施策の検討・整備の必要性が提示された
37)
．この施策の中で，IT 社会をリ

ードする人材の育成のために，これまでの政府等の発表ではあまり見られなかった初等

中等教育段階でのプログラミングや情報セキュリティ教育の充実が明記されたことか

ら，これまで以上に，技術科および情報科の役割が重要になってくると推察される．こ

の他にも，2013 年に，文部科学省によって 2008 年に策定された教育振興基本計画の第

二期計画が策定され，今後 5 年間における明確な成果目標の設定と実現のための具体的

かつ体系的な方策が示された
38)
．この計画の中で，情報教育に関しては，確かな学力を

身に付けるための教育内容・方法の充実のための方策の取り組みとして情報教育の充実

や ICT 環境整備の促進が必要な施策として挙げられた．このほかにも，後述するが，20
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15 年に日本学術会議によって情報学の参照基準（案）が公開され，情報学の学問体系が

提示された
39)
．この参照基準は高等教育における専門教育のカリキュラム策定時に参照

されるものであるが，初等中等教育においては学習指導要領改訂時の参照されるものに

なるとされている．これまでに技術科および情報科が社会の要請に対応する形で情報教

育を担ってきた経緯を考慮すると，さらに加速する社会構造の変化に対応する人材の育

成のためにその学習内容はますます重要なものになるであろう． 
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表 2-1 技術科・情報科の学習指導要領上の取扱い領域の変遷 
改 訂
年度 

技術 情報 
内容 年間時数 内容 単位数 

1958 技術分野（男子向き） 
 設計製図，木材加工， 

金属加工，機械，電気， 
栽培，総合実習 

家庭分野（女子向き） 
 設計製図，家庭工作，家庭機械， 

調理，被服製作，保育 

必修 
全：105 
選択 
1,2 年：35 
3 年：140 

 
 
 

該当科目なし 

1969
～ 

1970 
技術分野 
 製図，木材加工，金属加工， 

機械，電気，栽培 
家庭分野 
 被服，食物，住居，家庭機械， 

被服製作，保育 

必修 
全：105 
選択 
1,2 年：35 
3 年：105 

工業に関する科目 
情報技術実習 
プログラミング 
システム工学 
電子計算機 

※全 164 科目内の選択科目 

 
14~20 
3~9 
2~6 
3~6 

1977
～ 

1978 
技術分野 
 木材加工，金属加工，機械， 

電気，栽培 
家庭分野 
 被服，食物，住居，保育 
※全領域から 1 領域以上を選択履修 

必修 
1,2 年：70 
3 年：105 
選択 
3 年：35 

工業に関する科目 
電子技術（Ⅰ~Ⅲ） 
情報技術（Ⅰ~Ⅲ） 

※全 64 科目の内の選択科目 
※※普通科高校においては， 

情報技術Ⅰの履修が可能 

 
設 置 者
の判断 

1989 技術分野 
必修：木材加工，電気 
選択：金属加工，機械，栽培， 
   情報基礎 

家庭分野 
必修：家庭生活，食物 
選択：被服，保育，住居 

※合計 7 領域以上を履修 
※※男女共履修化（時数半減） 

必修 
1,2 年：70 
3 年：70~105 
選択 
2 年：35 
3 年：70 
 

工業に関する科目 
情報技術基礎 
電子情報技術 
プログラミング技術 
ソフトウェア技術 
コンピュータ応用 

※全 74 科目の内の選択科目 
※※普通科高校においては， 

情報技基礎の履修が可能 

 
 設 
 置 
 者 
 判 
 断 

1998 技術分野 
A 技術とものづくり 
B 情報とコンピュータ 

家庭分野 
A 生活の自立と衣食住 
B 家族と家庭生活 

※各領域の 1～4 項目までが必修 

必修 
1,2 年：70 
3 年：35 
選択 
2 年：35 
3 年：70 

専門教科「情報」 
 11 科目（詳細は省略） 
※工業科目から分離 
※※普通科高校でも履修が可能 
普通教科「情報」 

情報 A~C 
※※※1 科目を選択必履修 

 
設置者 
 
 
 
各 2 

2008 技術分野 
 A 材料と加工 
 B エネルギー変換 
 C 生物育成 
 D 情報 
家庭分野 
 A 家族・家庭と子どもの成⾧ 
 B 食生活と自立 
 C 衣生活・住生活と自立 
 D 身近な消費生活と環境 
※全領域必修化 

必修 
1,2 年：70 
3 年：35 
選択（廃止） 
 

専門教科「情報」 
 13 科目（詳細は省略） 
※普通科高校でも履修が可能 
共通教科「情報」 

社会と情報 
情報の科学 

※※1 科目を選択必履修 

 
設置者 
 
 
 2 
 2 

参考：学習指導要領データベース．https://www.nier.go.jp/guideline/，（参照 2016-1-13）． 
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2.2 情報教育で育成する能力 
 本節では，これまでの情報教育に関する議論を経て，今後育成が求められることとなる能

力についてまとめることとする． 
 
 

2.2.1 知識基盤社会で育成する能力 

 これまでに述べてきたように，我が国の社会構造は戦後から今日に至るまでの約 70
年の間に，工業社会から情報社会，知識基盤社会へと短期間に変容を遂げるに至った．

学校教育においては，幾度も学習指導要領が改訂され，新たな教育問題や社会構造の進

展への対応等，時代の要請に応じた教育の実現に向けた検討が行われてきたが，知識基

盤社会への過渡期である新しい時代への対応は十分な状況にあるとは言えない． 
 このような状況の中で，2006 年に教育基本法，2007 年に学校教育法が改正され，学

校教育法においては，第 30 条 2 項において，普通教育の目標を達成するために，小学

校，中学校，高等学校に対して「生涯にわたり学習する基盤が培われるよう、基礎的な

知識及び技能を習得させるとともに、これらを活用して課題を解決するために必要な思

考力、判断力、表現力その他の能力をはぐくみ、主体的に学習に取り組む態度を養うこ

とに、特に意を用いなければならない。」ことを留意事項として規定している
40)
． 

 これらの法改正を受けて，2014 年に中央教育審議会は，「育成すべき資質・能力を踏

まえた教育目標・内容と評価の在り方に関する検討会」において，同年改訂の現行学習

指導要領の理念の中で「知識基盤社会」を担う子どもに必要となる，2003 年に経済協力

開発機構の定義した「主要能力（以下，キーコンピテンシーとする）」と 1996 年の中央

教育審議会の答申で提唱された我が国の教育における中心理念である「生きる力」と学

校教育法の示す学力の要素の関係性を指摘し，我が国の教育理念と国際的な教育方針の

間に一定の対応関係があることが明らかとなった
41)
． 

 キーコンピテンシーとは，経済協力開発機構の DeSeCo（Definition and Selection o
f Competencies）プロジェクトが主導して知的基盤社会に求められる資質，能力を定義

したもので，①相互作用的に道具を用いる，②異質な集団で交流する，③自律的に活動

する，の 3 カテゴリー9 要素から構成されている．本概念は，PISA 等の国際調査に活

用されたほか，各国のキーコンピテンシー策定時に参照されるなど，現在に至るまで 21
世紀型スキルに求められる能力・資質を測る基準として世界的に大きな影響を及ぼして

いる
42)
． 

 なお，21 世紀型スキルに関する世界的に大規模な概念策定の取り組みとしては，200
2 年に発足したアメリカにおける Partnership for 21st Century Skills（以下，P21 と

する）のものがある
43)
．P21 はアメリカ連邦政府や同国内の企業で構成されているグル

ープであり，21 世紀の知識基盤社会において学校教育を中心に求められる知識・技能を
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「21 世紀型スキル」として，①コア科目と 21 世紀テーマ，②学習及びイノベーション

スキル，③情報，メディア，テクノロジースキル，④生活と職業スキル，の 4 カテゴリ

ー25 要素にまとめ，官民協働で教育改革を推進しようとしている． 
 こうした中，日本では 2013 年に国立教育政策研究所によって，知識基盤社会におけ

る資質や能力を育成する教育課程を編成する上で必要となる基本原理の検討が行われ，

前述してきたコンピテンシーを基に日本版キーコンピテンシーである「21 世紀型能力」

の提案が行われた
44)
．21 世紀型能力では，生きる力のうち，教科，領域横断的な学習

が必要となる能力を汎用的能力と定義，抽出したもので，「生きる力」こそが知識基盤社

会を生きる力であり，その能力は実践的な問題解決力，発見力であると定義され，①基

礎力，②思考力，③実践力，の 3 層構造となっており，教育課程の設計方針としての役

割が期待されている． 
 これらの概念は各国の文化や特徴に合わせて策定されているため差異はあるが，共通

性の有無を精査することで世界的に育成しようとしている知識や能力の動向を把握する

ことができると考えられる．以上の考えに基づき，各カテゴリーと要素の関係性を考慮

し整理したものが以下の表 2-2 となる． 
 
表 2-2 キーコンピテンシー，21 世紀型スキル，21 世紀型能力で共通する要素の関係性 

※21 世紀型スキルのうち，「コア教科と 21 世紀テーマ」に関しては該当箇所が散見されないため省略している． 

 キーコンピテンシー 21 世紀型スキル 21 世紀型能力 
基礎的基本的技能 

相互作用的に 

道具を用いる 

1 言語，図表，文脈 情報，メディア， 

テクノロジースキル 

18 情報リテラシー 
19 メディアリテラシー 

基礎力 

1 言語スキル 
2 数量スキル 2 知識，情報 

3 技術 20 技術リテラシー 3 情報スキル 

問
題
解
決
能
力 

異質な集団で行動する 

4 良好な関係の構築 
5 協働する力 
6 問題処理，解決能力 

学習および 

イノベーションスキル 

15 創造性と革新性 
16 批判的思考と 

問題解決能力 
17 コミュニケーション

とチームワーク 

思考力 

4 問題解決・発見・想像力 
5 論理的，批判的思考 
6 メタ認知，適応的学習力 

生活と職業スキル 

21 柔軟性と適応性 実践力 

8 人間関係形成力 
自主自律の精神 

自律的に活動する 

7 展望の予測 
8 計画設計と実行 
9 自己の権利主張 

22 自発性と自主性 
23 社交性と協働 
24 生産性と責任感 
25 リーダーシップと 

責任感 

7 自律的活動力 
9 社会参画力 
10 持続可能な未来づくり 

への責任 
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 以上のように表としてまとめたことで，以下の点を特徴として挙げることができる． 
 
 いずれの概念においても，その内容を整理すると，①言語，数量，情報に関する基

礎的基本的なリテラシー，②集団行動，社会生活に必要となる知識，技能，③自主

自律に必要となる知識，技能の 3 つに分類することができる． 
 
 また，キーコンピテンシー，21 世紀型スキル，21 世紀型能力では，同一の階層に

配置されている知識，技能は，取り扱うスキルに共通性は見られるが，各概念の名

称や，求める具体的な素養に差異が生じている． 
 
 全ての概念に共通するものとして，基本的なリテラシーの中に，技術，情報リテラ

シーまたはスキルが含まれていること，キーコンピテンシーと 21 世紀型能力にお

いては具体的な教科名が示されることはなく，21 世紀型スキルにのみ提示されてい

ることから，技術，情報リテラシーの育成は特定の教科ではなく，教科，領域横断

的に指導する必要があることが国際的に認識されていることが分かる． 
 
 これらの概念に含まれる様々な能力は，文部科学省の示す「技能や態度を含む様々

な心理的・社会的なリソースを活用して、特定の文脈の中で複雑な課題に対応する

ことができる力」であり，実践的な能力である生きる力のとの類似性が高いことが

分かる．さらには，生きる力は学習指導要領の根幹を為す理念であることからきわ

めて重要な能力であると言え，生きる力で育成する能力と情報活用能力として習得

することが求められる能力の比較から，こういった能力を養う基礎的基本的な教科

には，情報教育を主に担う技術科と情報科を挙げることができる． 
 
なお，これらの点の一部は，国立教育政策研究所の勝野（2013）による各国のキーコ

ンピテンシーの比較において同様のことが指摘されていることから，各国のキーコンピ

テンシーに共通して存在している要素であるといえる
45)
． 

 
 

2.2.2 キーコンピテンシーと情報教育の関係 
 2.2.1 のように，我が国の学校教育は，その教育理念と育成すべき能力の目的を社会構

造の進展に対応させるとともに，国際的な教育の潮流に本格的に合流させたことで，国

際的な評価に配慮し，対応することのできる教育をより充実させていくことが可能にな

ったと言えよう．こうした中で，文部科学省は 2010 年に「教育の情報化に関する手引
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き」を発行し，情報活用能力と「生きる力」の関係性について触れ，知識基盤社会を生

き抜くためには，情報教育による情報活用能力の重要性が高まっていることを述べてい

る
46)
．なお，情報活用能力は A 情報活用の実践力，B 情報の科学的な理解，C 情報社

会に参画する態度，の 3 観点 8 要素に整理されているが，前述した表 2-2 のように各概

念について要素単位での関係性の整理についての言及はなく，生きる力を育成するため

の手段としての説明にとどまっており，それぞれの要素の対応関係が不明瞭となってい

る．そこで，生きる力を育成する汎用的能力を育成する 21 世紀型能力と情報活用能力

の対応関係をまとめると以下の表 2-3 となる． 
 

表 2-3 生きる力，21 世紀型能力，情報活用能力の関係性 
生きる力 21 世紀型能力 情報活用能力 

確
か
な
学
力 

思考力 
判断力 
表現力 

思
考
力 

4 問題解決・発見・ 
想像力 

5 論理的・批判的思考 
6 メタ認知， 

適応的学習力 

A-2 必要な情報の主体的な収集・判断・表現・処理・創造 
A-3 受け手の状況などを踏まえた発信・伝達 

課題発見能力 
問題解決能力 

A-2 必要な情報の主体的な収集・判断・表現・処理・創造 
C-1 社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や 

及ぼしている影響の理解 
学習意欲 実 7 自律的活動力 C-3 望ましい情報社会の創造に参画しようとする態度 
 
知識・技能 

基
礎
力 

1 言語スキル 
2 数量スキル 
3 情報スキル 

A-1 課題や目的に応じた情報手段の適切な活用 
B-1 情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解 

学び方 思 6 メタ認知， 
適応的学習力 

B-2 情報を適切に扱ったり，自らの情報活用を評価・改善 
するための基礎的な理論や方法の理解 

 
豊かな人間性 

実
践
力 

8 人間関係形成力 
9 社会参画力 
10 持続可能な未来 

づくりへの責任 

C-1 社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や 
及ぼしている影響の理解 

C-2 情報モラルの必要性や情報に対する責任 
C-3 望ましい情報社会の創造に参画しようとする態度 

※健康体力に関しては該当箇所が散見されないため省略している． 
 
 以上のように表としてまとめたことで，以下の点を特徴として挙げることができる． 
 
 各概念の関係性について，生きる力の確かな学力は，21 世紀型能力の基礎力，思考

力の要素と対応する要素が多いこと，情報活用能力の情報活用の実践力と情報の科

学的な理解と対応する要素が多いことが分かる． 
 
 豊かな人間性については，21 世紀型能力の実践力，情報活用能力の情報社会に参画

する態度と対応していることが分かる． 
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 表 2-2，表 2-3 を作成したことで，情報活用能力は，21 世紀型能力と関係性がある

ことが判明したほか，キーコンピテンシーや 21 世紀型スキルの各要素との間にも

一定の関係性があることが明らかとなったといえる． 
 
 これらの点から，情報活用能力の 3 要素 8 観点は，知識基盤社会を生きる上で必要と

なる知識，技能を育成する要素を十分に満たしていることから，情報教育はより一層の

充実を図る必要があると言えよう． 
 しかしながら，情報活用能力の現状として，文部科学省が 2013 年に小学生と中学

生を対象に実施した情報活用能力調査によって，複数の情報源からの情報の抽出と関連

付けを行うことや，情報を整理・解釈すること，受け手の状況に応じて情報発信するこ

と等に課題があることが判明した
47)
．このような問題がある一方で，社会構造の進展が

停滞することはなく，情報通信機器や情報通信ネットワークは日常生活に浸透し，流通

する情報量は莫大なものになっている．ところが，これまでの学校教育における情報教

育では，情報活用の実践力を中心とした機器利用の教育が中心であり，機器やネットワ

ークの構造等を知る機会は少なく，それらがブラックボックス化しているという実態が

ある．さらに，情報教育は，前述したような問題を内包した技術科と情報科が大部分を

担っていることから，このような現状の中で従来通りの教育を継続していても，先の文

部科学省による調査の結果は改善されることが見込めず，知識基盤社会においては通用

しなくなるのは明らかであり，従来予想されてこなかった問題への対応は困難な状況に

陥る可能性が予見される． 
このような状況を改善していくためには，未知の問題を想定し，自主的に対処するこ

とのできる問題解決能力や情報通信機器や情報通信ネットワークの構造等を理解するこ

とのできる能力を育成するための教科指導体系が今後求められることになるだろう．し

かしながら，情報教育はこれまで，他の国語や数学のように明確な学問的な背景を持た

ず，現代社会に生じた問題を解決するための方法の検討が出発点であるとされていた．

それゆえに，情報学を指導する技術科や情報科では何を指導するのか明確な定義はな

く，現在に至るまで情報学は模索を続けながら経験による積み重ねを基に実践を行って

きた． 
ところが，このような状況は 2010 年の日本学術会議による文部科学省への「大学教

育の分野別質保証の在り方について」の回答によって一転することとなった
48)
．本回答

では，高等教育における専門教育を実施していく上で，同会議の策定する各分野の参照

基準を参照してカリキュラム編成，評価を進めていく必要を述べている．本来，全ての

参照基準は高等教育の専門性と学士力の向上を目的としたものであるが，情報学分野に

限った場合，これまでに公による情報学の学問体系については検討がなされてこなかっ

たことなどから，2015 年に公開された参照基準（案）が定める情報学は，「初等中等教
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育から大学教養教育に至るまでの情報教育に対する基礎を与えており、将来にわたっ

て、情報教育を先導する役割も担っている」と明記されている
49)
．このほかに参照基準

（案）では，「情報学に固有の能力」についても定義していることから，技術科および情

報科における情報教育を支える能力として学習指導要領を始めとした様々な機会で用い

られるようになることが推察される．以下に情報活用能力と情報学に固有の能力の対応

関係をまとめた表を示す（表 2-4）． 
 

表 2-4 情報活用能力と情報学に固有の能力との関係性 
情報活用能力 情報学に固有の能力（案） 

情 報 活 用 の
実践力 

A-1 課題や目的に応じた情報手段の適切な
活用 

1 情報の構造を設計する能力 
2 計算を設計し表現する能力 
3 形式的なモデルのもとで演繹する能力 
4 情報を扱う機械を作る能力・運用する能力 
5 システムの体系・構造を理解し表現する能力 
6 社会において情報を扱うシステムを創る能力・ 

運用する能力 

A-2 必要な情報の主体的な収集・判断・表現・
処理・創造 
A-3 受け手の状況などを踏まえた発信・伝達 

情 報 の 科 学
的な理解 

B-1 情報活用の基礎となる情報手段の特性の
理解 

3 形式的なモデルのもとで演繹する能力 
4 情報を扱う機械を作る能力・運用する能力 
5 システムの体系・構造を理解し表現する能力 
6 社会において情報を扱うシステムを創る能力・ 

運用する能力 

B-2 情報を適切に扱ったり，自らの情報活用
を評価・改善するための基礎的な理論や
方法の理解 

情 報 社 会 に
参 画 す る 態
度 

C-1 社会生活の中で情報や情報技術が果たし
ている役割や及ぼしている影響の理解 

7 社会において情報にかかわる問題を発見し 
解決する能力 

8 情報一般の原理を自覚して情報社会に積極的に 
参画するの能力 

9 社会において情報の意義や危険性を読み解く能力 
10 社会においてルールを遵守しつつ情報を利活用 

する能力 

C-2 情報モラルの必要性や情報に対する責任 
C-3 望ましい情報社会の創造に参画しようと
する態度 

 
 以上のように表としてまとめたことで，参照基準（案）の示す情報学に固有の能力

は，作ることと運用すること，理解することと表現することを一体として捉えているこ

と，前述したキーコンピテンシーや 21 世紀型能力のように情報活用能力より抽象的な

表現にすることでより広範な内容に対応できるようにしていることが推察される．その

一方で，情報活用能力で言うとことの情報社会に参画する態度に対応する能力について

は情報活用能力の観点と同程度の内容が記述されていることが明らかとなった． 
 これらのことから，参照基準（案）の示す情報学に固有の能力は，情報活用能力との

関係性も推察されることから，高等教育における学士力の保証ににとどまらず，初等中
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等教育における情報教育，特に情報教育を主に取り扱う技術科および情報科の内容や体

系性の検討や学習指導要領の改訂に大きな影響を与えることが推察される． 
 以上の点を考慮すると，知識基盤社会において，情報学分野の専門性はこれまで以上

に一般に浸透し，必要不可欠なものになることが予見されることから，学校教育におけ

る普通教育として全学校種，全生徒に対して行われる情報教育は十分に意義のあるもの

であると言えよう． 
 
 

2.3 技術科・情報科における情報教育研究の現況 
 前節までで学校教育における情報教育が実施されるまでの経緯とその内容について整

理をおこなってきたことから分かるように，学校教育で育成すべき能力と普通教育にお

ける情報教育で育成することのできる能力は密接な関係にあることが明らかとなった．

本節では，前述した経緯をもとにこれまで行われてきた先行研究によって明らかになっ

た現状と課題をまとめることとする．なお，先行研究の分類を行うにあたり，情報教育

を実施するにあたり重要な要素と考えられる授業と教育課程の 2 つの要素を分類の対象

とした． 
 
 

2.3.1 教員に着目した先行研究 
 まず，第 1 のアプローチとして教員を挙げる．森山（2010）は，技術科の学習指導に

おいて生徒にとっての学習の有用性と教師にとっての指導の困難性に関する意識実態の

把握のための質問紙調査を行った．この調査によって，教科の有用性について，生徒は

現在を重視し，教員は将来を重視している傾向にあること，教師は指導が困難な学習内

容に対して有用性を相対的に低くとらえている可能性があることを指摘し，教師と生徒

の間に生じている認識のズレを改善していく必要があるとしている
50)
． 

このほかに，教科をどのように捉えているのかを調査した研究には須藤（2011）があ

る．調査対象者は情報科の研修担当者であるが，情報科の教員研修の現状と課題を調査

するにあたり，分析の視点として研修担当者が情報科をどのように捉え，その認識を研

修計画の立案から実施までの過程にどのように生かしているのかを分析している．この

研究によって，回答者は授業実態を把握せずに研修を企画しているが，教科目標と実際

の授業に大きな差があることは認識しているということ，情報科の学習に対して他の教

員の理解が不足しているとの認識をもっていること，現職教員等講習会で情報科の免許

を取得した教員は採用時の免許状によって授業観に違いがあることを明らかにした
51)
． 

現職教員の教科の認識については中薗（2012）が技術科の教員の意識を調査してい

る．この調査では，技術科の教員に対して 2008 年改訂の技術科の指導にあたり授業時
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数が実質的に削減したことで十分な指導を行うことが困難な状況にあること，免許外担

任や臨時免許状の存在が生徒だけでなく，数少ない教員の研修の場である研究会の運営

にまで悪影響を及ぼしていることを明らかにした
52)
． 

情報科の教員の意識に関する調査には中園（2015）の研究がある．中園は，情報教育

を推進していく上で課題となる要因を明らかにするため，情報科担当教員に対して調査

をおこない，教員は情報科の教科目標を理想形と捉えていることや情報教育と ICT の活

用を混同している実態を明らかにした上で，目標を達成するために必要となる要件を整

理し，提言を行っている
53)
． 

 このように，教員に着目したアプローチの共通点として，教科に関する対象者の意識

調査を実施している点を挙げることができる．いずれの先行研究も調査の観点や対象教

科が技術科か情報科と差異はあるが，どのように教科を捉え，何が問題なのかを調査対

象者自身がどのように考えているかという点で共通点を見出すことができる． 
 

 
2.3.2 教育課程に着目した先行研究 
次に第 2 のアプローチとして教育課程を挙げる．例えば，国立教育政策研究所（200

3）は，ものづくりや技術の成果が社会生活の隅々まで展開していることから様々な教

科との関連や整合性を，技術科とその関連する教科の学習の過程で検討する必要性を述

べ，実際に様々な教科との関係性を例示している．このほかに，海外における初等中等

教育段階における情報教育を含めた技術教育との比較も同時に行っており，我が国の技

術教育課程は著しく貧弱であることを明らかにした
54)
． 

社会的要因と教育課程の基準たる学習指導要領が関係していることを指摘する研究に

伊藤（2014）の研究が挙げられる．伊藤は，技術科に情報教育が導入されたのは，技術

科が産業と密接な関係にあったことを理由として挙げている．また，学習指導要領の記

述内容と社会背景の関係を，イノベーター理論を交えて考察し，社会背景に基づいて学

習内容が変更，決定されていることを明らかにした
55)
． 

これらの研究のほかに，他国との比較や社会背景に対応することで教科内容を検討し

ている研究として久野（2015）が挙げられる．久野は，情報教育，特にプログラミング

教育が社会の要請として高まっていること，情報教育そのものが海外と比較して出遅れ

ていることを理由に初等中等教育における情報教育カリキュラムの再検討の必要性を述

べている．また久野は小学校段階において中学校における情報教育の内容の引き下げ，

中学校への情報科の新設，高等学校での学習内容の高度化等，一部実現が困難な案もあ

るが現段階において最も具体的な方策を提示している
56)
． 

なお，現実的な情報教育の実施の方策の提案には工藤（2015）の研究が挙げられる．

工藤は，技術科と情報科における情報の科学的な理解の観点の学習内容の充実に向けた



23  

教材研究を論理回路学習に着目して実施し，中学校段階から生徒の発達段階に応じたカ

リキュラムへ改善を図る必要性があること，技術科と情報科の体系化を図っていくこと

の必要性を示した
57)
． 

 教育課程に着目したアプローチの共通点には，教育課程の検討材料に社会的要因と生

徒の発達段階が影響していることを挙げることができる．第 1 のアプローチと同様に技

術科か情報科，または両教科と着目している教科は各研究で異なっているが，社会構造

の変化や生徒の発達段階が教育課程の検討材料として指摘されていることが分かる．こ

れは，情報教育が他の教科と比べ，社会の進展に伴ってその学習内容を適宜更新してい

く必要のある教科であること，情報教育の内容を指導する際に発達段階を考慮すること

が有用な手法であることが関係していると考えられる． 
以上のように，技術科，情報科における情報教育に関する研究は，教員に関する研究

と教育課程に関する研究に分類することができた．また，多くの研究が技術科または情

報科一方に着目した研究であり，両教科を横断的に，俯瞰した研究や両教科の教員を対

象とした研究は散見されないことが判明した．社会の進展に伴い，学習指導要領や各種

政策等からも分かるように普通教育における情報教育のより一層の充実が求められてい

る以上，両教科を対象とした研究は，今後の情報教育の在り方を検討していく上で必要

なものになると言えよう． 
 
 
2.4 まとめ 
本章では，学校教育において情報教育が行われるようになってから，2018 年に学習指

導要領が改訂されるにあたって現段階で行われている議論までをまとめるとともに，技

術科および情報科によって行われる情報教育がどのように捉えられてきたのか先行研究

を基にその実態を把握した．本章によって得られた知見を以下に整理する． 
 
 技術科は，前身が職業科であったことから学習内容は社会との関わりの深い領域を

取り扱っていた．普通科高校への進学が一般的になった現代において，親学問であ

る工学は専門高校の工業科でしか取り扱われないこと，理数教育重視の基調によっ

て，その必要性は主要教科と比べ低くなっていることが授業時数の削減から推察さ

れる． 
 
 情報科は，新設当時の理念を十分に浸透させることができず，現在に至るまでのそ

の必要性を十分に認識されていないことが明らかとなった．その原因となったの

は，新設時に開講された講習で情報科の免許を取得した教員の授業と受験教科では
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ないことが遠因となって一般化した情報教育軽視の流れであり，加配措置や新規採

用が進まないこともこれらが大きく関与しているものとされる． 
 
 知識基盤社会の到来に伴い，これまで専門的な職務への従事者のみに求められてい

た情報に関する知識や技能が広く一般にも求められるようになってきた．学校教育

では，これまで高等学校においては，専門高校での指導に留まっていたが，普通科

高校に情報科が新設され，中学校では，職業教育と関わりの深かった技術科に情報

分野が加えられることになり，普通教育での情報教育が一般化することとなった．

しかしながら，技術科は工学を背景とし，情報科は社会問題から生じた新設教科で

あったことから，同じ学問分野を指導するにも関わらず免許状に互換性はない状態

が続いている．21 世紀を生きる生徒を育成する中等教育の教科として技術科と情報

科が連携していくことは重要な課題である． 
 
 知識基盤社会で育成すべき能力のタイプについて，経済協力開発機構のキーコンピ

テンシーとアメリカの P21 による 21 世紀型スキル，国立教育政策研究所の 21 世

紀型能力および文部科学省の情報活用能力を各目標間で比較を行った結果，いずれ

の目標も，①基礎的，基本的なリテラシー，②科学的認知，③情報社会への参画態

度で大別することが可能であることが明らかになった．  
 
 学校教育において求められる能力とその育成方法については，特定の教科で養うも

のではないが，教科横断的な課題発見，解決に必要な実践的な能力が世界的に求め

られていること，情報教育は社会の進展に対応した問題解決学を背景としているこ

とから，技術科と情報科が主導していく教科になりうると推察される． 
 
 技術科および情報科における情報教育を対象とした先行研究は，その多くがどちら

か一方の教科に着目しており，学習指導要領等で指摘しているような両教科の体系

性や連続性に着目した研究は散見されない．技術科と情報科の両教科を同時に捉え

た，両教科を架橋する研究の必要性があるといえる． 
 
本章では，情報教育が知識基盤社会の到来に伴う社会の要請に対応することを目的

に，十分に学習内容や指導の在り方について議論が尽くされないまま実施されてきたこ

と，近年になってようやくその必要性が認められ始めてきたことを明らかにした． 
しかしながら，学校教育において情報教育を主に担当する技術科と情報科の連携につ

いては，文部科学省や審議会の答申での記述に留まっており，実現に向けた取り組みが
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充分になされているとは言えない現状がある．今後は連携を妨げる要因の所在を明らか

にするため，第 3 章においてこの点を調査していくこととする． 
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第３章 中高一貫教育校における技術科・情報科教育に対する担当教員の認識 
 

3.1 調査目的と意義 
本調査は，中高一貫教育校における技術科と情報科を指導する教員の勤務校における

情報教育に対する意識の実態を調査する．これらの調査・分析を通して，教員の意識に

基づいた中高一貫教育校における技術科・情報科教育の連携を中心とした取扱いの実態

を明らかにすることを目的とする． 
技術科と情報科を担当する教員が感じている勤務校における情報教育への認識を明ら

かにすることで，文部科学省等の打ち出した情報教育に関する方針をどのように実施さ

れているのか，教育現場の実態に対する認識を確認できる．さらに，情報科を担当する

教員の採用方法の違いや教員の所持する免許状といった教員の状況を定量的に調査する

ことで，情報教育に関する現状と課題を明らかにすることができると推察される．そし

て，これらの課題を検討することで，技術科・情報科における系統的・連続的な情報教

育の実践を妨げる要因の考察をおこなうことができると推察される． 
 
 
3.2 調査方法と調査対象 
調査にあたり，対象校を選定するため，教育ソリューション株式会社の提供する「20

15 年版全国学校データ」
58)
と文部科学省の「高等学校教育の改革に関する推進状況（平

成 25 年度版）」
59)
を基に中高一貫教育校全 454 校（中等教育学校 52 校，併設型 320

校，連携型 82 校）を抽出した．これらの全国に所在する中高一貫教育校のうち，設置

者が同一であること，中学校と高等学校が原則同一敷地・建物内にあり，教員が両教科

の授業を担当することが可能で，教科間や教員間の交流が理論上は可能であるという本

研究の目的に合致する，中等教育学校全 52 校と併設型中高一貫教育校全 320 校の合計

372 校を調査対象とした．実際の回答者は，技術科と情報科を主に担当する教員のうち

教科主任といった役職を担当し，調査校の実情について把握し，教科内容を理解してい

ると考えられる教員を依頼状内で指名している．調査期間は，2015 年 5 月 11 日から同

年 6 月 30 日までに設定した上で，調査対象校に調査協力の依頼状と回答フォームへの

アクセス用 URL の記載用紙，回答方法を図示した回答用紙の合計 3 部を郵送した．同

意書に関しては，回答フォーム上に回答必須の設問を設け，同意した場合にのみ次の回

答に進めるようにすることで対応した．回答手段には，放送大学のリアルタイム評価支

援システム「REAS」60)
を用い，Web 上の回答フォームから回答および回収をおこなっ

た．  
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3.3 調査内容 
 質問の枠組みおよび質問項目の決定に当たり，これまでに実施されたベネッセ教育総

合研究所(2010)による「第 5 回学習指導基本調査」
61)
と文部科学省(2013)による「児童

生徒の情報活用能力調査」
62)
を参考に作成した．質問項目は，回答者の勤務校における

技術科・情報科教育の連携を中心とした取扱いの実態を明らかにするために（1）回答

者属性，（2）生徒の実態，（3）両教科の授業実態，（4）情報教育カリキュラムの実態の

計 44 問で構成した．実際の質問票は附録 3-1 に示す． 
 
 

3.4 調査結果 
 調査結果を以下に設問ごとに示す．また，調査校および回答者が特定されることを避

けるため，回答文を一部変更した場合がある．また，一部地域によっては校数が少な

く，調査校および回答者が特定される可能性を否定できないこと，回答内容に顕著な差

がなかったことから調査結果の地域ごとの分類は行わないこととした． 
 
 

3.4.1 回答者，調査対象校の属性  
 本研究の調査内容に賛同し，回答した調査対象校は以下の表 3-1 の通りである．3.2
で選出した中高一貫教育校 372 校のうち，回答したのは 121 校で，調査対象校における

回答校の割合は 32.5%となった．内訳は中等教育学校 28 校，併設型中高一貫校 69 校，

連携型中高一貫校 10 校，その他 1 校，無回答 13 校であった．連携型中高一貫校とその

他と回答があったことは，データ作成時か回答時の間違いの可能性が考えられる．回答

時の IP アドレスからおおよその特定は可能であるが，調査校の特定は好ましくないた

め，調査対象データから除外した． 
 

表 3-1 回答校数内訳 
調査対象校 発送数 (校) 回収数 (校) 有効回収率 (%) 

中等教育学校 52 28 53.8 
併設型中高一貫教育校 320 69 21.6 
連携型中高一貫教育校 0 10  
その他 0 1  
不明（学校種無回答） 0 13  

合計 372 121 32.5 
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 以下に，回答者の属性に関する回答結果を［問 2］から［問 6］に亘って示す．また

調査対象校の属性に関する回答結果は［問 7］から［問 17］に示す．なお，［問 1］は本

調査への調査同意書と同意欄を設けたものであるため，本章では示さないものとする． 
 
［問 2］教職の経験年数をお答えください．【択一】 
教職経験年数は，0～5 年が 21.3%，6～10 年が 19.7%，11～20 年が 23.8%，21～30

年が 23.0%，31～40 年が 11.5%，41 年以上が 0.8%となっている（表 3-2）． 
 

表 3-2 回答者の教職経験年数 
教職経験年数 割合 (%) 

0～5 年 21.3 
6～10 年 19.7 
11～20 年 23.8 
21～30 年 23.0 
31～40 年 11.5 
41 年以上 0.8 

 
 
［問 3］ご勤務校での役職をお答えください．【複数】 
 回答者の勤務校での役職について，管理職が 1.9%，教務主任が 3.8%，教科主任が 3
3.8%，教諭が 42.5%，司書教諭が 0.0%，その他が 11.3%，不明が 6.9%であった（表 3-
3）．本設問は複数回答を許可したため回答の合計が 100%を超える結果となっている．

そこで回答者の役職ごとに再集計を行った．再集計に際し，回答がない役職は除外し，

その他の回答については自由記述で一定数回答のあった役職については分類項目に加え

ることとした（表 3-4）． 
 

 
表 3-3 回答者の役職             表 3-4 回答者の役職（詳細） 

役職 割合（%）  役職 割合（%） 
教諭 42.5  教科主任 40.9 
教科主任 33.8  教諭 29.1 
その他 11.3  その他 12.7 
教務主任 3.8  非常勤講師 7.3 
管理職（校⾧・副校⾧・教頭） 1.9  非常勤講師 7.3 
不明（無回答） 6.9  管理職（校⾧・副校⾧・教頭） 3.6 
   教務主任 3.6 
   非常勤講師 兼 教科主任 1.8 
   管理職 兼 教務主任 0.9 
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［問 4］現在指導している教科をお答えください．【複数】 
 回答者の指導する教科は以下の表 3-5 の通りである．技術科，情報科両教科を指導す

る教員が 24.0%，技術科のみを指導する教員が 0.8%、技術科およびその他の教科を指

導する教員が 0.8%，情報科のみが 39.7%（共通教科「情報」と専門教科「情報」の合

算値），情報科およびその他の教科を指導する教員が 15.7%，技術科，情報科のいずれ

も指導しない教員は 14.9%，無回答が 9.1%という回答結果となった． 
 

表 3-5 回答者の指導教科 
指導教科 割合(%) 

技術，情報 24.0 
技術 0.8 
技術，その他 0.8 
情報 39.7 
情報，その他 15.7 
その他 14.9 
無回答 9.1 

 
 
［問 5］所持している教員免許状をお答えください【複製】 
所持している免許を尋ねる設問では，技術科については，技術科のみが 1.7%，他の免許

状を持っているとした回答が 2.5%であった．情報科では，情報科のみが 26.4%，他の

免許状を持っているとした回答は 36.4%であった．このほかに，技術科と情報科および

その他の免許状を持っているとした回答は 14.0%，技術科，情報科のいずれの免許状も

所持していないとする回答は 9.1%，無回答が 9.9%であった（表 3-6）． 
 

表 3-6 回答者の所持する免許状 
所持する免許状 割合(%) 

技術 1.7 
技術，その他 2.5 
情報 26.4 
情報，その他 36.4 
技術，情報，その他 14.0 
その他 9.1 
無回答 9.9 
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［問 6］教科「情報」の教員免許を取得した時期についてお答えください．【択一】 
情報科の免許状は教科の成り立ちの特異性から，新設当初は 3 種類の取得方法が存在

していた．本設問では，取得方法がどのように変化したのか明らかにすることを目的に

問を設けた． 回答結果から明らかになった情報科の免許取得時期とその回答割合は，

情報科新設時に開講された臨時講習会で取得した教員が 39.7%，大学卒業後に通信教育

等で取得した教員が 21.5%，大学在学時に所定単位等を履修して取得した教員が 14.0%
であった．また，免許を所持している教員がおらず，臨時免許状で対応しているという

回答が 2.5%，その他が 0.8%，無回答が 21.5%であった（表 3-7）． 
 

表 3-7 教科「情報」免許取得時期 
教科「情報」免許を取得した時期 割合(%) 

教科「情報」新設時の臨時講習 39.7 
大学卒業後に通信教育等を受講 21.5 
大学在学時に規定単位を履修 14.0 
臨時免許状 2.5 
その他 0.8 
無回答 21.5 

 
 
［問 7］ご勤務校の所在地をお答えください．【択一】 
 回答者の勤務する学校の所在地については，北海道地方が 13.2%，東北地方が 5.
0%，関東地方が 22.3%，中部地方が 13.2%，関西地方が 12.4%，中国地方が 5.8%，四

国地方が 7.4%，九州・沖縄地方が 20.7%であった（表 3-8）． 
 

表 3-8 調査校所在地 
都道府県 割合(%) 

北海道地方 13.2 
東北地方 5.0 
関東地方 22.3 
中部地方 13.2 
関西地方 12.4 
中国地方 5.8 
四国地方 7.4 
九州・沖縄地方 20.7 

 
 
［問 8］ご勤務校の設置区分をお答えください【択一】 
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 調査校の設置区分は，私立が 52.1%，都道府県立が 29.8%，国立と市町村立が 4.
1%，無回答が 9.9%であった（表 3-9）． 

 
表 3-9 調査校設置区分 

設置区分 私立 都道府県立 国立 市町村立 無回答 
割合(%) 52.1 29.8 4.1 4.1 9.9 

 
 
［問 9］ご勤務校における中高一貫教育の実施形態をお答えください．【択一】 
 調査校における中高一貫教育校の実施形態は併設型中高一貫教育校が 57.0%，中等教

育学校が 23.1%，連携型中高一貫教育校が 8.3%，その他の学校が 0.8%，無回答が 10.
7%であった．表については前掲表 3-1 の通りであるため省略する． 
 
［問 10］平成 27 年度現在，文部科学省等の各種事業から指定を受けていますか．【複数】 
［問 11］平成 26 年度以前に，文部科学省等の各種事業から指定を受けていましたか．【複数】 
 調査校が現在および過去に文部科学省等から指定を受けていた事業の有無については

以下の表 3-10 の通りとなった．  
 

表 3-10 文部科学省等から指定された事業の割合 
指定事業等 平成 27 年(%) 前年度以前(%) 

SSH 9.1 9.9 
SSH/CSSH 0.0 0.8 
SGH 7.4 1.7 
SSH/SGH 0.8 0.0 
SGHA 0.8 4.1 
SSH/SGHA 0.8 0.8 
SSH/CSSH/SGHA 0.0 1.7 
国際バカロレア 0.8 0.8 
SGH/IB 0.8 0.0 
SSH/SGH/IB 0.8 0.8 
SGHA/IB 0.8 0.0 
SGH/SELHi 0.0 0.8 
ユネスコスクール 2.5 2.5 
キャリア教育研究指定校 1.7 0.0 
ことばの力育成プロジェクト指定校/SELHi 0.0 0.0 
指定事業なし 61.2 59.5 
不明 2.5 5.0 
無回答 9.9 9.9 

【凡例】SSH：スーパーサイエンスハイスクール，CSSH：コア SSH，SGH：スーパーグロ
ーバルハイスクール，SGHA：SGH アソシエイト， SELHi：スーパーイングリッシ
ュランゲージハイスクール  
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［問 12］各種事業等を利用した読み替えを行っていますか．また，おこなっていました

か．【択一】 
［問 13］どのような読み替えをおこなっていますか．また，おこなっていましたか．

【自由記述】 
 中高一貫教育制度の特例を利用した科目の読み替えについて，おこなっているまたは

おこなっていた学校は 16.5%，おこなっていない学校は 14.9%，無回答は 68.6%であっ

た（表 3-11）．また，具体的な読み替えの内容としては，技術科と情報科の授業時数，

単位数，内容の増減に着目して分類した（表 3-12）．回答した 19 校のうち，技術科，情

報科の取扱いについて，内容を特例等に対応させるために変更した学校が，7 校，探究

活動等のために単位数を削減した学校が 9 校，技術科および情報科と関係のない読み替

えを回答した学校が 3 校であった． 
 

表 3-11 読み替え実施の有無 
読み替え 割合(%) 

おこなっている（いた） 16.5 
おこなっていない 14.9 
無回答 68.6 

 
 
 

表 3-12 読み替えの内容（全 19 件） 
読み替え等の具体的な内容 技術科，情報科の取扱い 

 「情報」の学校設定科目設定、「保健」「芸術」「情報」の１単位
減単を行って課題探究学習を行っている。 

内容変更，減単 

 総合科学科において、学校設定科目「情報数学」で情報科を代替 内容変更 
 「社会と情報」で理科実験のデータを処理・分析できるようにカ

リキュラムに追加して指導。 
内容変更 

 「社会と情報」の代わりに学校設定科目「SG 社会と情報」を設
置。また、共通教科「家庭基礎」の代わりに学校設定科目「SG
家庭基礎」を設置。 

内容変更 

 学校設定科目(課題研究)を行うことで、情報の「プレゼンテーシ
ョン」や「問題解決」等の単元の読み替えを行っている。 
(情報２単位のうち１単位を読み替えている) 

内容変更 

 SSH 指定校時に，学校設定科目として「情報数学」「情報物理」
(各１単位)を設定し，それを情報として読み替えていた。 

内容変更 

 「社会と情報」を「ＳＳＨ情報」として発展的内容を取り入れ。 内容変更 
 情報２単位中の１単位を「科学研究方法概論」 減単 
 情報 1 単位が学校研究科目へ 減単 
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 『社会と情報（２単位）』＋『SGH 課題研究 2Ｂ（１単位）』の
ところ,『SGH 課題研究 2A（３単位）』とする。 

減単 

 教科情報の 1 単位を学校設定科目「科学研究方法概論」 減単 
 「社会と情報」「情報の科学」の単位数を減らし、キャリア教育

の時間にしています。 
減単 

 情報科に関しては１単位を探究講座というものに振替。 減単 
 今年度から SGH 関連で本校指定科目「Global Studies」に「情

報基礎」を１単位置き換えている。 
減単 

 H26 年度は「情報 B」を、H27 年度は「情報の科学」各 2 単位
のところを 1 単位に減単し、SSH 科目に振替。 

減単 

 「情報」を１単位減として対応している。 減単 
 大学との連携授業，フィールドワークなど 記述無 
 世界史及び総合的学習を SSH に振り替えた。現在は総合的学習

のみ振り替えている。 
記述無 

 英語Ｉｂの科目を対応する科目に 記述無 
 
 
［問 14］情報教育を担当している教員数をお答えください．【複数】 
技術科と情報科を担当する教員の組み合わせのうち，技術科と情報科でそれぞれ専任

の教員がいるとした回答は 33.1%，両教科に専任の教員がいるほかに兼任する教員がい

るとした回答は 8.3%，技術科専任の教員のみが 1.7%，情報科専任の教員のみが 9.9%で

あった．技術科専任と両教科兼任の教員がいるとした回答は 5.0%，情報科専任と両教科

兼任の教員がいるとするとした回答は 6.6%，両教科を兼任する教員のみとした回答は 1
3.2%，専任教員および兼任教員はいないとする回答は 7.4%，無回答は 13.2%であった

（表 3-13）．  
 

表 3-13 情報教育担当教員数 
教員配置 割合(%) 

両教科専任 33.1 
両教科専任＋兼任 8.3 
技術科専任のみ 1.7 
情報科専任のみ 9.9 
技術科のみ専任+両教科兼任 5.0 
情報科のみ専任+両教科兼任 6.6 
両教科兼任 13.2 
専任・兼任なし 7.4 
無回答 13.2 
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［問 15］技術科，情報科両教科の免許を持っている教員数をお答えください．【択一】 
 両教科の教員免許状を持っている教員は，全調査対象校のうち 28.9%で，所持してい

ないとする回答は 57.0%であった．また無回答は 14.0%あった．所持者数ごとの分類は

以下の表 3-14 に示す． 
 

表 3-14 両免許状を所持する教員 
所持者数(人) 0 1 2 3 4 無回答 

割合(%) 57.0 20.7 3.3 3.3 1.7 14.0 
 
 
［問 16］情報教育を担当している教員の雇用形態についてお答えください．【複数】 
 技術科と情報科による情報教育を担当している教員のうち，正規雇用されている教員

は 70.4%，正規雇用経験がある非正規雇用されている教員は 9.7%，正規雇用経験のな

い非正規雇用の教員は 18.3%，そのほかの雇用形態の教員が 1.6%であった．（表 3-14）
また，正規雇用の教員のみの学校は 43.8%，正規雇用の教員と正規雇用経験のあった非

正規雇用の教員で構成される学校は 9.9%，正規雇用の教員と正規雇用経験のない非正規

雇用またはその他の教員で構成される学校は 19.8%，正規雇用の教員と正規雇用の経験

のあった非正規雇用の教員及び経験のない非正規雇用の教員で構成される学校は 4.1%，

正規雇用の教員がおらず，正規雇用経験のあった非正規雇用の教員と経験のない非正規

雇用の教員で構成される学校は 9.9%という回答が見られた．なお，無回答は 12.4%で

あった（表 3-15）． 
 

表 3-14 情報教育担当教員割合 
雇用形態 正規雇用 元正規雇用 非正規雇用 その他 
割合(%) 70.4 9.7 18.3 1.6 
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表 3-15 情報教育担当教員割合（詳細） 
担当教員の雇用形態の組み合わせ 割合(%) 

正規雇用の教員 43.8 
正規雇用の教員と正規雇用経験のある非正規雇用の教員 9.9 
正規雇用の教員と正規雇用経験のない非正規雇用の教員 19.8 
正規雇用の教員と非正規雇用の教員 4.1 
非正規雇用の教員 9.9 
無回答 12.4 

 
 
［問 17］情報教育を担当している教員の出身学部系統についてお答えください．【複

数】 
 技術科と情報科における情報教育を担当する教員の出身学部について，教育学部系出

身が 26.2%，人文社会学系が 16.4%，情報学系が 6.6%，理工学系が 37.9%，体育芸術

学系が 5.1%，そのほかの学問系統が 7.8%という回答が得られた（表 3-16）． 
 

表 3-16 情報教育担当教員出身学部系統 
学部系統 教育 人文社会 情報 理工 体芸 その他 
割合(%) 26.2 16.4 6.6 37.9 5.1 7.8 

 
 
 

3.4.2 生徒の実態 
 本調査では，［問 18］および［問 19］で生徒の情報教育への取り組み状況，情報教育

への学力に関する能力を教員がどのように捉えているのかについて尋ねる設問を設定し

た．以下に回答の結果を示す． 
 
［問 18］情報教育における生徒指導を通じて感じている悩み・問題についてお伺いしま

す． 
 本設問では，生徒の情報教育への取り組み状況や習熟度を担当教員がどのように意識

しているのかを，［問 18-1］，［問 18-2］では，意欲について，［問 18-3］，［問 18-4］で

は授業時のつまずきに関して，［問 18-5］から［問 18-7］では，情報活用能力の習熟度

の程度について 4 件法で尋ねた．以下に設問ごとの結果を示す． 
 
［問 18-1］情報教育に関する学力の“低い”生徒の学習意欲を保つことが難しい． 
［問 18-2］情報教育に関する学力の“高い”生徒の学習意欲を保つことが難しい． 
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 学習意欲保持の難易度について，情報教育に関する学力の“高い”生徒の場合，「全くそ

う思わない」が 10.9%，「あまりそう思わない」が 62.4%，「そう思う」が 23.8%，「と

てもそう思う」が 3.0%となり，70%以上の教員が難しさを感じていないことが判明し

た．また，学力の“低い”生徒の場合，「全くそう思わない」が 15.8%，「あまりそう思わ

ない」が 68.3%，「そう思う」が 11.9%，「とてもそう思う」が 4.0%となり，ここでは 8
0%以上の教員が難しさを感じていないことが判明した（表 3-17）． 

 
表 3-17 学力の違いによる学習意欲保持の難易度への認識（単位：%） 

生徒の 
学習意欲 

とても 
そう思う 

そう思う あまり 
そう思わない 

全く 
そう思わない 

高い 10.9 62.4 23.8 3.0 
低い 15.8 65.3 11.9 4.0 

 
 
［問 18-3］技術科の授業でつまずく生徒がいる． 
［問 18-4］情報科の授業でつまずく生徒がいる． 
 技術科と情報科の授業においてつまずく生徒の有無について，技術科では，「全くそう

思わない」が 12.9%，「あまりそう思わない」が 74.3%，「そう思う」が 10.9%，「とて

もそう思う」が 2.0%となり，85%以上の教員が授業においてつまずく生徒はいないと捉

えていることが判明した．また，情報科では，「全くそう思わない」が 6.9%，「あまりそ

う思わない」が 71.3%，「そう思う」が 18.8%，「とてもそう思う」が 3.0%となり，75%
以上の教員が授業においてつまずく生徒はいないと捉えていることが判明した（表 3-1
8） 

 
表 3-18 技術科・情報科の授業でつまずく生徒の認識（単位：%） 

教科 とても 
そう思う 

そう思う あまり 
そう思わない 

全く 
そう思わない 

技術科 12.9 74.3 10.9 2.0 
情報科 6.9 71.3 18.8 3.0 

 
 
［問 18-5］目的に応じて特定の情報を見つけ出し，関連付けることができる． 
［問 18-6］複数の情報源の情報を整理，解釈することができる． 
［問 18-7］受け手の状況に応じた表現，情報発信することができる． 
 技術科と情報科における情報教育の結果，生徒が習得したと考える能力について，「目

的に応じて特定の情報を見つけ出し，関連付ける能力」については，「全くそう思わな
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い」が 1.0%，「あまりそう思わない」が 32.7%，「そう思う」が 62.4%，「とてもそう思

う」が 4.0%となった．また，「複数の情報源の情報を整理，解釈する能力」について

は，「全くそう思わない」が 0.0%，「あまりそう思わない」が 44.6%，「そう思う」が 5
2.5%，「とてもそう思う」が 3.0%となった．そして，「受け手の状況に応じた表現，情

報発信する能力」については，「全くそう思わない」が 0.0%，「あまりそう思わない」が

41.6%，「そう思う」が 55.4%，「とてもそう思う」が 3.0%となった（表 3-19）． 
 

表 3-19 生徒の情報活用能力習得状況への認識（単位：%） 
教科 とても 

そう思う 
そう思う 

あまりそう 

思わない 

全くそう 

思わない 

目的に応じて特定の情報を見つけ出し、 
関連付けることができる 

4.0 62.4 32.7 1.0 

複数の情報源の情報を整理、解釈することができる 3.0 52.5 44.6 0.0 
受け手の状況に応じた表現、情報発信することができる 3.0 55.4 41.6 0.0 

 
 
［問 19］ご勤務校の生徒の情報教育に関する学力で、課題となっている点、優れている

点をお答えください。【自由記述】 
［問 18］に加え，調査校において特筆される生徒の情報活用能力の現状を自由記述で

回答する設問を設け，多く記述される項目ごとに分類したところ，15.7%の教員が生徒

の情報活用能力の高さを評価している結果が得られた．しかし，ディジタルディバイド

の発生を 18.1%，生徒のモラル意識の低さを 16.9%，情報に関するルールを理解はして

いるが守ることができていない現状を 13.3%の教員が指摘した．この他に，20.4%の教

員が機器操作やモラルに関するマイナス面を指摘する回答を得られた（表 3-20）． 
 

表 3-20 指導する生徒の学力について 
項目 割合(%) 

ディジタルディバイドの発生 18.1 
低いモラル意識 16.9 
高い情報活用能力 15.7 
ルールを分かっているが守ることができていない 13.3 
パソコン（キーボード）操作が困難 10.8 
低い機器操作への意欲関心 6.0 
タッチ操作が得意 4.8 
低い情報活用への意欲 3.6 
その他 10.8 
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3.4.3 技術科・情報科教育の授業実態 
 本設問では，［問 20］から［問 30］に亘って，両教科の授業時数，指導学年，使用し

ている教科書，重視する情報教育の観点，教科間の連携の実態等について尋ねる設問を

設けた．その結果を以下に示す． 
 
 
［問 20］技術科の授業時数をお答えください．【択一】 
技術科の年間授業時数は，1 年生では，0 時間が 16.7%，1～17.5 時間が 28.9%，17.6

～25 時間が 3.3%，26～30 時間が 4.4%，31～35 時間が 35.6%，36～40 時間が 2.2%，

41 時間以上が 8.9%となった．次に，2 年生は，0 時間が 16.7%，1～17.5 時間が 25.
6%，17.6～25 時間が 3.3%，26～30 時間が 4.4%，31～35 時間が 35.6%，36～40 時間

が 3.3%，41 時間以上が 11.1%であった．そして 3 年生は，0 時間が 23.3%，1～17.5 時

間が 50.0%，17.6～25 時間が 7.8%，26～30 時間が 3.3%，31～35 時間が 12.2%，36～
40 時間が 0.0%，41 時間以上が 3.3%という結果となった．1，2，3 年生の回答のいず

れも，学校教育法施行規則の示す標準時間数に基づいた授業時数を家庭科と等分した時

間数である 1 年生 35 時間，2 年生 35 時間，3 年生 17.5 時間が最も多い回答となった

（表 3-21）． 
 

表 3-21 技術・家庭科技術分野年間授業時数（単位：%） 
授業時数(時) 0 1~17.5 17.6~25 26~30 31~35 35~40 41~ 

1 年生 16.7 28.9 3.3 4.4 35.6 2.2 8.9 
2 年生 16.7 25.6 3.3 4.4 35.6 3.3 11.1 
3 年生 23.3 50.0 7.8 3.3 12.2 0.0 3.3 

 
 
［問 21］技術科の各分野の授業時数をお答えください．【択一】 
技術科の各分野の授業時数については，材料と加工に関する分野が，1～7 時間が 23.

6%，8～14 時間が 9.7%，15～21 時間が 16.7%，22～28 時間が 15.3%，29～35 時間が

34.7%となった．次に，エネルギー変換に関する分野は，1～7 時間が 29.4%，8～14 時

間が 14.7%，15～21 時間が 30.9%，22～28 時間が 7.4%，29～35 時間が 17.6%となっ

た．次に，生物育成に関する分野は，1～7 時間が 36.9%，8～14 時間が 26.2%，15～2
1 時間が 24.6%，22～28 時間が 4.6%，29～35 時間が 7.7%となった．最後に，情報に
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関する分野は，1～7 時間が 26.7%，8～14 時間が 12.0%，15～21 時間が 26.7%，22～
28 時間が 13.3%，29～35 時間が 21.3%となった（表 3-22）． 
 

表 3-22 技術科分野別授業時数（単位：%） 
授業時数(時) 1~7 8~14 15~21 22~28 29~35 

材料加工 23.6 9.7 16.7 15.3 34.7 
エネルギー変換 29.4 14.7 30.9 7.4 17.6 
生物育成 36.9 26.2 24.6 4.6 7.7 
情報 26.7 12.0 26.7 13.3 21.3 

 
 
［問 22］技術科で使用している教科書をお答えください．【択一】 
 技術科において使用している教科書については，開隆堂，東京書籍が 44.3%，教育図

書が 8.9%，その他の回答が 2.5%であった（表 3-23）． 
 

表 3-23 技術科教科書教科書別採択率（単位：%） 
出版社名 開隆堂 東京書籍 教育図書 その他 
採択率 44.3 44.3 8.9 2.5 

 
 
［問 23］情報科の授業時数をお答えください．【択一】 
情報科の単位数は，1 年生では，0 単位が 42.4%，1 単位が 22.8%，2 単位が 34.8%と

なった．次に，2 年生では，0 単位が 56.0%，1 単位が 19.8%，2 単位が 24.2%となっ

た．そして，3 年生では，0 単位が 72.7%，1 単位が 8.0%，2 単位が 19.3%となった

（表 3-24）． 
 

表 3-24 情報科授業単位数（単位：%） 
授業時数(単位) 0 1 2 

1 年生 42.4 22.8 34.8 
2 年生 56.0 19.8 24.2 
3 年生 72.7 8.0 19.3 

 
 
［問 24］情報科で使用している教科書をお答えください．【択一】 
 情報科において使用している教科書については，高校社会と情報（実教出版）が 18.
7%，最新社会と情報（実教出版）が 16.5%，最新情報の科学（実教出版）が 12.1%とな

り，上位 3 冊を実教出版が占める結果となった．4 位以降については，見てわかる社会
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と情報（日本文教出版）が 12.1，社会と情報（東京書籍）が 7.7%，高等学校情報の科

学（数研出版）が 6.6%，情報の科学（東京書籍）が 6.6%，社会と情報（日本文教出

版）が 5.5%，高等学校社会と情報（数研出版）が 4.4%，情報の科学（日本文教出版）

が 3.3%，社会と情報（開隆堂）が 2.2%，高等学校社会と情報（第一出版）が 2.2%，情

報の科学（実教出版）が 1.1%，高等学校社会と情報（第一学習社）が 1.1%という結果

となった（表 3-25）． 
 

表 3-25 情報科教科書教科書別採択率 
教科書名(出版社) 割合(%) 

高校社会と情報（実教出版） 18.7 
最新社会と情報（実教出版） 16.5 
最新情報の科学（実教出版） 12.1 
見てわかる社会と情報（日本文教出版） 12.1 
社会と情報（東京書籍） 7.7 
高等学校情報の科学（数研出版） 6.6 
情報の科学（東京書籍） 6.6 
社会と情報（日本文教出版） 5.5 
高等学校社会と情報（数研出版） 4.4 
情報の科学（日本文教出版） 3.3 
社会と情報（開隆堂） 2.2 
高等学校社会と情報（第一出版） 2.2 
情報の科学（実教出版） 1.1 
高等学校社会と情報（第一学習社） 1.1 

 
 
［問 25］ご勤務校全体で最も重視している情報教育の観点についてお答えください．

【択一】 
［問 26］［問 25］の回答理由をお答えください．【自由記述】 
 勤務校における技術科，情報科による情報教育で最も習得を重視する情報活用能力を

尋ねた本設問では，情報活用の実践力が 50.6%，情報の科学的な理解が 12.9%，情報社

会に参画する態度が 36.5%となった（表 3-26）． 
 

表 3-26 最も重視する情報教育の観点（単位：%） 
観点 情報活用の実践力 情報の科学的な理解 情報社会に参画する態度 
割合 50.6 12.9 36.5 
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また，それぞれの分野を選択した理由として，情報活用の実践力の回答からは，「最低限

の機器操作スキルを習得しておく必要がある」が 32.0%，「社会に出てから必要とな

る」が 28.0%，「情報リテラシーを習得しておく必要がある」が 16.0%，「課題解決能力

を習得させる，受験や大学入学後に必要となる」が 8.0%，その他が 8.0%となった．次

に，情報の科学的な理解の回答者は，「科学的な知識を重要視している」が 60.0%，「プ

ログラミングを重要視している」が 20.0%，「SSH に対応するため」が 20.0%であっ

た．最後に情報社会に参画する態度の回答者は，「情報モラルを習得させる」が 65.
2%，「情報社会への対応」が 17.4%，「その他」が 17.4%であった（表 3-27）． 
 

表 3-27 情報教育の観点で最も重視する理由 
情報活用の実践力 情報の科学的な理解 情報社会に参画する態度 
理由 割合(%) 理由 割合(%) 理由 割合(%) 

機器操作 32.0 知識重視 60.0 情報モラル 62.5 
社会で重要視 28.0 プログラミング 20.0 社会への対応 17.4 
情報リテラシー 16.0 SSH 対応 20.0 その他 17.4 
課題解決能力 8.0     
受験・大学用 8.0     
その他 8.0     

 
 
［問 27］技術科と情報科の連携状況等についてお答えください．【択一】 
 設問では，情報科と技術科で情報教育を行う上で連携を行っているか，どのような内

容を連携として意識しているのかについて 4 件法（全くない，あまりない，よくある，

とてもある）を用いた 9 つの設問を設定した．本設問の全ての回答結果を集計したもの

は以下の表 3-28 に示す． 
 
［問 27-1］情報科で技術科で扱った内容と同じ項目を指導することがある． 
 情報科における技術科との指導内容の重複の有無に関する本設問では，「とてもある」

が 3.3%，「よくある」が 41.1%，「あまりない」が 35.6%，「全くない」が 20.0%という

結果になった． 
 
［問 27-2］技術科で情報科で扱う予定の内容と同じ項目を指導することがある． 
技術科における情報科との指導内容の先取りに関する本設問では，「とてもある」が 2.
2%，「よくある」が 45.6%，「あまりない」が 31.1%，「全くない」が 21.1%という結果

になった． 
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［問 27-3］義務教育段階での情報教育の内容と程度を把握している． 
技術科および情報科担当教員は，義務教育段階でどのような内容が実施されているの

か把握しているのか，生徒がこれまでの情報教育の内容を理解しているのかを尋ねる本

設問では，「とてもある」が 8.9%，「よくある」が 43.3%，「あまりない」が 34.3%，

「全くない」が 13.3%という結果になった． 
 
［問 27-4］両教科の接続性を意識した教科書選定をしている． 
授業を行う上で最も多用される教材である教科書について，連携を意識しているか尋

ねた結果，「とてもある」が 7.8%，「よくある」が 13.3%，「あまりない」が 40.0%，

「全くない」が 38.9%という結果になった． 
 
［問 27-5］両教科合同で教科会を行っている． 
［問 27-6］教科内容について両教科の担当者が日常的に話し合う機会がある． 
情報教育を二つの教科に亘って実施する上で必要となる担当教員同士の方向性や指導

内容等を検討する機会の有無を尋ねた結果，両教科合同の教科会については，「とてもあ

る」が 10.0%，「よくある」が 4.4%，「あまりない」が 28.9%，「全くない」が 56.7%と

いう結果になった．また，日常的な話し合いの機会の有無については，「とてもある」が

14.4%，「よくある」が 13.3%，「あまりない」が 38.9%，「全くない」が 33.3%という結

果になった． 
 
［問 27-7］他教科（技術科，情報科以外）に TT として参加することがある． 
情報教育を担当する教員が，他の授業に参加し，ICT 機器の操作や授業支援等をおこ

なう機会の有無に関しては，「とてもある」が 3.3%，「よくある」が 2.2%，「あまりな

い」が 37.8%，「全くない」が 56.7%という結果になった． 
 
［問 27-8］学校図書館を学習情報センターとして利活用することがある． 
技術科および情報科の学習指導要領解説の配慮事項に記述される学校図書館の利活用

がどの程度行われているのかを尋ねた結果，「とてもある」が 2.2%，「よくある」が 6.
7%，「あまりない」が 42.2%，「全くない」が 48.9%という結果になった． 
 
［問 27-9］技術科・情報科“以外”で情報教育に類する教育を行っている． 
中学校，高等学校において，情報教育を技術科，情報科以外にどの程度実施している

のかを尋ねた結果，「とてもある」が 5.6%，「よくある」が 30.0%，「あまりない」が 4
2.2%，「全くない」が 22.2%という結果になった． 
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表 3-28 技術科と情報科の連携等の実態（単位：%） 
 

連携方法 
とてもある 

よくある 
あまりない 

全くない 

情報科で技術科で扱った内容と同じ項目を指導することがある 3.3 41.1 35.6 20.0 
技術科で情報科で扱う予定の内容と同じ項目を指導することがある 2.2 45.6 31.1 21.1 
義務教育段階での情報教育の内容と程度を把握できている 8.9 43.3 34.4 13.3 
両教科の接続性を意識した教科書選定をしている 7.8 13.3 40.0 38.9 
両教科合同で教科会を行っている 10.0 4.4 28.9 56.7 
教科内容について両教科の担当者が日常的に話し合う機会がある 14.4 13.3 38.9 33.3 
他教科に TT として参加することがある 3.3 2.2 37.8 56.7 
学校図書館を学習情報センターとして利活用することがある 2.2 6.7 42.2 48.9 
技術科・情報科以外"で情報教育に類する教育をおこなっている" 5.6 30.0 42.2 22.2 

 
 
［問 28］［問 27］以外に行っている技術科と情報科の連携等ありましたらお答えくださ

い．【自由記述】 
 技術科と情報科における情報教育の連携について，［問 27］で設定したもの以外の連

携に関する実態について尋ねたところ，22 件の回答が得られた．そのうち，「連携を行

っていない」とする回答が 13 件，「両教科を担当する教員が回答者一人しかいない」と

する回答が 3 件，「学習内容の流れを意識したカリキュラム，実習」，「特例を活用して

の先取り学習」が 2 件，「総合的な学習の時間に情報教育を実施」が 1 件回答として得

られた．一方で連携を疑問視する回答として「併設中学校以外の生徒への対応」が 1 件

あった（表 3-29）． 
 

表 3-29 連携に関する実態（全 22 件） 
連携に関する実態 回答(件) 

連携を行っていない 13 
両教科を担当する教員が回答者一人しかいない 3 
学習内容の流れを意識したカリキュラム，実習 2 
特例を活用した先取り学習 2 
総合的な学習に時間に情報教育を実施 1 
併設中学校以外から入学した生徒への対応 1 
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［問 29］情報教育全体を通じて感じている悩み・問題についてお伺いします． 
 本設問では，回答者が，情報教育を実践していく上で課題ととらえている問題を明ら

かにするため，4 件法（全くそう思わない，あまりそう思わない，よくそう思う，とて

もそう思う）を用いた 6 つの設問を設定した．本設問の全ての回答結果を集計したもの

は以下の表 3-30 に示す． 
 
［問 29-1］教材研究・教材準備の時間が充分に確保できない． 
 情報教育のための教材研究，準備に充てる時間が確保できていないとする本設問に対

して，「とてもそう思う」が 16.7%，「時々そう思う」が 43.3%，「あまりそう思わな

い」が 37.8%，「全くそう思わない」が 2.2%という回答結果となった． 
 
［問 29-2］年間の授業時数が不足している． 
情報教育に割り当てることのできる授業時数について，足りないかと尋ねた結果，「と

てもそう思う」が 12.2%，「時々そう思う」が 37.8%，「あまりそう思わない」が 42.
2%，「全くそう思わない」が 7.8%という回答結果が得られた． 
 
［問 29-3］技術科，情報科の指導項目の順序性を改善したい． 
技術科と情報科において取り扱う情報教育の指導項目について，順序性を疑問，問題

があるとかする本設問では，「とてもそう思う」が 7.8%，「時々そう思う」が 27.8%，

「あまりそう思わない」が 54.4%，「全くそう思わない」が 10.0%という回答を得られ

た． 
 
［問 29-4］中学校での情報教育は技術科だけでは不安がある． 
技術科のみでは中学校で学習すべき情報教育の内容に対応しきれていないのではない

かと尋ねた本設問では，「とてもそう思う」が 13.3%，「時々そう思う」が 40.0%，「あ

まりそう思わない」が 37.8%，「全くそう思わない」が 8.9%という回答結果となった． 
 
［問 29-5］高等学校での情報教育は情報科だけでは不安がある． 
情報科のみでは高等学校で学習すべき情報教育の内容に対応しきれていないのではな

いかと尋ねた本設問では，「とてもそう思う」が 2.2%，「時々そう思う」が 42.2%，「あ

まりそう思わない」が 43.3%，「全くそう思わない」が 12.2%という回答結果となっ

た． 
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［問 29-6］情報機器の配置数等で不満がある． 
最後に，情報機器の配置数に対する不満について尋ねた設問で，「とてもそう思う」が

22.2%，「時々そう思う」が 30.0%，「あまりそう思わない」が 36.7%，「全くそう思わな

い」が 11.1%という回答結果となった．  
 

表 3-30 情報教育における課題（単位：%） 
 

連携方法 
とても 

そう思う 

時々 そう思う 

あまりそう 

思わない 

全くそう 

思わない 

教材研究・教材準備の時間が充分に確保できていない 16.7 43.3 37.8 2.2 
年間の授業時数が不足している 12.2 37.8 42.2 7.8 
技術科，情報科の指導項目の順序性を改善したい 7.8 27.8 54.4 10.0 
中学校での情報教育は技術科だけでは不安がある 13.3 40.0 37.8 8.9 
高等学校での情報教育は情報化だけでは不安がある 2.2 42.2 43.3 12.2 
情報機器の設置数等で不満がある 22.2 30.0 36.7 11.1 

 
 
［問 30］［問 29］以外に感じている悩み，問題等がありましたらお書きください．【自

由記述】 
情報教育全体を通じて感じている課題について，［問 29］で設定したもの以外の課題

に関して尋ねたところ，22 件の回答が得られた．回答の内訳としては，「専任の教員が

いない，少なすぎる」とする回答が 5 件，「教科としての必要性が理解されない」，「情

報機器の性能，数量が不足している」が 4 件，「生徒・社会の実態に即した教材の準備

が困難」が 3 件，「生徒・社会の実態に教科内容が即していない」が 2 件，「教員の能力

が不足，対応できていない」，「授業時数が不足している」，「生徒のレディネスに差が生

じている」，「校内インフラ整備を担当している」がそれぞれ 1 件であった（表 3-31）． 
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表 3-31 情報教育全体における課題（全 22 件） 
連携に関する実態 回答(件) 

専任教員がいない，少なすぎる 5 
教科としての必要性が理解されない 4 
情報機器の性能，数量が不足している 4 
生徒・社会の実態に即した教材準備が困難 3 
生徒・社会の実態に教科内容が即していない 2 
教員の能力が不足，対応できていない 1 
授業時数が不足している 1 
生徒のレディネスに差が生じている 1 
校内インフラ整備を担当している 1 

 
 
 

3.4.4 情報教育カリキュラムの実態 
 本質問では，［問 31］から［問 36］に亘って，調査校におけるカリキュラムの改訂に

ついて，その理由やねらい，課題といった事項を尋ねた．その結果を以下に示す．な

お，本設問におけるカリキュラムとは技術科および情報科を対象としており，他教科や

他の特別活動に関しては注記しない限り対象としていない． 
 
［問 31］現在のカリキュラムに改訂した時期をお答えください．【択一】 
 回答者の勤務校における直近のカリキュラム改訂年度を尋ねた結果，平成 26 年度が 6
6.7%，平成 25 年度が 20.0%，平成 24 年度が 6.7%，平成 23 年度が 0.8%，平成 22 年

度が 1.7%，平成 21 年度が 0.8%，平成 20 年度が 1.7%，平成 19 年度が 0.8%，平成 18
年度が 0.8%となった（表 3-32）． 
 

表 3-32 カリキュラムの改訂年度（単位：%） 
年度 ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ 
割合 66.7 20.0 6.7 0.8 1.7 0.8 1.7 0.8 0.8 

 
 
［問 32］現在のカリキュラムに至った最も大きな改訂理由をお答えください．【択一】 
 カリキュラム改訂の理由には，学習指導要領の改訂が 54.8%，教科書の改訂が 17.
9%，担当教員の異動や退職が 8.3%，各種認可・事業等からの指定が 3.6%，その他が 1
5.5%であった（表 3-33）． 
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表 3-33 カリキュラム改訂理由（単位：%） 
理由 割合 

学習指導要領改訂 54.8 
教科書改訂 17.9 
教員の異動・退職 8.3 
各種認可指定 3.6 
その他 15.5 

 
 
［問 33］カリキュラム改訂のねらいとして最も当てはまる理由をお答えください．【択

一】 
 カリキュラム改訂のねらいには，教科目標の達成が 48.8%，卒業後に必要な汎用的能

力の育成・強化が 33.3%，主体的な学習の姿勢や意欲の習得が 6.0%，各種認可・事業

からの指定に対応するためが 2.4%，大学入試のためが 1.2%，他教科との関係が 1.2%，

教科間の指導項目の重複解消が 1.2%，学習指導要領に定められているが 1.2%，その他

が 4.8%であった（表 3-34）． 
 

表 3-34 カリキュラム改訂のねらい（単位：%） 
理由 割合 

教科目標の達成 48.8 
汎用的能力の育成・強化 33.3 
主体的な学習の姿勢や意欲の習得 6.0 
各種認可指定への対応 2.4 
大学入試への対応 1.2 
他教科との関係 1.2 
教科間の指導項目の重複の解消 1.2 
学習指導要領の規定に準拠 1.2 
その他 4.8 

 
 
［問 34］カリキュラムを運用する上で最も課題となっているものをお答えください．

【択一】 
 改訂したカリキュラムについて運用上の課題について尋ねたところ，カリキュラムの

趣旨・方針を踏まえた毎時の授業目標の設定が 32.5%，担当教員の人数不足が 24.7%，

カリキュラムを見直すための体制・時間不足が 10.4%，カリキュラムに対する校内の理

解が不十分が 10.4%，生徒の上保法教育に関する学力不足が 6.5%，担当教員が授業に

カリキュラムのねらいを反映できていないが 5.2%，時間数の不足が 2.6%，成績評価の
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方法，評価基準が分からないが 1.3%，実習環境の整備が 1.3%，その他が 1.3%であっ

た．なお，課題はないとする回答は 3.9%であった（表 3-35）． 
 

表 3-35 カリキュラム運用上の課題（単位：%） 
理由 割合 

カリキュラムの趣旨・方針を踏まえた毎時の授業目標の設定 32.5 
担当教員の人数不足 24.7 
カリキュラムを見直すための体制・時間不足 10.4 
カリキュラムに対する校内の理解が不十分 10.4 
生徒の情報教育に関する学力の不足 6.5 
担当教員が授業にカリキュラムのねらいを反映できていない 5.2 
時間数の不足 2.6 
成績評価の方法、評価基準がわからない 1.3 
実習環境の整備 1.3 
その他 1.3 
課題はない 3.9 

 
 
［問 35］技術科と情報科のカリキュラム開発についてお伺いします．【択一】 
 本設問では，回答者の勤務校におけるカリキュラム策定時に接続性や一貫性を意識し

ているのか明らかにするため，4 件法（全くそう思わない，あまりそう思わない，よく

そう思う，とてもそう思う）を用いた 3 つの設問を設定した．本設問の全ての回答結果

を集計したものは以下の表 3-36 に示す． 
 
［問 35-1］教科の年間指導計画を策定する際に両教科の接続性を意識している． 
 年間指導計画策定時に技術科と情報科の教科の関係性を踏まえて接続性を意識した編

成を行っているか尋ねた結果，「よくある」が 10.7%，「時々ある」が 16.7%，「あまり

ない」が 48.8%，「全くない」が 23.8%という回答結果となった． 
 
［問 35-2］中高で一貫した情報教育あるいは情報活用能力育成のための計画を策定して

いる． 
 技術科および情報科における年間指導計画策定時に基準として使用できるような上位

の目標や計画の策定の有無について尋ねた結果，「よくある」が 11.9%，「時々ある」が

17.9%，「あまりない」が 40.5%，「全くない」が 29.8%という回答結果となった． 
 
 
［問 35-3］現在の両教科のカリキュラムには情報教育の内容に接続性がある． 
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 技術科および情報科における情報教育の内容について接続性の有無を尋ねた結果，「よ

くある」が 6.0%，「時々ある」が 32.1%，「あまりない」が 40.5%，「全くない」が 21.
4%という回答結果となった． 

 
表 3-36 技術科・情報科カリキュラムの策定時における接続性への意識（単位：%） 

 よくある 
時々
ある 

あまりない 

全くない 

教科の年間指導計画を策定する際に両教科の接続性を意識している 10.7 16.7 48.8 23.8 
中高で一貫した情報教育あるいは情報活用能力育成のための計画を 
策定している 

11.9 17.9 40.5 29.8 

現在の両教科のカリキュラムには情報教育の内容に接続性がある 6.0 32.1 40.5 21.4 
 
 
［問 36］ご勤務校における情報教育に関するカリキュラムで特筆すべき点がありました

ら，具体的な内容をお書きください．【自由記述】 
勤務校における特筆したカリキュラムについて尋ねたところ，10 件の回答が得られ

た．回答の内訳としては，「高校で情報に関する科目を設置」，「アンプラグド教材等の利

用」，「教員がやりたいようにやる」「ディジタルコンテンツの作成と作成した作品の閲

覧」，「探求学習」，「Web ページの作成」，「各種検定の受験」，「中学校に情報教育の枠を

設定」，「中学校で情報科の内容を先取り」，「毎年講師が変わるために連携が不可能」が

各 1 件であった（表 3-37）． 
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表 3-37 カリキュラムで特筆すべき点（全 10 件） 
内容 

 必須科目のほかに選択科目として「コンピュータグラフィックス」「コンピュータ演習」 
「プログラミング」を高 3 対象に開講（各 2 単位） 

 コンピュータをあまり使わないコンピュータ理解の授業や問題解決学習 
 一人でやっているのでやりたい放題 
 ゲーム的要素や動画作成、それらのオフライン上へのＷｅｂ化を重視。 

また、高学年のデジタル作品を低学年が閲覧できる。 
 課題図書などを用意し、探究的な学習に取り組んでいる。 

また、その学習内容をホームページにまとめたり、プレゼンによる発表などもしている。 
 総合的かつ主体的に学習するためにＷＥＢの製作に重点を置いている。 
 卒業後に必要な汎用的能力育成を強化している点、各種検定の受検など 
 中学校で技術科の授業枠とは別に情報教育の枠を設けている 
 本校は中等教育学校であるため，中２段階の技術の授業で発展的学習として情報の単位を 1 単位

先取りしている。そのため技術の教員が情報を教えることになるため，技術の分野と重複する 
問題解決のためのコンピュータ活用や情報技術と社会の分野を先行学習として中２段階で技術
の教員が指導し，ディジタルやネットワークといった専門的な内容を情報の教員が指導する 
カリキュラムを設定している。 

 毎年講師が変わるため，満足に情報教育や中学技術との連携ができない。 
 
 
 

3.4.5 クロス集計および検定の結果 
 本調査では，回答者の属性に関する項目と 4 段階尺度を用いた全ての設問項目に対し

てクロス集計を行った．4 段階尺度を用いた設問は，生徒の情報教育への取り組み状況

を尋ねた［問 18］，技術科および情報科における情報教育の実施状況を尋ねた［問 2
7］，情報教育の課題について尋ねた［問 29］，情報教育カリキュラムの開発について尋

ねた［問 35］の 4 項目 24 問である．属性は，教員経験年数，役職，指導教科，所持免

許状，取得時期，中高一貫教育の実施形態，学校設置者，各種事業を対象とした．ま

た，本節では，クロス集計に加えて，各属性の要素間で有意差の有無を確認するため，

4 段階の尺度に-2，-1，1，2 の順で得点付けを施した上でカイ 2 乗検定をおこない，多

群間で有意差の有無を残差を参考にして確認した．その後，各群間での有意差を検証す

るため t 検定を用いた検定を実施した．結果については，本節中では両検定で有意差（*
p<0.05，**p<0.01）が認められた結果のみを取り扱うこととする．全てのクロス表とカ

イ 2 乗検定，t 検定の検定結果は附録 3-2 に示す． 
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3.4.5.1 教職経験年数 
 本属性では，検定を行う前に，情報科が新設された 1998 年を分割の目安とし，選

択肢内で最も近い回答であった教職経験年数の 11～20 年と 21 年～30 年の選択肢を

境界として設定することとした．実際の検定の結果は以下の通りである（表 3-38～表

3-43）． 
 
［問 18-6］複数の情報源の情報を整理，解釈することができる． 
 教職経験年数 20 年以下と 21 年以上の教員間で，生徒の複数の情報源の情報を整

理，解釈する能力の習得状況への認識について，カイ 2 乗検定では，1%水準で有意に

教職経験年数が 21 年以上の教員の方が肯定的に捉えていることが分かる．また，t 検
定では，1%水準で有意に教職経験年数が 21 年以上の教員の方が肯定的に捉えている

ことが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.009<0.01，df=2，t 検定：t=-3.269，df=86.052，
p=0.002<0.01）． 
 
［問 27-8］学校図書館を学習情報センターとして利活用することがある．  
 教職経験年数 20 年以下と 21 年以上の教員間で，学校図書館を学習情報センターと

して利活用する頻度について，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意に教職経験年数が 2
1 年以上の教員の方が肯定的に捉えていることが分かる．また，t 検定では，1%水準で

有意に教職経験年数が 21 年以上の教員の方が肯定的に捉えていることが分かる（カイ

2 乗検定：p=0.019<0.01，df=3，t 検定：t=-2.703，df=88，p=0.008<0.01）． 
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表 3-38 教職経験年数＊［問 18-6］クロス表 
  ［問 18-6］ 合計 

-1.0 1.0 2.0 
教
職
経
験
年
数 

20 年以下 度数 35 26 1 62 
期待度数 27.6 32.5 1.8 62.0 
教職経験年数 の % 56.5% 41.9% 1.6% 100.0% 
調整済み残差 3.0 -2.7 -1.0  

21 年以上 度数 10 27 2 39 
期待度数 17.4 20.5 1.2 39.0 
教職経験年数 の % 25.6% 69.2% 5.1% 100.0% 
調整済み残差 -3.0 2.7 1.0  

合計 度数 45 53 3 101 
期待度数 45.0 53.0 3.0 101.0 
教職経験年数 の % 44.6% 52.5% 3.0% 100.0% 

 
 
 

表 3-39 教職経験年数＊［問 18-6］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 9.496a 2 .009** 
尤度比 9.784 2 .008 

有効なケースの数 101   
a. 2 セル (33.3%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 1.16 です。 

*p<.05，**p<.01 
 
 

表 3-40 教職経験年数＊［問 27-8］クロス表 
  ［問 27-8］ 合計 

-2.0 -1.0 1.0 2.0 
教
職
経
験
年
数 

20 年以下 度数 33 18 3 0 54 
期待度数 26.4 22.8 3.6 1.2 54.0 
教職経験年数 の % 61.1% 33.3% 5.6% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 2.8 -2.1 -.5 -1.8  

21 年以上 度数 11 20 3 2 36 
期待度数 17.6 15.2 2.4 .8 36.0 
教職経験年数 の % 30.6% 55.6% 8.3% 5.6% 100.0% 
調整済み残差 -2.8 2.1 .5 1.8  

合計 度数 44 38 6 2 90 
期待度数 44.0 38.0 6.0 2.0 90.0 
教職経験年数 の % 48.9% 42.2% 6.7% 2.2% 100.0% 
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表 3-41 教職経験年数＊［問 27-8］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 9.901a 3 .019* 
尤度比 10.765 3 .013 
有効なケースの数 90   

a. 4 セル (50.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .80 です。 
*p<.05，**p<.01 

 
 
 

表 3-42 3.4.5.1 グループ統計量 
教職経験年数 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 

［問 18-6］ 20 年以下 62 -.113 1.0260 .1303 
21 年以上 39 .538 .9416 .1508 

［問 27-8］ 20 年以下 54 -1.500 .7709 .1049 
21 年以上 36 -.972 1.0820 .1803 

 
 
 

表 3-43 3.4.5.1 独立サンプルの検定 
 等分散 等分散性のための

Levene の検定 
2 つの母平均の差の検定 

F 有意確率 t df 有意 
確率 

(両側) 

平均値
の差 

差の
標準
誤差 

差の 95% 信頼
区間 

下限 上限 
［問 18-6］ 仮定 9.371 .003 -3.205 99 .002 -.6514 .2032 -1.0546 -.2481 

非仮定   -3.269 86.052 .002** -.6514 .1993 -1.0475 -.2552 
［問 27-8］ 仮定 .119 .731 -2.703 88 .008** -.5278 .1953 -.9158 -.1397 

非仮定   -2.530 58.293 .014 -.5278 .2086 -.9453 -.1102 
*p<.05，**p<.01 

 
 
 

3.4.5.2 役職 
本属性と 4 段階尺度の設問の間に，カイ 2 乗検定および t 検定の検定結果からは，

共通した有意な結果は認められなかった． 
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3.4.5.3 指導教科 
 本属性と 4 段階尺度の設問を検定するにあたり，クロス表及びカイ 2 乗検定では，

属性の結果をそのまま利用して検定を実施した．t 検定では，技術科の指導の有無を 2
群に分ける際の指標とし，情報のみと両教科の指導の 2 つの組み合わせに分け，他教

科のみ指導するとした回答は除外した上で検定をおこなった．（表 3-44~表 3-53） 
 
［問 27-3］義務教育段階での情報教育の内容と程度を把握している． 
 情報科のみもしくは技術科以外の他教科を情報科と兼任する教員と両教科もしくは

両教科と両教科以外の他教科を兼任する教員の間で，義務教育段階の情報教育の内容

の程度と把握の有無について，カイ 2 乗検定では，1%水準で有意に両教科もしくは両

教科と両教科以外の他教科を兼任する教員の方が肯定的に捉えていることが分かる．

また，t 検定では，1%水準で有意に両教科もしくは両教科と両教科以外の他教科を兼

任する教員の方が肯定的に捉えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.002<0.01，
df=12，t 検定：t=4.451，df=52.685，p=0.000<0.01）． 
 
［問 27-5］両教科合同で教科会を行っている． 
 情報科のみもしくは技術科以外の他教科を情報科と兼任する教員と両教科もしくは

両教科と両教科以外の他教科を兼任する教員の間で両教科合同の教科会開催の頻度に

ついて，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意に両教科もしくは両教科と両教科以外の他

教科を兼任する教員の方が肯定的に捉えていることが分かる．また，t 検定では，1%
水準で有意に両教科もしくは両教科と両教科以外の他教科を兼任する教員の方が肯定

的に捉えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.028<0.05，df=12，t 検定：t=3.06
4，df=28.186，p=0.005<0.01）． 
 
［問 35-1］教科の年間指導計画を策定する際に両教科の接続性を意識していますか． 
 情報科のみもしくは技術科以外の他教科を情報科と兼任する教員と両教科もしくは

両教科と両教科以外の他教科を兼任する教員の間で年間指導計画策定時の接続性への

配慮の有無について，カイ 2 乗検定では，0.1%水準で有意に両教科もしくは両教科と

両教科以外の他教科を兼任する教員の方が肯定的に捉えていることが分かる．また，t
検定では，1%水準で有意に両教科もしくは両教科と両教科以外の他教科を兼任する教

員の方が肯定的に捉えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.001=0.001，df=12，
t 検定：t=4.758，df=36.092，p=0.01=0.01）． 
 
［問 35-3］現在の両教科のカリキュラムには情報教育の内容に接続性はありますか． 
 情報科のみもしくは技術科以外の他教科を情報科と兼任する教員と両教科もしくは

両教科と両教科以外の他教科を兼任する教員の間で，現在の両教科のカリキュラム間

の接続性の有無について，カイ 2 乗検定では，1%水準で有意に両教科もしくは両教科
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と両教科以外の他教科を兼任する教員の方が肯定的に捉えていることが分かる．ま

た，t 検定では，1%水準で有意に両教科もしくは両教科と両教科以外の他教科を兼任

する教員の方が肯定的に捉えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.009<0.01，df
=12，t 検定：t=4.985，df=70，p=0.00<0.01）． 

 
表 3-44 指導教科＊［問 27-3］クロス表 

  ［問 27-3］ 合計 
-2.0 -1.0 1.0 2.0 

指
導
し
て
い
る
教
科 

技 度数 1 0 1 0 2 
期待度数 .2 .7 .9 .2 2.0 
指導している教科 の % 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 1.8 -1.1 .2 -.5  

技情 度数 1 3 15 6 25 
期待度数 2.8 9.0 10.8 2.5 25.0 
指導している教科 の % 4.0% 12.0% 60.0% 24.0% 100.0% 
調整済み残差 -1.4 -3.0 2.0 2.8  

情 度数 6 26 18 2 52 
期待度数 5.8 18.6 22.5 5.1 52.0 
指導している教科 の % 11.5% 50.0% 34.6% 3.8% 100.0% 
調整済み残差 .2 3.6 -2.1 -2.4  

情他 度数 0 0 1 0 1 
期待度数 .1 .4 .4 .1 1.0 
指導している教科 の % 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -.4 -.8 1.2 -.3  

他 度数 1 0 0 0 1 
期待度数 .1 .4 .4 .1 1.0 
指導している教科 の % 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 2.8 -.8 -.9 -.3  

合計 度数 9 29 35 8 81 
期待度数 9.0 29.0 35.0 8.0 81.0 
指導している教科 の % 11.1% 35.8% 43.2% 9.9% 100.0% 

 
 

表 3-45 指導教科＊［問 27-3］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 30.485a 12 .002** 
尤度比 27.339 12 .007 
有効なケースの数 81   

a. 14 セル (70.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .10 です。 
*p<.05，**p<.01 
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表 3-46 指導教科＊［問 27-5］クロス表 

  ［問 27-5］ 合計 
-2.0 -1.0 1.0 2.0 

指
導
し
て
い
る
教
科 

技 度数 1 1 0 0 2 
期待度数 1.2 .5 .1 .2 2.0 
指導している教科 の % 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -.2 .7 -.3 -.5  

技
情 

度数 12 3 2 8 25 
期待度数 14.5 6.8 .9 2.8 25.0 
指導している教科 の % 48.0% 12.0% 8.0% 32.0% 100.0% 
調整済み残差 -1.2 -2.0 1.4 4.0  

情 度数 33 17 1 1 52 
期待度数 30.2 14.1 1.9 5.8 52.0 
指導している教科 の % 63.5% 32.7% 1.9% 1.9% 100.0% 
調整済み残差 1.3 1.5 -1.1 -3.5  

情
他 

度数 0 1 0 0 1 
期待度数 .6 .3 .0 .1 1.0 
指導している教科 の % 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -1.2 1.6 -.2 -.4  

他 度数 1 0 0 0 1 
期待度数 .6 .3 .0 .1 1.0 
指導している教科 の % 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 .9 -.6 -.2 -.4  

合計 度数 47 22 3 9 81 
期待度数 47.0 22.0 3.0 9.0 81.0 
指導している教科 の % 58.0% 27.2% 3.7% 11.1% 100.0% 

 
 
 

表 3-47 指導教科＊［問 27-5］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 22.967a 12 .028* 
尤度比 22.565 12 .032 
有効なケースの数 81   

a. 15 セル (75.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .04 です。 
*p<.05，**p<.01 
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表 3-48 指導教科＊［問 35-1］クロス表 
  ［問 35-1］ 合計 

-2.0 -1.0 1.0 2.0  
指
導
し
て
い
る
教
科 

技 度数 1 1 0 0 2 
期待度数 .5 1.0 .3 .2 2.0 
指導している教科 の % 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 .9 .0 -.6 -.5  

技
情 

度数 0 12 5 8 25 
期待度数 5.9 12.8 3.3 3.0 25.0 
指導している教科 の % 0.0% 48.0% 20.0% 32.0% 100.0% 
調整済み残差 -3.4 -.4 1.2 3.8  

情 度数 16 26 4 1 47 
期待度数 11.1 24.1 6.2 5.6 47.0 
指導している教科 の % 34.0% 55.3% 8.5% 2.1% 100.0% 
調整済み残差 2.7 .9 -1.5 -3.3  

情
他 

度数 0 0 1 0 1 
期待度数 .2 .5 .1 .1 1.0 
指導している教科 の % 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -.6 -1.0 2.6 -.4  

他 度数 1 0 0 0 1 
期待度数 .2 .5 .1 .1 1.0 
指導している教科 の % 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 1.8 -1.0 -.4 -.4  

合計 度数 18 39 10 9 76 
期待度数 18.0 39.0 10.0 9.0 76.0 
指導している教科 の % 23.7% 51.3% 13.2% 11.8% 100.0% 

 
 
 

表 3-49 指導教科＊［問 35-1］カイ二乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 33.143a 12 .001** 
尤度比 35.466 12 .000 
有効なケースの数 76   

a. 14 セル (70.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .12 です。 
*p<.05，**p<.01 
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表 3-50 指導教科＊［問 35-3］クロス表 
  ［問 35-3］ 合計 

-2.0 -1.0 1.0 2.0 
指
導
し
て
い
る
教
科 

技 度数 1 1 0 0 2 
期待度数 .4 .8 .6 .1 2.0 
指導している教科 の % 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 1.0 .3 -1.0 -.4  

技
情 

度数 1 6 14 4 25 
期待度数 5.3 10.2 7.9 1.6 25.0 
指導している教科 の % 4.0% 24.0% 56.0% 16.0% 100.0% 
調整済み残差 -2.6 -2.1 3.2 2.3  

情 度数 13 24 9 1 47 
期待度数 9.9 19.2 14.8 3.1 47.0 
指導している教科 の % 27.7% 51.1% 19.1% 2.1% 100.0% 
調整済み残差 1.8 2.3 -3.0 -2.0  

情
他 

度数 0 0 1 0 1 
期待度数 .2 .4 .3 .1 1.0 
指導している教科 の % 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -.5 -.8 1.5 -.3  

他 度数 1 0 0 0 1 
期待度数 .2 .4 .3 .1 1.0 
指導している教科 の % 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 1.9 -.8 -.7 -.3  

合計 度数 16 31 24 5 76 
期待度数 16.0 31.0 24.0 5.0 76.0 
指導している教科 の % 21.1% 40.8% 31.6% 6.6% 100.0% 

 
 
 

表 3-51 指導教科＊［問 35-3］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 26.698a 12 .009** 
尤度比 27.641 12 .006 
有効なケースの数 76   

a. 14 セル (70.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .07 です。 
*p<.05，**p<.01 
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表 3-52 3.4.5.3 グループ統計量 

指導している教科 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 27-3］ 技情 25 .880 1.0536 .2107 

情 52 -.308 1.1805 .1637 
［問 27-5］ 技情 25 -.360 1.8457 .3691 

情 52 -1.538 .7787 .1080 
［問 35-1］ 技情 25 .360 1.3808 .2762 

情 47 -1.106 .9379 .1368 
［問 35-3］ 技情 25 .560 1.1576 .2315 

情 47 -.830 1.1096 .1619 
 
 
 

表 3-53 3.4.5.3 独立サンプルの検定 
  等分散 等分散性のための 

Levene の検定 
2 つの母平均の差の検定 

F 有意確率 t df 有意
確率  

(両側) 

平均 
値の 
差 

差の 
標準 
誤差 

差の 95% 信頼
区間 

下限 上限 
［問 27-3］ 仮定 8.112 .006 4.275 75 .000 1.1877 .2778 .6343 1.7411 

非仮定   4.451 52.685 .000** 1.1877 .2668 .6524 1.7230 
［問 27-5］ 仮定 81.824 .000 3.950 75 .000 1.1785 .2983 .5842 1.7727 

非仮定   3.064 28.186 .005** 1.1785 .3846 .3909 1.9661 
［問 35-1］ 仮定 21.181 .000 5.337 70 .000 1.4664 .2747 .9184 2.0143 

非仮定   4.758 36.092 .000** 1.4664 .3082 .8414 2.0914 
［問 35-3］ 仮定 .583 .448 4.985 70 .000** 1.3898 .2788 .8337 1.9458 

非仮定   4.920 47.298 .000 1.3898 .2825 .8216 1.9580 
*p<.05，**p<.01 
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3.4.5.4 所持免許状 
 本属性と 4 段階尺度の設問を検定するにあたり，クロス表及びカイ 2 乗検定では，

属性の結果をそのまま利用して検定を実施した．t 検定では，技術科の免許の有無を 2
群に分ける際の指標とし，情報のみと両教科の免許の 2 つの組み合わせに分け，他の

免許のみを所持しているとする回答，臨時免許状，免許外担任制度については除外し

て検定を行った．（表 3-54～表 3-61） 
 
［問 27-4］両教科の接続性を意識した教科書選定を行っている． 
 情報科のみもしくは技術科以外の他教科の免許を所持する教員と両教科もしくは両

教科と両教科以外の他教科の免許を所持する教員の間で，教科書選定時に接続性を意

識しているか，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意に両教科もしくは両教科と両教科以

外の他教科の免許を所持する教員の方が肯定的に捉えていることが分かる．また，t
検定では，5%水準で有意に両教科もしくは両教科もしくは両教科と両教科以外の他教

科の免許を所持する教員の方が肯定的に捉えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=
0.041<0.05，df=6，t 検定：t=2.243，df=17.237，p=0.038<0.05）． 
 
［問 27-5］両教科合同で教科会を行っている． 
 情報科のみもしくは技術科以外の他教科の免許を所持する教員と両教科もしくは両

教科と両教科以外の他教科の免許を所持する教員の間で，両教科合同の教科会開催の

有無について，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意に両教科もしくは両教科と両教科以

外の他教科の免許を所持する教員の方が肯定的に捉えていることが分かる．また，t
検定では，5%水準で有意に両教科もしくは両教科と両教科以外の他教科の免許を所持

する教員の方が肯定的に捉えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.016<0.05，df
=6，t 検定：t=2.648，df=16.089，p=0.017<0.05）． 
 
［問 35-3］現在の両教科のカリキュラムには情報教育の内容に接続性はありますか． 
 情報科のみもしくは技術科以外の他教科の免許を所持する教員と両教科もしくは両

教科と両教科以外の他教科の免許を所持する教員の間で，現在の両教科のカリキュラ

ム間の接続性の有無について，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意に両教科もしくは両

教科と両教科以外の他教科の免許を所持する教員の方が肯定的に捉えていることが分

かる．また，t 検定では，1%水準で有意に両教科もしくは両教科もしくは両教科と両

教科以外の他教科の免許を所持する教員の方が肯定的に捉えていることが分かる（カ

イ 2 乗検定：p=0.028<0.05，df=6，t 検定：t=3.664，df=67，p=0.000<0.01）． 
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表 3-54 所持免許状＊［問 27-4］クロス表 
  ［問 27-4］ 合計 

-2.0 -1.0 1.0 2.0 
所
持
し
て
い
る
免
許
状 

技 度数 2 1 1 1 5 
期待度数 2.0 1.9 .7 .4 5.0 
所持している免許状 の % 40.0% 20.0% 20.0% 20.0% 100.0% 
調整済み残差 .0 -.9 .4 .9  

技
情 

度数 5 2 5 3 15 
期待度数 5.9 5.7 2.1 1.3 15.0 
所持している免許状 の % 33.3% 13.3% 33.3% 20.0% 100.0% 
調整済み残差 -.5 -2.2 2.4 1.7  

情 度数 24 27 5 3 59 
期待度数 23.2 22.4 8.2 5.2 59.0 
所持している免許状 の % 40.7% 45.8% 8.5% 5.1% 100.0% 
調整済み残差 .4 2.4 -2.4 -2.0  

合計 度数 31 30 11 7 79 
期待度数 31.0 30.0 11.0 7.0 79.0 
所持している免許状 の % 39.2% 38.0% 13.9% 8.9% 100.0% 

 
 
 

表 3-55 所持免許状＊［問 27-4］カイ二乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 13.131a 6 .041* 
尤度比 12.445 6 .053 
有効なケースの数 79   

a. 6 セル (50.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .44 です。 
*p<.05，**p<.01 
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表 3-56 所持免許状＊［問 27-5］クロス表 
  ［問 27-5］ 合計 

-2.0 -1.0 1.0 2.0 
所
持
し
て
い
る
免
許
状 

技 度数 3 1 0 1 5 
期待度数 2.9 1.3 .2 .6 5.0 
所持している免許状 の % 60.0% 20.0% 0.0% 20.0% 100.0% 
調整済み残差 .1 -.3 -.5 .6  

技
情 

度数 6 2 2 5 15 
期待度数 8.7 4.0 .6 1.7 15.0 
所持している免許状 の % 40.0% 13.3% 13.3% 33.3% 100.0% 
調整済み残差 -1.6 -1.3 2.1 3.0  

情 度数 37 18 1 3 59 
期待度数 34.4 15.7 2.2 6.7 59.0 
所持している免許状 の % 62.7% 30.5% 1.7% 5.1% 100.0% 
調整済み残差 1.4 1.4 -1.7 -3.0  

合計 度数 46 21 3 9 79 
期待度数 46.0 21.0 3.0 9.0 79.0 
所持している免許状 の % 58.2% 26.6% 3.8% 11.4% 100.0% 

 
 
 

表 3-57 所持免許状＊［問 27-5］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 15.669a 6 .016* 
尤度比 13.226 6 .040 
有効なケースの数 79   

a. 8 セル (66.7%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .19 です。 
*p<.05，**p<.01 
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表 3-58 所持免許状＊［問 35-3］クロス表 
  ［問 35-3］ 合計 

-2.0 -1.0 1.0 2.0  
所
持
し
て
い
る
免
許
状 

技 度数 1 3 1 0 5 
期待度数 1.0 2.0 1.7 .3 5.0 
所持している免許状 の % 20.0% 60.0% 20.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 .0 1.0 -.7 -.6  

技
情 

度数 1 2 9 3 15 
期待度数 3.0 5.9 5.1 1.0 15.0 
所持している免許状 の % 6.7% 13.3% 60.0% 20.0% 100.0% 
調整済み残差 -1.5 -2.3 2.4 2.3  

情 度数 13 24 15 2 54 
期待度数 10.9 21.2 18.2 3.6 54.0 
所持している免許状 の % 24.1% 44.4% 27.8% 3.7% 100.0% 
調整済み残差 1.3 1.5 -1.8 -1.7  

合計 度数 15 29 25 5 74 
期待度数 15.0 29.0 25.0 5.0 74.0 
所持している免許状 の % 20.3% 39.2% 33.8% 6.8% 100.0% 

 
 
 

表 3-59 所持免許状＊［問 35-3］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 14.133a 6 .028* 
尤度比 14.028 6 .029 
有効なケースの数 74   

a. 7 セル (58.3%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .34 です。 
*p<.05，**p<.01 

 
 
 

表 3-60 3.4.5.4 グループ統計量 
所持している免許状 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 27-4］ 技情 15 -.067 1.6676 .4306 

情 59 -1.085 1.1031 .1436 
［問 27-5］ 技情 15 -.133 1.8465 .4768 

情 59 -1.441 .9874 .1285 
［問 35-3］ 技情 15 .733 1.1629 .3003 

情 54 -.574 1.2378 .1684 
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表 3-61 3.4.5.4 独立サンプルの検定 

  等分散 等分散性のための 
Levene の検定 

2 つの母平均の差の検定 

F 有意確率 t df 有意
確率 

(両側) 

平均 
値の 
差 

差の 
標準
誤差 

差の 95%  
信頼区間 

下限 上限 
［問 27-4］ 仮定 13.108 .001 2.855 72 .006 1.0181 .3566 .3072 1.7290 

非仮定   2.243 17.237 .038* 1.0181 .4539 .0614 1.9747 
［問 27-5］ 仮定 29.412 .000 3.757 72 .000 1.3073 .3480 .6136 2.0011 

非仮定   2.648 16.089 .017* 1.3073 .4938 .2610 2.3537 
［問 35-3］ 仮定 1.563 .216 3.664 67 .000** 1.3074 .3568 .5952 2.0196 

非仮定   3.797 23.581 .001 1.3074 .3443 .5962 2.0186 
*p<.05，**p<.01 

 
 
 

3.4.5.5 情報科免許取得時期 
 本属性と 4 段階尺度の設問を検定するにあたり，クロス表及びカイ 2 乗検定では，

属性の結果をそのまま利用して検定を実施した．t 検定では，4 年生大学および通信制

大学での取得を 1 つの群として統合し，臨時講習を一方の 1 群として残し，残りを除

外して検定を行った（表 3-62～表 3-65）． 
 
［問 18-1］情報教育に関する学力の“低い”生徒の意欲を保つことが難しい． 
 情報科の免許を大学卒業時に取得した教員と情報科新設時の臨時講習で取得した教

員の間で，学力の低い生徒の意欲保持について，カイ 2 乗検定では，1%水準で有意に

大学卒業時に取得した教員の方が肯定的に捉えていることが分かる．また，t 検定で

は，5%水準で有意に大学卒業時に取得した教員の方が肯定的に捉えていることが分か

る（カイ 2 乗検定：p=0.006<0.01，df=9，t 検定：t=2.308，df=68.871，p=0.024<0.
05）． 
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表 3-62 情報科免許取得時期＊［問 18-1］クロス表 

  ［問 18-1］ 合計 
-2.0 -1.0 1.0 2.0 

情
報
科
免
許
の
取
得
時
期 

大
学 

度数 5 18 16 1 40 
期待度数 4.6 24.8 9.7 .9 40.0 
情報科免許の取得時期 の % 12.5% 45.0% 40.0% 2.5% 100.0% 
調整済み残差 .3 -3.0 3.2 .1  

通
信 

度数 1 0 0 0 1 
期待度数 .1 .6 .2 .0 1.0 
情報科免許の取得時期 の % 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 2.8 -1.3 -.6 -.2  

臨
講 

度数 3 35 5 1 44 
期待度数 5.1 27.3 10.6 1.0 44.0 
情報科免許の取得時期 の % 6.8% 79.5% 11.4% 2.3% 100.0% 
調整済み残差 -1.4 3.4 -2.8 .0  

臨
免 

度数 1 1 0 0 2 
期待度数 .2 1.2 .5 .0 2.0 
情報科免許の取得時期 の % 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 1.7 -.4 -.8 -.2  

合計 度数 10 54 21 2 87 
期待度数 10.0 54.0 21.0 2.0 87.0 
情報科免許の取得時期 の % 11.5% 62.1% 24.1% 2.3% 100.0% 

 
 
 

表 3-63 情報科免許取得時期＊［問 18-1］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 22.922a 9 .006** 
尤度比 19.103 9 .024 
有効なケースの数 87   

a. 11 セル (68.8%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .02 です。 
*p<.05，**p<.01 

 
 
 

表 3-64 3.4.5.5 グループ統計量 
情報科免許の取得時期 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 

［問 18-1］ 大学 40 -.250 1.1929 .1886 
臨時講習会 44 -.773 .8315 .1253 
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表 3-65 3.4.5.5 独立サンプルの検定 
  等分散 等分散性のための 

Levene の検定 
2 つの母平均の差の検定 

F 有意確
率 

t df 有意
確率 

(両側) 

平均 
値の 
差 

差の 
標準 
誤差 

差の 95%  
信頼区間 

下限 上限 
［問 18-1］ 仮定 24.993 .000 2.347 82 .021 .5227 .2227 .0797 .9658 

非仮定   2.308 68.871 .024* .5227 .2265 .0709 .9745 
*p<.05，**p<.01 

 
 
 

3.4.5.6 中高一貫教育の実施形態 
 本属性と 4 段階尺度の設問を検定するにあたり，当初から併設型中高一貫教育校と

中等教育学校を対象としていたことから，それ以外回答は除外し，前述の 2 つを使用

することとした．（表 3-66～表 3-79） 
 
［問 27-2］技術科で情報科で扱う予定の内容と同じ項目を指導することがある． 
 併設型中高一貫教育校と中等教育学校の間で，情報科の学習内容の先取りの頻度に

ついてカイ 2 乗検定では，5%水準で有意に中等教育学校の方が肯定的に捉えているこ

とが分かる．また，t 検定では，5%水準で有意に中等教育学校の方が肯定的に捉えて

いることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.044<0.05，df=3，t 検定：t=-2.256，df=79，
p=0.027<0.05）． 
 
［問 27-4］両教科の接続性を意識した教科書選定をしている． 
 併設型中高一貫教育校と中等教育学校の間で，教科書選定時に接続性を意識してい

るか，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意に中等教育学校の方が肯定的に捉えているこ

とが分かる．また，t 検定では，5%水準で有意に中等教育学校の方が肯定的に捉えて

いることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.031<0.05，df=3，t 検定：t=-2.495，df=34.3
06，p=0.018<0.05）．  
 
［問 29-1］教材研究・教材準備の時間が充分に確保できない． 
 併設型中高一貫教育校と中等教育学校の間で，教材研究・教材準備の時間確保につ

いてカイ 2 乗検定では，1%水準で有意に中等教育学校の方が肯定的に捉えていること

が分かる．また，t 検定では，5%水準で有意に中等教育学校の方が肯定的に捉えてい



71  

ることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.007<0.01，df=3，t 検定：t=-2.610，df=62.72
2，p=0.011<0.05）．  
 
［問 35-1］教科の年間指導計画を策定する際に両教科の接続性を意識していますか． 
 併設型中高一貫教育校と中等教育学校の間で，年間指導計画策定時の接続性への配

慮の有無について，についてカイ 2 乗検定では，5%水準で有意に中等教育学校の方が

肯定的に捉えていることが分かる．また，t 検定では，1%水準で有意に中等教育学校

の方が肯定的に捉えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.012<0.05，df=3，t 検
定：t=-3.056，df=74，p=0.003<0.01）．  
 
［問 35-2］中高で一貫した情報教育あるいは情報活用能力育成のための計画を策定し

ていますか． 
 併設型中高一貫教育校と中等教育学校の間で，中高一貫した情報活用能力育成のた

めの計画の有無についてカイ 2 乗検定では，1%水準で有意に中等教育学校の方が肯定

的に捉えていることが分かる．また，t 検定では，1%水準で有意に中等教育学校の方

が肯定的に捉えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.004<0.01，df=3，t 検定：t
=-3.048，df=74，p=0.003<0.01）．  
 
［問 35-3］現在の両教科のカリキュラムには情報教育の内容に接続性はありますか． 
 併設型中高一貫教育校と中等教育学校の間で，現在の両教科のカリキュラム間の接

続性の有無についてカイ 2 乗検定では，1%水準で有意に中等教育学校の方が肯定的に

捉えていることが分かる．また，t 検定では，1%水準で有意に中等教育学校の方が肯

定的に捉えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.002<0.01，df=3，t 検定：t=-3.
924，df=74，p=0.000<0.01）．  
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表 3-66 中高一貫教育の実施形態＊［問 27-2］クロス表 

 
 
 

表 3-67 中高一貫教育の実施形態＊［問 27-2］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 8.106a 3 .044* 
尤度比 8.718 3 .033 
有効なケースの数 81   
a. 2 セル (25.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .59 です。 

*p<.05，**p<.01 
 
 
 

表 3-68 中高一貫教育の実施形態＊［問 27-4］クロス集計 
  ［問 27-4］ 合計 

-2.0 -1.0 1.0 2.0 
中
高
一
貫
教
育
の

実
施
形
態 

併
設
型 

度数 26 22 7 2 57 
期待度数 21.8 22.5 7.7 4.9 57.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 45.6% 38.6% 12.3% 3.5% 100.0% 
調整済み残差 2.1 -.3 -.5 -2.5  

中
等 

度数 5 10 4 5 24 
期待度数 9.2 9.5 3.3 2.1 24.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 20.8% 41.7% 16.7% 20.8% 100.0% 
調整済み残差 -2.1 .3 .5 2.5  

合計 度数 31 32 11 7 81 
期待度数 31.0 32.0 11.0 7.0 81.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 38.3% 39.5% 13.6% 8.6% 100.0% 

 

  ［問 27-2］ 合計 
-2.0 -1.0 1.0 2.0 

中
高
一
貫
教
育
の 

実
施
形
態 

併
設
型 

度数 14 20 21 2 57 
期待度数 12.0 16.9 26.7 1.4 57.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 24.6% 35.1% 36.8% 3.5% 100.0% 
調整済み残差 1.2 1.7 -2.8 .9  

中
等 

度数 3 4 17 0 24 
期待度数 5.0 7.1 11.3 .6 24.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 12.5% 16.7% 70.8% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -1.2 -1.7 2.8 -.9  

合計 度数 17 24 38 2 81 
期待度数 17.0 24.0 38.0 2.0 81.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 21.0% 29.6% 46.9% 2.5% 100.0% 
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表 3-69 中高一貫教育の実施形態＊［問 27-4］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 8.855a 3 .031* 
尤度比 8.509 3 .037 
有効なケースの数 81   
a. 3 セル (37.5%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 2.07 です。 

*p<.05，**p<.01 
 
 
 

表 3-70 中高一貫教育の実施形態＊［問 29-1］クロス集計 
  ［問 29-1］ 合計 

-2.0 -1.0 1.0 2.0 
中高一貫教育の実
施
形
態 

併
設
型 

度数 2 27 17 11 57 
期待度数 1.4 21.8 23.9 9.9 57.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 3.5% 47.4% 29.8% 19.3% 100.0% 
調整済み残差 .9 2.6 -3.4 .7  

中
等 

度数 0 4 17 3 24 
期待度数 .6 9.2 10.1 4.1 24.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 0.0% 16.7% 70.8% 12.5% 100.0% 
調整済み残差 -.9 -2.6 3.4 -.7  

合計 度数 2 31 34 14 81 
期待度数 2.0 31.0 34.0 14.0 81.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 2.5% 38.3% 42.0% 17.3% 100.0% 

 
 
 

表 3-71 ［問 29-1］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 12.220a 3 .007** 
尤度比 12.922 3 .005 
有効なケースの数 81   
a. 3 セル (37.5%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .59 です。 

*p<.05，**p<.01 
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表 3-72 中高一貫教育の実施形態＊［問 35-1］クロス集計 
  ［問 35-1］ 合計 

-2.0 -1.0 1.0 2.0 
中
高
一
貫
教
育
の 

実
施
形
態 

併
設
型 

度数 16 26 7 4 53 
期待度数 11.2 26.5 9.8 5.6 53.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 30.2% 49.1% 13.2% 7.5% 100.0% 
調整済み残差 3.0 -.2 -1.8 -1.3  

中
等 

度数 0 12 7 4 23 
期待度数 4.8 11.5 4.2 2.4 23.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 0.0% 52.2% 30.4% 17.4% 100.0% 
調整済み残差 -3.0 .2 1.8 1.3  

合計 度数 16 38 14 8 76 
期待度数 16.0 38.0 14.0 8.0 76.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 21.1% 50.0% 18.4% 10.5% 100.0% 

 
 
 

表 3-73 ［問 35-1］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 11.035a 3 .012* 
尤度比 15.292 3 .002 
有効なケースの数 76   
a. 3 セル (37.5%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 2.42 です。 

*p<.05，**p<.01 
 

 
 

表 3-74 中高一貫教育の実施形態＊［問 35-2］クロス集計 
  ［問 35-2］ 合計 

-2.0 -1.0 1.0 2.0  
中
高
一
貫
教
育
の 

実
施
形
態 

併
設
型 

度数 21 19 9 4 53 
期待度数 14.6 21.6 10.5 6.3 53.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 39.6% 35.8% 17.0% 7.5% 100.0% 
調整済み残差 3.5 -1.3 -.9 -1.8  

中
等 

度数 0 12 6 5 23 
期待度数 6.4 9.4 4.5 2.7 23.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 0.0% 52.2% 26.1% 21.7% 100.0% 
調整済み残差 -3.5 1.3 .9 1.8  

合計 度数 21 31 15 9 76 
期待度数 21.0 31.0 15.0 9.0 76.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 27.6% 40.8% 19.7% 11.8% 100.0% 
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表 3-75 中高一貫教育の実施形態＊［問 35-2］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 13.563a 3 .004** 
尤度比 19.251 3 .000 
有効なケースの数 76   

a. 2 セル (25.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 2.72 です。 
*p<.05，**p<.01 

 
 
 

表 3-76 中高一貫教育の実施形態＊［問 35-3］クロス集計 
  ［問 35-3］ 合計 

-2.0 -1.0 1.0 2.0  
中
高
一
貫
教
育
の 

実
施
形
態 

併
設
型 

度数 14 25 11 3 53 
期待度数 9.8 22.3 17.4 3.5 53.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 26.4% 47.2% 20.8% 5.7% 100.0% 
調整済み残差 2.7 1.4 -3.4 -.5  

中
等 

度数 0 7 14 2 23 
期待度数 4.2 9.7 7.6 1.5 23.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 0.0% 30.4% 60.9% 8.7% 100.0% 
調整済み残差 -2.7 -1.4 3.4 .5  

合計 度数 14 32 25 5 76 
期待度数 14.0 32.0 25.0 5.0 76.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 18.4% 42.1% 32.9% 6.6% 100.0% 

 
 
 

表 3-77 中高一貫教育の実施形態＊［問 35-3］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 15.213a 3 .002** 
尤度比 18.541 3 .000 
有効なケースの数 76   
a. 3 セル (37.5%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 1.51 です。 

p<.05，**p<.01 
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表 3-78 3.4.5.6 グループ統計量 
中高一貫教育の実施形態 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 

［問 27-2］ 併設型 57 -.404 1.3074 .1732 
中等 24 .292 1.1602 .2368 

［問 27-4］ 併設型 57 -1.105 1.1289 .1495 
中等 24 -.250 1.5108 .3084 

［問 29-1］ 併設型 57 .140 1.3016 .1724 
中等 24 .792 .8836 .1804 

［問 35-1］ 併設型 53 -.811 1.2256 .1684 
中等 23 .130 1.2542 .2615 

［問 35-2］ 併設型 53 -.830 1.3263 .1822 
中等 23 .174 1.3022 .2715 

［問 35-3］ 併設型 53 -.679 1.2368 .1699 
中等 23 .478 1.0388 .2166 

 
 
 

表 3-79 3.4.5.6 独立サンプルの検定 
  等分散 等分散性のた

めの Levene 
の検定 

2 つの母平均の差の検定 

F 有意
確率 

t df 有意 
確率 

(両側) 

平均値 
の差 

差の 
標準 
誤差 

差の 95%  
信頼区間 

下限 上限 
［問 27-2］ 仮定 2.646 .108 -2.256 79 .027* -.6952 .3081 -1.3085 -.0819 

非仮定   -2.370 48.479 .022 -.6952 .2934 -1.2849 -.1054 
［問 27-4］ 仮定 9.218 .003 -2.807 79 .006 -.8553 .3047 -1.4617 -.2488 

非仮定   -2.495 34.306 .018* -.8553 .3427 -1.5516 -.1590 
［問 29-1］ 仮定 29.787 .000 -2.240 79 .028 -.6513 .2908 -1.2302 -.0725 

非仮定   -2.610 62.722 .011* -.6513 .2495 -1.1500 -.1527 
［問 35-1］ 仮定 2.423 .124 -3.056 74 .003** -.9418 .3082 -1.5558 -.3277 

非仮定   -3.028 41.030 .004 -.9418 .3110 -1.5699 -.3136 
［問 35-2］ 仮定 1.024 .315 -3.048 74 .003** -1.0041 .3294 -1.6604 -.3478 

非仮定   -3.071 42.613 .004 -1.0041 .3270 -1.6637 -.3445 
［問 35-3］ 仮定 .379 .540 -3.924 74 .000** -1.1575 .2950 -1.7453 -.5697 

非仮定   -4.205 49.474 .000 -1.1575 .2753 -1.7106 -.6044 
*p<.05，**p<.01 
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3.4.5.7 学校設置者 
 本属性と 4 段階尺度の設問を検定するにあたり，国および地方自治体を国公立とし

て 1 つの群へ統合し，学校法人を私立として 1 群に設定して検定を行った．（表 3-80
～表 3-） 
 
［問 18-6］複数の情報源の情報を整理，解釈することができる． 
 国公立学校と私立学校の間で，生徒の複数の情報源の情報を整理，解釈する能力の

習得状況への認識について，カイ 2 乗検定では，1%水準で有意に国公立学校の方が肯

定的に捉えていることが分かる．また，t 検定では，5%水準で有意に国公立学校の方

が肯定的に捉えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.034<0.05，df=2，t 検定：t
=2.421，df=95.055，p=0.017<0.05）． 
 
［問 27-2］技術科で情報科で扱う予定の内容と同じ項目を指導することがある． 
国公立学校と私立学校の間で，情報科の学習内容の先取りの頻度について，カイ 2 乗

検定では，1%水準で国公立学校の方が肯定的に捉えていることが分かる．また，t 検
定では，5%水準で国公立学校の方が肯定的に捉えていることが分かる（カイ 2 乗検

定：p=0.011<0.05，df=3，t 検定：t=2.140，df=88，p=0.035<0.05）． 
  
［問 27-9］技術科・情報科“以外”で情報教育に類する教育を行っている． 
 国公立学校と私立学校の間で，技術科，情報科以外での情報教育の有無について，

カイ 2 乗検定では，1%水準で有意に国公立学校の方が肯定的に捉えていることが分か

る．また，t 検定では，5%水準で有意に国公立学校の方が肯定的に捉えていることが

分かる（カイ 2 乗検定：p=0.047<0.05，df=3，t 検定：t=2.154，df=72.511，p=0.03
5<0.05）． 

 
表 3-80 学校設置者＊［問 18-6］クロス集計 

  ［問 18-6］ 合計 
-1.0 1.0 2.0 

学
校
設
置
者 

国
公
立 

度数 13 29 1 43 
期待度数 19.2 22.6 1.3 43.0 
学校設置者 の % 30.2% 67.4% 2.3% 100.0% 
調整済み残差 -2.5 2.6 -.3  

私
立 

度数 32 24 2 58 
期待度数 25.8 30.4 1.7 58.0 
学校設置者 の % 55.2% 41.4% 3.4% 100.0% 
調整済み残差 2.5 -2.6 .3  

合計 度数 45 53 3 101 
期待度数 45.0 53.0 3.0 101.0 
学校設置者 の % 44.6% 52.5% 3.0% 100.0% 

  



78  

表 3-81 学校設置者＊［問 18-6］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 6.748a 2 .034* 
尤度比 6.856 2 .032 
有効なケースの数 101   

a. 2 セル (33.3%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 1.28 です。 
*p<.05，**p<.01 

 
 
 

表 3-82 学校設置者＊［問 27-2］クロス集計 
  ［問 27-2］ 合計 

-2.0 -1.0 1.0 2.0 
学
校
設
置
者 

国
公
立 

度数 7 6 24 0 37 
期待度数 7.8 11.5 16.9 .8 37.0 
学校設置者 の % 18.9% 16.2% 64.9% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -.4 -2.6 3.1 -1.2  

私
立 

度数 12 22 17 2 53 
期待度数 11.2 16.5 24.1 1.2 53.0 
学校設置者 の % 22.6% 41.5% 32.1% 3.8% 100.0% 
調整済み残差 .4 2.6 -3.1 1.2  

合計 度数 19 28 41 2 90 
期待度数 19.0 28.0 41.0 2.0 90.0 
学校設置者 の % 21.1% 31.1% 45.6% 2.2% 100.0% 

 
 
 

表 3-83 学校設置者＊［問 27-2］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 11.162a 3 .011* 
尤度比 12.165 3 .007 
有効なケースの数 90   
a. 2 セル (25.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .82 です。 

*p<.05，**p<.01 
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表 3-84 学校設置者＊［問 27-9］クロス集計 
  ［問 27-9］ 合計 

-2.0 -1.0 1.0 2.0 
学
校
設
置
者 

国
公
立 

度数 7 11 17 2 37 
期待度数 8.2 15.6 11.1 2.1 37.0 
学校設置者 の % 18.9% 29.7% 45.9% 5.4% 100.0% 
調整済み残差 -.6 -2.0 2.8 -.1  

私
立 

度数 13 27 10 3 53 
期待度数 11.8 22.4 15.9 2.9 53.0 
学校設置者 の % 24.5% 50.9% 18.9% 5.7% 100.0% 
調整済み残差 .6 2.0 -2.8 .1  

合計 度数 20 38 27 5 90 
期待度数 20.0 38.0 27.0 5.0 90.0 
学校設置者 の % 22.2% 42.2% 30.0% 5.6% 100.0% 

 
 
 

表 3-85 学校設置者＊［問 27-9］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 7.959a 3 .047* 
尤度比 7.957 3 .047 
有効なケースの数 90   
a. 2 セル (25.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 2.06 です。 

*p<.05，**p<.01 
 
 
 

表 3-86 3.4.5.7 グループ統計量 
学校設置者 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 

［問 18-6］ 国公立 43 .419 .9570 .1459 
私立 58 -.069 1.0573 .1388 

［問 27-2］ 国公立 37 .108 1.2646 .2079 
私立 53 -.472 1.2650 .1738 

［問 27-9］ 国公立 37 -.108 1.3288 .2185 
私立 53 -.698 1.2023 .1652 
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表 3-87 3.4.5.7 独立サンプルの検定 

 等分散 等分散性のた
めの Levene 

の検定 

2 つの母平均の差の検定 

F 有意
確率 

t df 有意
確率 

(両側) 

平均
値の
差 

差の 
標準
誤差 

差の 95% 信頼
区間 

下限 上限 
［問 18-6］ 仮定 7.531 .007 2.385 99 .019 .4876 .2045 .0819 .8933 

非仮定     2.421 95.055 .017* .4876 .2014 .0877 .8875 
［問 27-2］ 仮定 .057 .812 2.140 88 .035* .5798 .2710 .0413 1.1183 

非仮定     2.140 77.636 .035 .5798 .2709 .0404 1.1193 
［問 27-9］ 仮定 5.099 .026 2.193 88 .031 .5900 .2690 .0554 1.1246 

非仮定     2.154 72.511 .035* .5900 .2739 .0441 1.1359 
*p<.05，**p<.01 

 
 
 
 

3.4.5.8 各種事業 
 本属性と 4 段階尺度の設問の間に，カイ 2 乗検定および t 検定の検定結果からは，共通

した有意な結果は認められなかった． 
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3.4.6 設問別の集計結果 
 本項では，本調査における設問のうち 4 段階尺度を用いた全ての設問について，回答

結果の得点をを集計し，平均得点を求めたことから明らかになった調査対象者の全体の

傾向について示す． 
 

3.4.6.1 授業の難易度と生徒の情報活用能力に対する認識について 
［問 18-1］情報教育に関する学力の“低い”生徒の学習意欲を保つことが難しい． 
［問 18-2］情報教育に関する学力の“高い”生徒の学習意欲を保つことが難しい． 
［問 18-3］技術科の授業でつまずく生徒がいる． 
［問 18-4］情報科の授業でつまずく生徒がいる． 
 ［問 18-1］では平均値が-0.54，［問 18-2］では-0.80，［問 18-3］では平均値が-0.8
5，［問 18-4］では平均値が-0.60 となり，すべての設問の平均値はマイナスを示す結

果となった．このことから，比較的多くの教員が学習意欲の保持を困難だとはとらえ

ておらず，両教科の授業でつまずく生徒はいないと認識していることが明らかとなっ

た． 
 
［問 18-5］目的に応じて特定の情報を見つけ出し，関連付けることができる． 
［問 18-6］複数の情報源の情報を整理，解釈することができる． 
［問 18-7］受け手の状況に応じた表現，情報発信することができる． 
 ［問 18-5］では平均値が 0.36，［問 18-6］では平均値が 0.14，［問 18-7］では平均値

が 0.20 となり，すべての設問の平均値でプラスを示す結果が得られた．このことから，

多くの教員が生徒の情報活用能力について，情報の収集から発信までの能力について

習得していると肯定的に認識している傾向が判明した（図表 3-88）． 
 

 
  

問18-7 問18-6 問18-5 問18-4 問18-3 問18-2 問18-1
平均得点 0.20 0.14 0.36 -0.60 -0.85 -0.80 -0.54

-1.00
-0.80
-0.60
-0.40
-0.20
0.00
0.20
0.40
0.60

平
均
得
点

図表3-88 授業の難易度と生徒の能力の関する認識
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3.4.6.2 技術科と情報科の授業内容について 

［問 27-1］情報科で技術科で扱った内容と同じ項目を指導することがある． 
［問 27-2］技術科で情報科で扱う予定の内容と同じ項目を指導することがある． 
［問 27-3］義務教育段階での情報教育の内容と程度を把握している． 
［問 27-1］では平均値が-0.28，［問 27-2］では平均値が-0.23，［問 27-3］では平均

値が 0.00 となり，［問 27-1］，［問 27-2］で回答の平均値がマイナスを示す結果が得ら

れた．このことから，教員は比較的技術科の学習内容は技術科内で、情報科の学習内

容は情報科内でのみ実施する傾向があることが明らかになった．［問 27-3］について

は，平均値が 0.00 であることから本項では検証が困難であるため言及しないこととす

る． 
 
［問 27-4］両教科の接続性を意識した教科書選定をしている． 
［問 27-5］両教科合同で教科会を行っている． 
［問 27-6］教科内容について両教科の担当者が日常的に話し合う機会がある． 
［問 27-7］他教科（技術科，情報科以外）に TT として参加することがある． 
［問 27-8］学校図書館を学習情報センターとして利活用することがある． 
［問 27-9］技術科・情報科“以外”で情報教育に類する教育を行っている． 
 ［問 27-4］では平均値が-0.89，［問 27-5］では平均値が-1.18，［問 27-6］では平均

値が-0.63，［問 27-7］では平均値が-1.42，［問 27-8］では平均値が-1.29，［問 27-9］で

は平均値が-0.46 となり，全ての設問で回答の平均値がマイナスを示す結果が得られた．

これらの結果から，教科書選定時に両教科の接続性を意識していないこと，合同の教科

会を行わないこと，教科について話し合う機会を設けていないこと、他教科に TT 等で

参加することがないこと，学校図書館を学習情報センターとして使用する機会が少な

いことが全体的な傾向として明らかになった（図表 3-89）． 
 

 
  

問27-9 問27-8 問27-7 問27-6 問27-5 問27-4 問27-3 問27-2 問27-1
平均得点 -0.46 -1.29 -1.42 -0.63 -1.18 -0.89 0.00 -0.23 -0.28

-1.50

-1.00

-0.50

0.00

平
均
得
点

図表3-89 技術科と情報科の授業内容に対する認識
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3.4.6.3 技術科と情報科の課題について 

［問 29-1］教材研究・教材準備の時間が充分に確保できない． 
［問 29-2］年間の授業時数が不足している． 
［問 29-3］技術科，情報科の指導項目の順序性を改善したい． 
［問 29-4］中学校での情報教育は技術科だけでは不安がある． 
［問 29-5］高等学校での情報教育は情報科だけでは不安がある． 
［問 29-6］情報機器の配置数等で不満がある． 
 ［問 29-1］では平均値が 0.34，［問 29-2］では平均値が 0.04，［問 29-3］では平均値

が 0.31，［問 29-4］では平均値が-0.11，［問 29-5］では平均値が 0.21，［問 29-6］では

平均値が 0.16 となり，［問 29-4］を除いた設問で回答の平均値がプラスを示す結果が

得られた．これらの結果から，教材研究や準備に充てる時間，年間授業時数が不足して

いること，技術科情報科の指導項目の順序性を改善したいと考えていること，中学校で

の情報教育は技術科のみで十分と考えていること，高等学校の情報教育は情報科だけ

では不安があると考えていること，情報機器の配置数等で不満があることが全体的な

傾向として明らかになった（図表 3-90）． 
 

 
 
  

問29-6 問29-5 問29-4 問29-3 問29-2 問29-1
平均得点 0.16 0.21 -0.11 0.31 0.04 0.34

-0.20
-0.10
0.00
0.10
0.20
0.30
0.40

平
均
得
点

図表3-90 技術科と情報科の課題
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3.4.6.4 技術科と情報科のカリキュラムについて 
［問 35-1］教科の年間指導計画を策定する際に両教科の接続性を意識している． 
［問 35-2］中高で一貫した情報教育あるいは情報活用能力育成のための計画を策定し

ている． 
［問 35-3］現在の両教科のカリキュラムには情報教育の内容に接続性がある． 
 ［問 35-1］では平均値が-0.58，［問 35-2］では平均値が-0.58，［問 35-3］では平均

値が-0.39 となり，全ての設問で回答の平均値がマイナスを示す結果が得られた．これ

らの結果から，年間指導計画策定時に両教科の接続性を意識していないこと，一貫した

情報教育の育成のための計画を策定していないこと，カリキュラムに接続性がないこ

とが全体の傾向として明らかになった（図表 3-91．） 
 

 
 
 
  

問35-3 問35-2 問35-1
平均得点 -0.39 -0.58 -0.58

-0.80
-0.60
-0.40
-0.20
0.00

平
均
得
点

図表3-91 技術科と情報科における情報教育の連携に対する意識
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3.5 まとめ 
質問紙調査に関する分析結果をまとめると以下の通りとなる． 

 
 全国の併設型中高一貫教育校および中等教育学校全 372 校に対して質問紙調査を

実施した結果，併設型中高一貫教育校では全体の 21.6%にあたる 69 校，中等教育

学校では全体の 53.8%にあたる 28 校から回答を得ることができた．このほかに，

今回の調査では対象外とした連携型中高一貫校等からの回答もあり，合計としては

全体の 32.5%にあたる 121 校から回答を得ることができた． 
 
 回答者属性と 4 段階尺度の設問の回答結果のクロス集計及びカイ 2 乗検定の結

果，以下の設問に回答した属性の回答結果から 5%から 1%水準の有意差が認めら

れた． 
1)  教職経験年数：［問 18-6］，［問 27-8］ 
2)  指導している教科：［問 27-3］，［問 27-5］，［問 35-1］，［問 35-3］ 
3)  所持している免許状：［問 27-4］，［問 27-5］，［問 35-3］ 
4)  情報科免許の取得時期：［問 18-1］ 
5)  中高一貫教育の実施形態：［問 27-2］，［問 27-4］，［問 29-1］，［問 35-1］， 

                       ［問 35-2］，［問 35-3］ 
6)  学校設置者：［問 18-6］，［問 27-2］，［問 27-9］ 
 
 回答者属性と 4 段階尺度の設問の回答結果のクロス集計及びカイ 2 乗検定の結

果，以下の属性と各群間で有意差が認められなかった． 
1)  勤務校での役職 
2)  SSH やユネスコスール等の特例制度や事業指定の有無 
 
 回答者属性と 4 段階尺度の設問の回答結果のクロス集計及びカイ 2 乗検定の結

果，有意差が認められた属性に対して t 検定を実施した結果，以下の属性で以下の

属性でカイ 2 乗検定で有意差が認められた設問と同じ設問で 5%から 1%水準で有

意差が認められた． 
1)  教職経験年数：20 年以上と 21 年未満間 
2)  指導教科：技術科および情報科と情報科間 
3)  所持免許状：技術科および情報科と情報科間 
4)  情報科免許取得時期：大学と臨時講習間， 
5)  中高一貫教育校の実施形態：併設型中高一貫教育校と中等教育学校間 
6)  学校設置者：国公立と私立間 
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 カイ 2 乗検定および t 検定の結果，回答者の属性について学校設置者や特例制度の

有無ではなく，指導教科や所持免許状といった，教員個人との関係が深いと考えら

れる属性において，他の属性よりも有意差が認められる 4 段階尺度の設問の項目

数が多いことが確認できた． 
 
 4 段階尺度を使用した設問について，回答の平均値を求めた結果，情報教育につい

て以下の点が全体の傾向として明らかになった． 
1) 生徒への指導は難しくなく，生徒の情報活用能力も一定以上習得していると認識

している 
2) 技術科と情報科における情報教育の内容については，互いにそれぞれの内容を取

り扱うことや教科間の交流が少ない 
3) 情報教育の課題については，教材研究や準備，授業時数，情報機器が不足してい

る 
4) 情報教育のカリキュラムについては，接続性を意識した計画が策定されていない 
 

本章によって，中高一貫教育校において技術科または情報科を担当する教員の勤務校

における情報教育に対する認識には，回答者自身と関係のある属性ごとに有意差がある

ことを明らかにすることができた．しかしながら，本調査では，回答者が有意差の認め

られた回答に至った動機や要因については設問設定上明らかにすること，教員の支援の

検討に必要となる教科に対する肯定感情や援助に対する認識について明らかにすること

ができなかった．そのため，次章では，教員が勤務校以外の情報教育全体の学校教育に

対する認識のほか，教員の技術科および情報科に対する肯定感情と援助を受けることに

対する志向性，今後の情報教育の方向性についてどのように認識しているのかを調査し

ていくこととする． 
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第４章 技術科・情報科教育に対する担当教員の意識 
 

4.1 調査目的と調査意義 
本調査では，第 3 章で実施した勤務校における情報教育に対する意識の調査を参考

に，技術科および情報科における情報教育を担当する教員の学校教育における情報教育

に対する意識の実態を明らかにする． 
これらの調査結果から担当教員の属性と両教科への現状や課題，要望に対する認識，

教科に対する肯定感情や被援助志向性の関係性について明らかにすることは，技術科と

情報科の連携した体系的な情報教育を妨げる要因の考察に資することができると言えよ

う． 
 
 

4.2 調査方法と調査対象 
本調査では，対象校の選定にあたり，確実な回答結果を得るために 1 回目の「中高

一貫教育校における技術科・情報科教育に対する担当教員の認識」の調査時に（1）全

ての設問に回答，（2）メールアドレスの記入，（3）調査結果の送付を希望の 3 条件を

満たす学校を前回の調査校の中から抽出した． 
実際の回答者は，技術科と情報科を主に担当する教員のうち教科主任といった役職を

担当し，調査校の実情について把握し，教科内容を理解していると考えられる教員を依

頼状内で指名している．調査期間は，2015 年 11 月 16 日から同年 12 月 14 日までに設

定した上で，調査対象校に調査協力の依頼状と回答フォームへのアクセス用 URL の記

載用紙，回答方法を図示した解答用紙の合計 3 部を郵送した．同意書に関しては，回

答フォーム上に回答必須の設問を設け，同意した場合にのみ次の回答に進めるようにす

ることで対応した．回答手段には，放送大学のリアルタイム評価支援システム「REA
S」を用い，Web 上の回答フォームから回答および回収をおこなった．  
 

 
4.3 調査内容 
 本調査では，技術科と情報科を担当する教員に対して，技術科および情報科に対する

認識についての質問紙調査を実施した．質問項目の作成に当たっては，支援のアプロー

チを検討するため，教員のバーンアウトを防ぐための田村（2002）による教員の援助

の求め方に関する研究
63)
および，肥後（2004）64)

と阿部（2007）65)
の教員の自尊感情

に関する研究を参考にした．質問項目は，（1）回答者属性，（2）両教科における情報

教育の現状と認識，（3）両教科に対する肯定感，（4）担当教員の被援助志向性，（5）
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両教科に対して求める教育内容の計 18 問で構成した．実際の質問票は附録 4-1 に示

す． 
 
 

4.4 調査結果  
 調査結果を以下に設問ごとに示す．また，調査校および回答者が特定されることを避

けるため，回答文を一部変更した場合がある．また，一部地域によっては校数が少な

く，調査校および回答者が特定される可能性を否定できないこと，回答内容に顕著な差

がなかったことから前回調査と同様に調査結果の地域ごとの分類は行わないこととし

た． 
 
 

4.4.1 回答校数と回答者の属性 
 本研究の調査内容に賛同し，回答した調査対象校は以下の表 4-1 の通りである．4.2
で抽出した中高一貫教育校 35 校のうち，回答したのは 19 校で，調査対象校における

回答校の割合は 54.3%となった．内訳は中等教育学校 5 校，併設型中等一貫教育校 14
校であった． 

 
表 4-1 回答者数内訳 

調査対象校 発送数（校） 回答数（校） 有効回収率（%） 
中等教育学校 9 5 55.6 
併設型中高一貫教育校 26 14 53.8 

合計 35 19 54.3 
 
 

 以下に，回答者の属性に関する回答結果を［問 2］から［問 6］に亘って示す．な

お，［問 1］は本調査への調査同意書と同意欄を設けたものであるため，本章では示さ

ないものとする． 
 

［問 2］教職の経験年数をお答えください．【択一】 
 教職経験年数は，0~5 年が 15.8%，6~10 年が 26.3%，11~20 年が 21.0%，21~30 年

が 15.8%，31~40 年が 15.8%，41 年以上が 5.3%となった（表 4-2）． 
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表 4-2 回答者数内訳 
教職経験年数 割合（%） 

０～5 年 15.8 
6～10 年 26.3 
11～20 年 21.0 
21～30 年 15.8 
30～40 年 15.8 
41 年以上 5.3 

 
［問 3］ご勤務校での校務分掌における担当，役職をお答えください【択一】 
 回答者での勤務校での役職について，主任・部長が 15.8%，教科主任が 36.8%，教

諭（講師含）が 47.4%となった（表 4-3）． 
 

表 4-3 回答者の役職 
役職 割合（%） 

主任・部⾧ 15.8 
教科主任 36.8 
教諭（講師含） 47.4 

 
 

［問 4］卒業，または修了した大学の学部系統をお答えください．【択一】 
 回答者の出身学部系統は，人文社会系が 21.1%，教育系が 15.8%，情報系が 15.
8%，理工系が 36.8%，農学系が 5.3%，家政系が 5.3%となった（表 4-4）． 

 
表 4-4 出身学問系統 

学問系統 割合（%） 
人文社会系 21.1 
教育系 15.8 
情報系 15.8 
理工系 36.8 
農学系 5.3 
家政学系 5.3 

 
 

［問 5］所持している教員免許状をお答えください．【複数】 
 回答者の所持している免許状は，技術科のみが 5.3%，情報科のみが 42.1%，技術科

と情報科が 10.5%，情報科と他教科が 36.8%，技術科と情報科と他教科が 5.3%となっ

た．また，このほかに，情報科の免許取得時期については，情報科新設時の臨時講習が
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47.4%，通信制等での取得が 10.5%，大学卒業時の取得が 15.8%，臨時免許状での対応

が 21.1%，所持していないが 5.3%であった．（表 4-5）． 
 

 
表 4-5 所持している教員免許状および情報科免許取得時期 

所持する免許 割合（%）  取得時期 割合（%） 
技術 5.3  臨時講習 47.4 
情報 42.1  通信制修了 10.5 
技術・情報 10.5  大学卒業時 15.8 
情報・その他 36.8  臨時免許状 21,1, 
技術・情報・その他 5.3  無 5.3 

 
 

［問 6］現在指導している教科をお答えください．【択一】 
 回答者が指導している教科については，技術科が 5.3%，情報科が 42.1%，技術科と

情報科が 31.6%，技術科と他教科が 5.3%，情報科と他教科が 15.8%となった（表 4-
6）． 
 

表 4-6 指導している教科 
指導している教科 割合（%） 

技術科 5.3 
情報科 42.1 
技術科・情報科 31.6 
技術科・その他 5.3 
情報科・その他 15.8 

 
 
 

4.4.2 現状と課題の認識実態 
 ［問 7］から［問 9］では，技術科および情報科における情報教育の現状と指摘され

ている課題についてどのように認識しているのかを調査した．また，これらの設問は，

［問 7］が技術科のみを担当している教員，［問 8］が情報科のみを担当している教員，

［問 9］が両教科を担当している教員が回答する中問であり，［問 7］，［問 8］は 12 問

の小問，［問 9］は 24 問の小問で構成されている．小問については，（1）学習内容の対

応度について，（2）指導上の課題について，（3）改善のための方向性について尋ねてい
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る．回答方法は「とてもそう思う」，「まあそう思う」，「あまりそう思わない」，「全くそ

う思わない」の 4 件法である．以下に中問ごとの結果を示す． 
 
［問 7］技術科における情報教育の現状について以下の設問についてご自身の考えに当

てはまるものをお答えください．【択一】 
◆学習内容の対応度について 
［問 7-1］技術科は、現在の年間授業時数で学習指導要領の内容を網羅できている。 
［問 7-2］技術科は、現在の指導内容で情報社会の進展に対応している。 
［問 7-3］技術科は、現在の指導内容では生徒の発達段階に対応していない。 
［問 7-4］技術科は、情報科の指導内容に対応できていない。 
 
 技術科の学習内容について，現在の年間授業時数で網羅できているかについては，「ま

あそう思う」が 50.0%，「あまりそう思わない」が 50.0%となり，回答が割れる結果と

なった．また，指導内容と社会情勢との対応度についても，「まあそう思う」が 50.
0%，「あまりそう思わない」が 50.0%と，回答が割れることとなった．次に，生徒の発

達段階との対応度については，「まあそう思う」が 100.0%となり，学習内容と生徒の発

達段階が対応関係にないと認識している結果となった．最後に情報科との対応度につい

ては，「あまりそう思わない」が 100.0%となり，技術科の指導内容は情報科の指導内容

に対応していないわけではないという結果となった． 
 
◆指導上の課題について 
［問 7-5］技術科でプログラミング学習を実施するのは不安がある。 
［問 7-6］中学校における情報教育は、技術科だけで充分である。 
［問 7-7］技術科では、小学校における情報教育の内容を補う内容をせざるを得ない。 
［問 7-8］現状の技術科における情報教育では、コンピュータの使い方の指導が限界で

ある。 
［問 7-11］技術科でどこまでの内容を指導すればよいのか分からない。 
 
 技術科の指導上の課題については，新しく導入されたプログラミング学習に対する不

安について，「まあそう思う」が 50.0%，「あまりそう思わない」が 50.0%となり，回答

が割れる結果となった．中学校段階における技術科以外での情報教育の必要性について

は「あまりそう思わない」が 100.0%となり，技術科以外でも情報教育を行う必要性を

感じているという結果であった．技術科の学習内容が小学校段階の内容を補わざるを得

ないか否かについては，「まあそう思う」が 100.0%となり，小学校段階の内容を取り扱

わざるを得ない状況にあるという結果が分かった．また，技術科における情報教育は使
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い方の指導が限度であるか，技術科における情報教育の指導範囲を回答者自身で理解し

ているか尋ねたところ，両設問ともに「まあそう思う」が 50.0%，「あまりそう思わな

い」が 50.0%となった．このほかに，技術科でどこまで指導すればよいのかについて

は，「まあそう思う」が 50.0%，「あまりそう思わない」が 50.0%という結果となった． 
 
◆改善の方向性について 
［問 7-9］現在のままでは、学習指導要領改訂に伴い、情報科の「社会と情報」と同程

度の内容へ変更することには不安が残る。 
［問 7-10］技術科を改善するには、小学校及び高等学校における情報教育も 

同時に改善する必要がある。 
［問 7-12］情報科との連携・接続に配慮した指導計画を策定する必要がある。 
 
 技術科における情報教育の改善の方向性については，2018 年の学習指導要領改訂時に

技術科における情報教育の内容が現在の「社会と情報」の内容と同程度のものになる可

能性を踏まえ，実施されることに対する不安を尋ねたところ，「まあそう思う」が 50.
0%，「あまりそう思わない」が 50.0%となり，回答が割れる結果となった．技術科を改

善するために小学校と高等学校における情報教育の内容を同時に改善する必要性と情報

教育において連携・接続に配慮した指導計画の必要性について，両設問ともに「まあそ

う思う」が 100.0%となり，一体的な改善が必要と考えていることが分かった．［問 7］
の結果については，以下の表 4-7 に示す． 
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表 4-7 技術科の現状に対する認識（単位：%） 
 とても 

そう思う 

まあ 

そう思う 

あまりそう 
思わない 

全くそう 

思わない 

(1)技術科は、現在の年間授業時間数で学習指導要領の内容を網
羅できている。 

0.0 50.0 50.0 0.0 

(2)技術科は、現在の指導内容で情報社会の進展に対応している。  0.0 50.0 50.0 0.0 
(3)技術科は、現在の指導内容では生徒の発達段階に対応していない。  0.0 100.0 0.0 0.0 
(4)技術科は、情報科の指導内容に対応できていない。 0.0 0.0 100.0 0.0 
(5)技術科でプログラミング学習を実施するのは不安がある。 0.0 50.0 50.0 0.0 
(6)中学校における情報教育は、技術科だけで充分である。 0.0 0.0 100.0 0.0 
(7)技術科では、小学校における情報教育の不足を補う内容をせ
ざるを得ない。 

0.0 100.0 0.0 0.0 

(8)現状の技術科における情報教育では、コンピュータの使い方
の指導が限界である。 

50.0 0.0 50.0 0.0 

(9)現在のままでは、学習指導要領改訂に伴い、情報科の「社会
と情報」と同程度の内容へ変更することには不安が残る。 

0.0 50.0 50.0 0.0 

(10)技術科を改善するには、小学校及び高等学校における情報教
育も同時に改善する必要がある。 

0.0 100.0 0.0 0.0 

(11)技術科で、どこまでの内容を指導すればよいのか分からない。  0.0 50.0 50.0 0.0 
(12)情報科との連携・接続に配慮した指導計画を策定する必要がある。 0.0 100.0 0.0 0.0 
 
 
［問 8］情報科における情報教育の現状について以下の設問についてご自身の考えに当

てはまるものをお答えください．【択一】 
◆学習内容の対応度について 
［問 8-1］情報科は、現在の単位数では学習指導要領の内容を網羅できていない。 
［問 8-2］情報科は、現在の指導内容では情報社会の進展に対応していない。 
［問 8-3］情報科は、技術科における情報教育の内容に対応していない。 
［問 8-8］情報科は、現在の指導内容では生徒の発達段階に対応していない。 
 
 情報科の学習内容について，現在の単位数で網羅できているかについては，「とてもそ

う思う」が 45.5%，「まあそう思う」が 54.5%となり，回答した教員全員が不足してい

る認識を持っているという結果となった．次に，指導内容と社会情勢との対応度につい

ては，「とてもそう思う」が 27.3%，「まあそう思う」が 18.2%，「あまりそう思わな

い」が 54.5%となり，学習内容は情報社会の進展に対応している教員が比較的多いとい

う結果となった．また，技術科との対応度については，「あまりそう思わない」が 54.
5%，「まあそう思う」が 36.4%「とてもそう思う」が 9.1%，となり，一定の対応関係は
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あると捉えている教員が比較的多いという結果となった．そして，生徒の発達段階との

対応度については，「とてもそう思う」が 18.2%，「まあそう思う」が 27.3%，「あまり

そう思わない」が 45.5%，「全くそう思わない」が 9.1%となり，学習内容と生徒の発達

段階に対応関係があると捉えている教員の方が比較的多いという結果となった． 
 
◆指導上の課題について 
［問 8-4］情報科でプログラミング学習を実施するのは不安がある。 
［問 8-5］高等学校における情報教育は、情報科だけでは不足している。 
［問 8-6］情報科は、技術科における情報教育の内容を補う内容をせざるを得ない。 
［問 8-7］現状の情報科では、コンピュータの使い方の指導が限界である 
［問 8-12］技術科における情報教育の成果を把握することは困難である。 
 
 情報科の指導上の課題については，プログラミング学習に対する不安について，「とて

もそう思う」が 18.2%，「まあそう思う」が 45.5%，「あまりそう思わない」が 18.2%，

「全くそう思わない」が 18.2%となり，比較的不安を覚えている教員が多いという結果

となった．高等学校段階における情報科以外での情報教育の必要性については，「とても

そう思う」が 27.3%，「まあそう思う」が 45.5%，「あまりそう思わない」が 18.2%とな

り，他教科でも情報教育を行う必要性を感じている教員が多いという結果になった．ま

た，情報科の学習内容が技術科の内容を補わざるを得ないかという設問については，「と

てもそう思う」が 18.2%，「まあそう思う」が 63.6%，「全くそう思わない」が 18.2%と

なり，技術科の内容を補わざるを得ない状況にあるとする教員の方が多いという結果と

なった．このほかに，情報科における情報教育は使い方の指導が限度であるかについて

尋ねた結果，「とてもそう思う」が 9.1%，「まあそう思う」が 27.3%，「あまりそう思わ

ない」が 45.5%，「全くそう思わない」が 18.2%となり，3 割以上の教員が使い方の指導

が限度と考えていることが判明した．このほかに，学習指導要領で明記されているよう

に，技術科における情報教育の内容を把握しているか，その困難性について尋ねた設問

では，「とてもそう思う」が 9.1%，「まあそう思う」が 63.6%，「あまりそう思わない」

が 18.2%，「全くそう思わない」が 9.1%という結果となった．多くの教員が技術科にお

ける情報教育の成果を把握することが困難であると感じていることが明らかとなった． 
 
◆改善の方向性について 
［問 8-9］現在の情報科では、学習指導要領改訂によって「情報の科学」と同程度の内

容へ変更されることには不安がある。 
［問 8-10］技術科における情報教育で、現在の「社会と情報」の内容を扱うのは難し

い。 
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［問 8-11］情報科を改善するには、中学校及び大学における情報教育の内容を 
同時に改善する必要がある。 
 
 情報科における情報教育の改善の方向性については，2018 年の学習指導要領改訂時に

情報科の内容が現在の「情報の科学」と同程度のものになる可能性を踏まえ，実施され

ることに対する不安を尋ねたところ，「まあそう思う」が 18.2%，「あまりそう思わな

い」が 63.6%，「全くそう思わない」が 18.2%となり，学習内容が変更しても問題にな

らないと捉えている教員が比較的多いことが明らかになった．また，技術科において学

習指導要領改訂によってその内容が「社会と情報」と同程度になった場合の指導の困難

性については，「まあそう思う」が 27.3%，「あまりそう思わない」が 45.5%，「全くそ

う思わない」が 27.3%となり，技術科における情報教育で指導内容が「社会と情報」と

同程度になっても困難性は低いと捉えている教員が比較的多いという結果となった．最

後に，情報科を改善するために中学校と大学における情報教育の内容を同時に改善する

必要性については，「とてもそう思う」が 18.2%，「まあそう思う」が 63.6%，「あまり

そう思わない」が 9.1%，「全くそう思わない」が 9.1%という結果となり，比較的多くの

教員が一体的に改善していく必要があると捉えていることが判明した．［問 8］の結果に

ついては，以下の表 4-8 に示す． 
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表 4-8 情報科の現状に対する認識（単位：%） 
 とても 

そう思う 

まあ 

そう思う 

あまりそう 
思わない 

全くそう 

思わない 

(1)情報科は、現在の単位数では学習指導要領の内容を網羅で
きていない。 

45.5 54.5 0.0 0.0 

(2)情報科は、現在の指導内容では情報社会の進展に対応していない。  27.3 18.2 54.5 0.0 
(3)情報科は、技術科における情報教育の内容に対応していない。  9.1 36.4 54.5 0.0 
(4)情報科で、プログラミング学習を実施するのは不安がある。  18.2 45.5 18.2 18.2 
(5)高等学校における情報教育は、情報科だけでは不足している。  27.3 45.5 18.2 0.0 
(6)情報科は、技術科における情報教育の不足を補う内容をせ
ざるを得ない。 

18.2 63.6 0.0 18.2 

(7)現状の情報科では、コンピュータの使い方の指導が限界である。  9.1 27.3 45.5 18.2 
(8)情報科は、現在の指導内容では生徒の発達段階に対応していない。  18.2 27.3 45.5 9.1 
(9)現状の情報科では、学習指導要領改訂によって「情報の科
学」と同程度の内容へ変更されることに不安がある。 

0.0 18.2 63.6 18.2 

(10)技術科における情報教育で、現在の「社会と情報」の内
容を扱うのは難しい。 

0.0 27.3 45.5 27.3 

(11)情報科を改善するには、中学校及び大学における情報教
育の内容を同時に改善する必要がある。 

18.2 63.6 9.1 9.1 

(12)技術科における情報教育の成果を把握することは困難である。  9.1 63.6 18.2 9.1 
 
 
［問 9］技術科と情報科における情報教育の現状について以下の設問についてご自身の

考えに当てはまるものをお答えください．【択一】 
◆学習内容の対応度について 
［問 9-1］技術科は、現在の年間授業時数で学習指導要領の内容を網羅できている。 
［問 9-13］情報科は、現在の単位数では学習指導要領の内容を網羅できていない。 
 技術科と情報科の学習内容について，現状の年間授業時数や単位数で網羅できている

か尋ねた結果，技術科については，「あまりそう思わない」が 50.0%，「全くそう思わな

い」が 50.0%となり，情報科については，「全くそう思う」が 16.7%，「まあそう思う」

が 50.0%，「あまりそう思わない」が 33.3%となり，両教科とも，内容の達成が不十分

であると感じている教員が比較的多いという結果となった． 
 
［問 9-2］技術科は、現在の指導内容で情報社会の進展に対応している。 
［問 9-14］情報科は、現在の指導内容では情報社会の進展に対応していない。 
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社会の進展との対応度については，技術科では，「まあそう思う」が 33.3%，「あまりそ

う思わない」が 66.7%となり，情報科では，「とてもそう思う」が 16.7%，「まあそう思

う」が 33.3%，「あまりそう思わない」が 50.0%となり，技術科に関しては不十分に感

じている教員が多い一方，情報科については回答が割れる結果となった． 
 
［問 9-3］技術科は、現在の指導内容では生徒の発達段階に対応していない。 
［問 9-20］情報科は、現在の指導内容では生徒の発達段階に対応していない。 
生徒の発達段階との対応については，技術科では，「まあそう思う」が 50.0%，「あまり

そう思わない」が 50.0%となり，情報科では，「とてもそう思う」，「まあそう思う」が

ともに 16.7%，「あまりそう思わない」，「全くそう思わない」がともに 33.3%となり，

技術科については回答が割れる結果となったが，情報科に関しては生徒の発達段階に対

応していると考える教員が比較的多いことが判明した． 
 
［問 9-4］技術科は、情報科の指導内容に対応できていない。 
［問 9-15］情報科は、技術科における情報教育の内容に対応していない。 
両教科の内容の対応については，技術科は「とてもそう思う」が 16.7%，「まあそう

思う」が 50.0%，「あまりそう思わない」が 16.7%，「全くそう思わない」が 16.7%とな

り，情報科は，「まあそう思う」が 16.7%，「あまりそう思わない」が 66.7%，「全くそ

う思わない」が 16.7%となった．教科間の内容の対応については，技術科に関しては情

報科の内容と対応していないと考える教員が多い一方，情報科に関しては技術科の内容

と対応していると考える教員が多いという結果となった． 
 
◆指導上の課題について 
［問 9-5］技術科でプログラミング学習を実施するのは不安がある。 
［問 9-16］情報科でプログラミング学習を実施するのは不安がある。 
 技術科と情報科の指導上の課題については，プログラミング学習への不安に対して，

技術科での実施については，「とてもそう思う」が 16.7%，「まあそう思う」が 50.0%，

「あまりそう思わない」が 33.3%となり，情報科での実施については，「とてもそう思

う」が 16.7%，「まあそう思う」が 16.7%，「あまりそう思わない」が 50.0%，「全くそ

う思わない」が 16.7%という結果となり，技術科での実施に対しては不安が大きい一方

で，情報科での実施については比較的問題視していないという結果となった． 
 
［問 9-6］中学校における情報教育は、技術科だけで充分である。 
［問 9-17］高等学校における情報教育は、情報科だけでは不足している。 
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情報教育の他教科での実施の必要性について，技術科では，「あまりそう思わない」が

50.0%，「全くそう思わない」が 50.0%となり，情報科では，「とてもそう思う」が 50.
0%，「まあそう思う」が 16.7%，「あまりそう思わない」が 33.3%という結果になり，い

ずれの学校においても，技術科および情報科以外での情報教育を必要だと捉えているこ

とが明らかとなった． 
 
［問 9-7］技術科では、小学校における情報教育の内容を補う内容をせざるを得ない。 
［問 9-18］情報科は、技術科における情報教育の内容を補う内容をせざるを得ない。 
技術科と情報科で取り扱う内容について，前段階の学校種における情報教育の内容を

補わざるを得ないかという設問については，技術科では「とてもそう思う」が 33.3%，

「まあそう思う」が 33.3%，「あまりそう思わない」が 33.3%となった．情報科では，

「とてもそう思う」が 33.3%，「あまりそう思わない」が 33.3%，「全くそう思わない」

が 33.3%となった．技術科では，比較的多くの教員が前段階の小学校における情報教育

の内容を補わなければならないと考え，情報科では技術科における情報教育の内容を補

う必要はないと考えていることが明らかになった． 
 
［問 9-8］現状の技術科における情報教育では、コンピュータの使い方の指導が限界で

ある。 
［問 9-19］現状の情報科では、コンピュータの使い方の指導が限界である 
実際の指導内容はコンピュータの操作が限度か否かについて，技術科では「まあそう

思う」が 66.7%，「あまりそう思わない」が 33.3%となり，情報科では，「まあそう思

う」が 33.3%，「あまりそう思わない」が 16.7%，「全くそう思わない」が 50.0%という

結果となった．技術科では使い方が限度と捉える一方で，情報科ではそのように捉えて

はいないということが明らかとなった． 
 
［問 9-11］技術科でどこまでの内容を指導すればよいのか分からない。 
［問 9-24］技術科における情報教育の成果を把握することは困難である。 
技術科における情報教育の指導範囲を回答者自身で理解しているか尋ねたところ，「ま

あそう思う」が 33.3%，「あまりそう思わない」が 33.3%，「全くそう思わない」が 33.
3%という結果となり，比較的多くの教員が技術科における情報教育で扱うべき内容につ

いて理解していることが明らかとなった．最後に，技術科における情報教育の内容を理

解することへの困難性については，「とてもそう思う」が 16.7%，「まあそう思う」が 3
3.3%，「あまりそう思わない」が 50.0%となり，回答が割れる結果となった． 
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◆改善の方向性について 
［問 9-9］現在のままでは、学習指導要領改訂に伴い、情報科の「社会と情報」と同程

度の内容へ変更することには不安が残る。 
［問 9-21］現状の情報科では、学習指導要領改訂によって「情報の科学」と同程度の 

内容へ変更されることには不安がある。 
 技術科および情報科における学習内容の改善の方向性については，両教科の学習内容

変更に対する不安について，技術科では，「とてもそう思う」が 50.0%，「まあそう思

う」が 33.3%，「全くそう思わない」が 16.7%となり，情報科では，「とてもそう思う」

が 33.3%，「まあそう思う」が 33.3%，「あまりそう思わない」が 16.7%，「全くそう思

わない」が 16.7%という結果となり，いずれの教科に対しても不安を感じている教員が

比較的多いという結果となった． 
 
［問 9-10］技術科を改善するには、小学校及び高等学校における情報教育も同時に 

改善する必要がある。 
［問 9-23］情報科を改善するには、中学校及び大学における情報教育の内容を同時に 

改善する必要がある。 
両教科を改善するときの接続する学校種や教科の同時改善について，技術科は「とて

もそう思う」が 66.7%，「まあそう思う」が 16.7%となり，情報科は「とてもそう思

う」が 16.7%，「まあそう思う」が 66.7%，「あまりそう思わない」が 16.7%となり，比

較的多くの教員が，両教科に対して改善時には同時に改善することが望ましいと感じて

いることが明らかとなった． 
 
［問 9-12］技術科は，情報科との連携・接続に配慮した指導計画を策定する必要があ

る。 
［問 9-22］技術科における情報教育で、現在の「社会と情報」の内容を扱うのは難し

い。 
 技術科の指導計画策定時に情報科との連携・接続に配慮する必要性については「とて

もそう思う」が 33.3%，「まあそう思う」が 66.7%となり，一体的な改善が必要と考え

ていることが分かった．また，技術科において学習指導要領改訂によってその内容が

「社会と情報」と同程度になった場合の指導の困難性については，「そう思う」が 33.
3%，「まあそう思う」が 33.3%，「あまりそう思わない」が 16.7%，「全くそう思わな

い」が 16.7%となり，技術科における情報教育で指導内容が「社会と情報」と同程度に

なった場合，困難性は高くなると捉えている教員が比較的多いという結果となった（表

4-9）． 
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表 4-9 技術科と情報科の現状に対する認識（単位：%） 
 とても 

そう思う 

まあ 

そう思う 

あまりそう 
思わない 

全くそう 

思わない 

(1)技術科は、現在の年間授業時間数で学習指導要領の内容を網羅できている。  0.0 0.0 50.0 50.0 
(2)技術科は、現在の指導内容で情報社会の進展に対応している。  0.0 33.3 66.7 0.0 
(3)技術科は、現在の指導内容では生徒の発達段階に対応していない。  0.0 50.0 50.0 0.0 
(4)技術科は、情報科の指導内容に対応できていない。 16.7 50.0 16.7 16.7 
(5)技術科でプログラミング学習を実施するのは不安がある。 16.7 50.0 33.3 0.0 
(6)中学校における情報教育は、技術科だけで充分である。 0.0 0.0 50.0 50.0 
(7)技術科では、小学校における情報教育の不足を補う内容をせざるを得ない。  33.3 33.3 33.3 0.0 
(8)現状の技術科における情報教育では、コンピュータの使い方
の指導が限界である。 

0.0 66.7 33.3 0.0 

(9)現在のままでは、学習指導要領改訂に伴い、情報科の「社会
と情報」と同程度の内容へ変更することには不安が残る。 

50.0 33.3 16.7 0.0 

(10)技術科を改善するには、小学校及び高等学校における情報
教育も同時に改善する必要がある。 

66.7 16.7 0.0 16.7 

(11)技術科で、どこまでの内容を指導すればよいのか分からない。  0.0 33.3 33.3 33.3 
(12)技術科は、情報科との連携・接続に配慮した指導計画を策
定する必要がある。 

33.3 66.7 0.0 0.0 

(13)情報科は、現在の単位数では学習指導要領の内容を網羅できていない。 16.7 50.0 33.3 0.0 
(14)情報科は、現在の指導内容では情報社会の進展に対応していない。  16.7 33.3 50.0 0.0 
(15)情報科は、技術科における情報教育の内容に対応していない。  0.0 16.7 66.7 16.7 
(16)情報科で、プログラミング学習を実施するのは不安がある。  16.7 16.7 50.0 16.7 
(17)高等学校における情報教育は、情報科だけでは不足している。  50.0 16.7 33.3 0.0 
(18)情報科は、技術科における情報教育の不足を補う内容をせざるを得ない。  33.3 0.0 33.3 33.3 
(19)現状の情報科では、コンピュータの使い方の指導が限界である。  0.0 33.3 16.7 50.0 
(20)情報科は、現在の指導内容では生徒の発達段階に対応していない。  16.7 16.7 33.3 33.3 
(21)現状の情報科では、学習指導要領改訂によって「情報の科
学」と同程度の内容へ変更されることに不安がある。 

33.3 33.3 16.7 16.7 

(22)技術科における情報教育で、現在の「社会と情報」の内容を扱うのは難しい。  33.3 33.3 16.7 16.7 
(23)情報科を改善するには、中学校及び大学における情報教育
の内容を同時に改善する必要がある。 

16.7 66.7 16.7 0.0 

(24)情報科は、技術科における情報教育の成果を把握することは困難である。  16.7 33.3 50.0 0.0 
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4.4.3 教科肯定感の現状 
 自尊感情とは，自己肯定感や自己有用感などを含め，自分や他人が自分自身につ

いての能力や価値，有効性について感じる感情のことを指すものである．また，自

尊感情は，自身が重要だと感じている事柄に対して肯定的な機会によって上昇し，

否定的な機会によって低下するとされている．教員の場合，職務の大部分を占める

授業や担当する教科が関与する機会によって教員自身の自尊感情や，教科に対する

肯定感情は上下することが考えられる． そこで［問 10］から［問 12］では，担当

している教科に対する肯定感情を調査した．また，これらの設問は，［問 10］が技術科

のみを担当している教員，［問 11］が情報科のみを担当している教員，［問 12］が両教

科を担当している教員が回答する中問であり，［問 10］，［問 11］は 8 問の小問，［問

9］は 16 問の小問で構成されている．小問については，田村（2002）が開発し，信頼性

が認められた「教師自尊尺度」を参考に教員の教科に対する肯定感情を明らかにするた

め，「教師」を「技術科，情報科，技術科と情報科」に変更し，表現上対応がないと判断

される質問を除いた上で，各質問文の文頭文末の表現を一部変更した．回答方法は「あ

てはまる」，「どちらかといえばあてはまる」，「どちらかといえばあてはまらない」，「あ

てはまらない」の 4 件法である．以下に中問ごとの結果を示す． 
 
［問 10］技術科について、以下の設問についてご自身の考えと当てはまるものをお答え

ください。【択一】 
［問 10-1］技術科は、他の教科並に価値のある教科である。 
［問 10-2］技術科は、生徒にとって色々良い基盤になる。 
［問 10-3］技術科は、不必要だ。 
［問 10-4］技術科の授業を、他教員による他教科の授業並みにうまくやれている。 
［問 10-5］技術科には、自慢できるところがない。 
［問 10-6］技術科に対して肯定的である。 
［問 10-7］技術科にほぼ満足である。 
［問 10-8］技術科は、役に立たない教科である。 
 
 技術科を他教科と同様に価値があるかという設問では，「あてはまる」が 50.0%，「ど

ちらかといえばあてはまる」が 50.0%となり，技術科に対して他教科並みに価値を感じ

ている教員が多い結果となった．また，技術科の学習内容が生徒の将来にとってよい基

盤となるかについても同様の結果となった．なお，技術科を不必要と捉えているかにつ

いて，「どちらかといえばあてはまらない」が 50.0%，「あてはまらない」が 50.0%であ

ったことから必要性を感じていることも明らかとなった．このほかに，授業の実践につ

いて他の教員による他教科の授業並みにうまくやれているかについては，「どちらかとい
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えばあてはまる」が 100.0%となり，一定の自信を持って授業を実施していることが判

明した．技術科の他教科よりも有意な点として自慢できることの有無について尋ねた結

果，「どちらかといえばあてはまる」が 50.0%，「どちらかといえばあてはまらない」が

50.0%となり，回答が割れる結果となった．一方で，技術科に対して肯定的かどうかに

関しては，「どちらかといえばあてはまる」が 100.0%となり，肯定的な感情を持ってい

る結果となった．さらに，技術科の学習内容に対する満足感を尋ねた設問では，「どちら

かといえばあてはまる」が 50.0%，「どちらかといえばあてはまらない」が 50.0%とな

り，回答が割れる結果となった．最後に，技術科の有用性を尋ねた設問については，「ど

ちらかといえばあてはまらない」が 50.0%，「あてはまらない」が 50.0%となり，多く

の教員が役に立つ教科であると認識していることが明らかとなった（表 4-10）． 
 

表 4-10 技術科に対する教科肯定感情（単位：%） 
 

 

あてはまる 

どちらかと 

いえば 

あてはまる 

どちらかと 

いえばあてはま

らない 

 

あてはまらない 

(1)技術科は、他の教科並みに価値のある教科である。 50.0 50.0 0.0 0.0 
(2)技術科は、生徒にとって色々良い基盤になる。 50.0 50.0 0.0 0.0 
(3)技術科は、不必要だ。 0.0 0.0 50.0 50.0 
(4)技術科の授業を、他教員による他教科の授業並みに
うまくやれている。 

0.0 100.0 0.0 0.0 

(5)技術科には、自慢できるところがない。 0.0 50.0 50.0 0.0 
(6)技術科に対して肯定的である。 0.0 100.0 0.0 0.0 
(7)技術科にほぼ満足である。 0.0 50.0 50.0 0.0 
(8)技術科は、役に立たない教科である。 0.0 0.0 50.0 50.0 

 
 
［問 11］情報科について、以下の設問についてご自身の考えと当てはまるものをお答え

ください。【択一】 
［問 11-1］情報科は、他の教科並に価値のある教科である。 
［問 11-2］情報科は、生徒にとって色々良い基盤になる。 
［問 11-3］情報科は、不必要だ。 
［問 11-4］情報科の授業を、他教員による他教科の授業並みにうまくやれている。 
［問 11-5］情報科には、自慢できるところがない。 
［問 11-6］情報科に対して肯定的である。 
［問 11-7］情報科にほぼ満足である。 
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［問 11-8］情報科は、役に立たない教科である。 
 
情報科を他教科と同様に価値があるかという設問では，「あてはまる」が 53.8%，「ど

ちらかといえばあてはまる」が 30.8%，「どちらかといえばあてはまらない」が 15.4%
となり，情報科に対して他教科並みに価値を感じている教員が多い結果となった．ま

た，情報科の学習内容が生徒の将来にとってよい基盤となるかについては，「あてはま

る」が 53.8%，「どちらかといえばあてはまる」が 38.5%，「どちらかといえばあてはま

らない」が 7.7%となり，多くの教員が生徒にとって良い基盤と認識していることが明ら

かとなった．なお，情報科を不必要と捉えているかについて，「どちらかといえばあては

まらない」が 38.5%，「あてはまらない」が 61.5%であったことから，必要性を感じて

いることも明らかとなった．このほかに，授業の実践について他の教員による他教科の

授業並みにうまくやれているかについては，「あてはまる」が 7.7%，「どちらかといえば

あてはまる」が 38.5%，「どちらかといえばあてはまらない」が 46.2%，「あてはまらな

い」が 7.7%となり，授業の実施に自信がない教員がどちらかといえば多いことが判明し

た．情報科には他教科よりも有意な点として自慢できることがあるかについて尋ねた結

果，「どちらかといえばあてはまる」が 7.7%，「どちらかといえばあてはまらない」が 5
3.8%，「あてはまらない」が 38.5%となり，自慢できる点があるとする回答が比較的多

いという結果となった．また，情報科に対して肯定的かどうかに関しては，「あてはま

る」が 23.1%，「どちらかといえばあてはまる」が 69.2%，「どちらかといえばあてはま

らない」が 7.7%となり，肯定的な感情を持っていると回答する教員が比較的多い結果と

なった．さらに，情報科の学習内容に対する満足感を尋ねた設問では，「どちらかといえ

ばあてはまる」が 38.5%，「どちらかといえばあてはまらない」が 61.5%となり，現状

に満足していないとする回答が多くなるという結果となった．最後に，情報科の有用性

を尋ねた設問については，「どちらかといえばあてはまらない」が 46.2%，「あてはまら

ない」が 53.8%となり，多くの教員が役に立つ教科であると認識していることが明らか

となった（表 4-11）． 
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表 4-11 情報科に対する教科肯定感情（単位：%） 
 

 

あてはまる 

どちらかと 

いえば 

あてはまる 

どちらかと 
いえばあてはま

らない 

 
あてはまらない 

(1)情報科は、他教科並みに価値のある教科である。 53.8 30.8 15.4 0.0 
(2)情報科は、生徒にとって色々良い基盤になる。 53.8 38.5 7.7 0.0 
(3)情報科は、不必要だ。 0.0 0.0 38.5 61.5 
(4)情報科の授業を、他教員による他教科の授業並みに
うまくやれている。 

7.7 38.5 46.2 7.7 

(5)情報科には、自慢できるところがない。 0.0 7.7 53.8 38.5 
(6)情報科に対して肯定的である。 23.1 69.2 7.7 0.0 
(7)情報科にほぼ満足である。 0.0 38.5 61.5 0.0 
(8)情報科は、役に立たない教科である。 0.0 0.0 46.2 53.8 

 
 
［問 12］技術科と情報科について、以下の設問についてご自身の考えと当てはまるもの

をお答えください。【択一】 
 
［問 12-1］技術科は、他の教科並に価値のある教科である。 
［問 12-9］情報科は、他の教科並に価値のある教科である。 
技術科と情報科を他教科と同様に価値があるかという設問では，技術科については

「あてはまる」が 33.3%，「どちらかといえばあてはまる」が 61.1%，「どちらかといえ

ばあてはまらない」が 5.6%となり，情報科については，「あてはまる」が 50.0%，「ど

ちらかといえばあてはまる」が 33.3%，「どちらかといえばあてはまらない」が 16.7%
であり，技術科と情報科に対して他教科並みに価値を感じている教員が多い結果となっ

た． 
 
［問 12-2］技術科は、生徒にとって色々良い基盤になる。 
［問 12-10］情報科は、生徒にとって色々良い基盤になる。 
技術科と情報科の学習内容が生徒の将来にとってよい基盤となるかについては，技術

科については「あてはまる」が 27.8%，「どちらかといえばあてはまる」が 66.7%，「ど

ちらかといえばあてはまらない」が 5.6%となり，情報科については「あてはまる」が 4
4.4%，「どちらかといえばあてはまる」が 50.0%，「どちらかといえばあてはまらない」

が 5.6%となり，多くの教員が生徒にとって良い基盤と認識していることが明らかとなっ

た． 
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［問 12-3］技術科は、不必要だ。 
［問 12-11］情報科は、不必要だ。 
技術科と情報科を不必要と捉えているかについて，技術科については「どちらかとい

えばあてはまらない」が 44.4%，「あてはまらない」が 55.6%であり，情報科について

は「どちらかといえばあてはまらない」が 38.9%，「あてはまらない」が 61.1%とな

り，多くの教員が技術科と情報科の必要性を感じていることが明らかとなった． 
 
［問 12-4］技術科の授業を、他教員による他教科の授業並みにうまくやれている。 
［問 12-12］情報科の授業を、他教員による他教科の授業並みにうまくやれている。 
授業の実践について他の教員による他教科の授業並みにうまくやれているかについ

て，技術科は「あてはまる」が 11.8%，「どちらかといえばあてはまる」が 35.3%，「ど

ちらかといえばあてはまらない」が 47.1%，「あてはまらない」が 5.9%となり，情報科

については「あてはまる」が 22.2%，「どちらかといえばあてはまる」が 33.3%，「どち

らかといえばあてはまらない」が 33.3%，「あてはまらない」が 11.1%となり，授業の

実施に自信がない教員がどちらかといえば多いことが判明した． 
 
［問 12-5］技術科には、自慢できるところがない。 
［問 12-13］情報科には、自慢できるところがない。 
技術科と情報科には他教科よりも有意な点として自慢できることがあるかについて尋

ねた結果，技術科については「どちらかといえばあてはまる」が 11.1%，「どちらかとい

えばあてはまらない」が 50.0%，「あてはまらない」が 38.9%となり，情報科について

は「どちらかといえばあてはまる」が 22.2%，「どちらかといえばあてはまらない」が 3
8.9%，「あてはまらない」が 38.9%となり，自慢できる点があるとする回答が比較的多

いという結果となった． 
 
［問 12-6］技術科に対して肯定的である。 
［問 12-14］情報科に対して肯定的である。 
技術科と情報科に対して肯定的かどうかに関して，技術科については，「あてはまる」

が 22.2%，「どちらかといえばあてはまる」が 72.2%，「どちらかといえばあてはまらな

い」が 5.6%となり，情報科については，「あてはまる」が 38.9%，「どちらかといえば

あてはまる」が 55.6%，「どちらかといえばあてはまらない」が 5.6%となり，肯定的な

感情を持っていると回答する教員が比較的多い結果となった． 
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［問 12-7］技術科にほぼ満足である。 
［問 12-15］情報科にほぼ満足である。 
技術科と情報科の学習内容に対する満足感を尋ねた設問では，「あてはまる」が 5.

6%，「どちらかといえばあてはまる」が 38.9%，「どちらかといえばあてはまらない」が

55.6%となり，情報科では「あてはまる」が 5.6%，「どちらかといえばあてはまる」が

66.7%，「どちらかといえばあてはまらない」が 22.2%，「あてはまらない」が 5.6%とな

り，技術科に関しては比較的現状に満足していないとする回答が多く，情報科に関して

は比較的現状に満足しているとする回答が多いという結果となった． 
 
［問 12-8］技術科は、役に立たない教科である。 
［問 12-16］情報科は、役に立たない教科である。 
技術科と情報科の有用性を尋ねた設問については，技術科では，「どちらかといえばあ

てはまらない」が 35.3%，「あてはまらない」が 64.7%となり，情報科では，「どちらか

といえばあてはまらない」が 50.0%，「あてはまらない」が 50.0%となり，多くの教員

が両教科ともに役に立つ教科であると認識していることが明らかとなった．［問 12］全

体の結果については，以下の表 4-12 に示す． 
 

表 4-12 技術科と情報科に対する教科肯定感情（単位：%） 
 あてはまる 

どちらかと 

いえば 

あてはまる 

どちらかと 

いえば 

あてはまらない 

あてはまらない 

(1)技術科は、他の教科並みに価値のある教科である。 33.3 61.1 5.6 0.0 
(2)技術科は、生徒にとって色々良い基盤になる。 27.8 66.7 5.6 0.0 
(3)技術科は、不必要だ。 0.0 0.0 44.4 55.6 
(4)技術科の授業を、他教員による他教科の授業並みにうまくやれている。 11.8 33.3 44.4 5.9 
(5)技術科には、自慢できるところがない。 0.0 11.1 50.0 38.9 
(6)技術科に対して肯定的である。 22.2 72.2 0.0 5.6 
(7)技術科にほぼ満足である。 5.6 38.9 55.6 0.0 
(8)技術科は、役に立たない教科である。 0.0 0.0 33.3 61.1 
(9)情報科は、他教科並みに価値のある教科である。 50.0 33.3 16.7 0.0 
(10)情報科は、生徒にとって色々良い基盤になる。 44.4 50.0 5.6 0.0 
(11)情報科は、不必要だ。 0.0 0.0 35.3 64.7 
(12)情報科の授業を、他教員による他教科の授業並みにうまくやれている。 22.2 33.3 33.3 11.1 
(13)情報科には、自慢できるところがない。 0.0 22.2 38.9 38.9 
(14)情報科に対して肯定的である。 38.9 55.6 5.6 0.0 
(15)情報科にほぼ満足である。 5.6 66.7 22.2 5.6 
(16)情報科は、役に立たない教科である。 0.0 0.0 50.0 50.0 
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4.4.4 情報教育担当教員の被援助志向性の有無 
 近年では教員の職務はその種類や量が増加し，授業準備に割り当てる時間を十分

に確保できなくなっているほかに，技術科および情報科では，前述したように様々

な課題が生じている．このような課題を解決するには一方的な支援ではなく，困難

な場面に遭遇した教員自らが援助を求める働きかけを行う必要があることから，教

員の被援助志向性について考慮する必要がある． 
 そこで［問 13］では，技術科および情報科における情報教育の現状と指摘されている

課題についてどのように認識しているのかを調査した．小問については，田村（2001）
が開発し，信頼性が認められた「被援助志向性」尺度の 2 因子 11 問を参考にした上

で，一部設問を増やした 15 問を設定して使用することとした．回答方法は「あてはま

る」，「ややあてはまる」，「ややあてはまらない」，「あてはまらない」の 4 件法である．

以下に中問ごとの結果を示す． 
 
［問 13］技術科，情報科に関する困っていることを解決しようとするとき、以下の設問

についてご自身の考えとあてはまるものをお答えください【択一】 
 
［問 13-1］困っていることを解決するために、他者からの助言や援助が欲しい。 
 他者からの助言や援助については，「あてはまる」が 21.1%，「ややあてはまる」が 5
2.6%，「ややあてはまらない」が 15.8%，「あてはまらない」が 10.5%，となり，比較的

多くの教員が欲していることが明らかとなった． 
 
［問 13-2］自分が困っているときには、話を聞いてくれる人が欲しい。 
 困っていることに対する話し相手については，「あてはまる」が 15.8%，「ややあては

まる」が 63.2%，「ややあてはまらない」が 10.5%，「あてはまらない」が 10.5%とな

り，相談相手を欲していることが明らかとなった． 
 
［問 13-3］困っていることを解決するために、自分と一緒に対処してくれる人が欲し

い。 
 困っていることに共同して対処してくれる人の存在については，「あてはまる」が 22.
2%，「ややあてはまる」が 72.2%，「あてはまらない」が 5.6%となり，困難な事柄が生

じた時に共同して対処にあたることのできる人を欲していることが判明した． 
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［問 13-4］自分は、よほどのことがない限り、人に相談することがない。 
 回答者の人に相談する機会については，「あてはまる」が 15.8%，「ややあてはまる」

が 26.3%，「ややあてはまらない」が 31.6%，「あてはまらない」が 26.3%となり，相談

することの頻度は低くないという結果となった． 
 
［問 13-5］何事も他人に頼らず、自分で解決したい。 
 問題の解決にあたって，他人の助力を得ずに独力での解決を志向しているか尋ねた結

果，「ややあてはまる」が 36.8%，「ややあてはまらない」が 31.6%，「あてはまらな

い」が 31.6%となり，問題は他の教員と共同して解決しようと志向している教員が多い

ことは明らかになった． 
 
［問 13-6］他人の援助や助言は、あまり役立たないと思っている。 
 問題解決のために必要となる助言の有効性については，「ややあてはまる」が 15.
8%，「ややあてはまらない」が 47.4%，「あてはまらない」が 36.8%となったことから，

比較的多くの教員が他の教員からの助言が有効であると感じていることが判明した． 
 
［問 13-7］自分の周りの人に助けられながら、上手くやっていきたい。 
 教員としての職務を円滑に遂行する上で，他の教員からの手助けをどのように捉える

のかについては，「あてはまる」が 36.8%，「ややあてはまる」が 36.8%，「ややあては

まらない」が 21.1%，「あてはまらない」が 5.3%となり，多くの教員が援助を得ながら

上手く職務を遂行していきたいと考えている結果が得られた． 
 
［問 13-8］人に相談したり援助を求めるとき、いつも心苦しさを感じる。 
 回答者が援助を求めるときの心情については，「あてはまる」が 5.3%，「ややあてはま

る」が 36.8%，「ややあてはまらない」が 36.8%，「あてはまらない」が 21.1%となり，

比較的多くの教員は心苦しさを感じていないことが判明した． 
 
［問 13-9］他人からの助言や援助を受けることに、抵抗がある。 
 他の教員等からのアドバイス等を受け入れることに対する抵抗感については，「ややあ

てはまる」が 10.5%，「ややあてはまらない」が 57.9%，「あてはまらない」が 31.6%と

なり，抵抗感を覚えない教員が多い結果となった．  
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［問 13-10］人は誰でも、相談や援助を求められたら、煩わしく感じると思う。 
 他教員からアドバイス等を求められることに対する抵抗感については，「ややあてはま

る」が 5.3%，「ややあてはまらない」が 68.4%，「あてはまらない」が 26.3%となり，

抵抗感を感じないとする回答が多い結果となった． 
 
［問 13-11］自分が困っているとき、周りの人には、そっとしておいて欲しい。 
 他人からのアドバイス等への拒絶的感情については，「あてはまる」が 5.3%，「ややあ

てはまる」が 10.5%，「ややあてはまらない」が 57.9%，「あてはまらない」が 26.3%と

なり，困難な場面に遭遇した場合，多くの教員が支援を求めていることが判明した． 
 
［問 13-12］困っていることを解決しようとしても、相談する時間がない。 
 回答者が悩みごとなどを相談するときの時間の有無については，「あてはまる」が 15.
8%，「ややあてはまる」が 52.6%，「ややあてはまらない」が 15.8%，「あてはまらな

い」が 15.8%となり，比較的多くの教員が相談する時間がないと考えていることが明ら

かとなった． 
 
［問 13-13］困っていることを解決しようとしても、相談できる場所がない。 
 困ったことを相談するための場所の有無については，「あてはまる」が 10.5%，「やや

あてはまる」が 31.6%，「ややあてはまらない」が 47.4%，「あてはまらない」が 10.5%
となり，比較的多くの教員が相談するための場所には困っていないと考えている結果が

判明した． 
 
［問 13-14］相談しようとしても、困っていることの内容を理解できる人が周りにいな

い。 
 困ったことを相談しようとした際に相談内容を理解できる相手の有無について，「あて

はまる」が 15.8%，「ややあてはまる」が 57.9%，「ややあてはまらない」が 21.1%，

「あてはまらない」が 5.3%となり，比較的多くの教員が相談内容を理解されていないと

考えていることが明らかとなった． 
 
［問 13-15］困っていることを解決するために、学会や研究会に参加することがある。 
 困ったことを解決することを目的に専門性の高い他者に相談しに学会や研究会に参

加することに対しては，「あてはまる」が 16.7%，「ややあてはまる」が 27.8%，「やや

あてはまらない」が 27.8%，「あてはまらない」が 27.8%となり，どちらかといえば参

加しない教員が多いという結果となった．［問 13］全体の結果については，以下の表 4-
13 に示す． 
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表 4-13 被援助志向性尺度（単位：%）  

 あてはまる 

どちらかと 
いえば 

あてはまる 

どちらかと 
いえばあてはま

らない 
あてはまらない 

(1)困っていることを解決するために、他者からの助言や援助が欲しい。  21.1 52.6 15.8 10.5 
(2)自分が困っているときには、話を聞いてくれる人が欲しい。  15.8 63.2 10.5 10.5 
(3)困っていることを解決するために、自分と一緒に対処して
くれる人が欲しい。 

22.2 72.2 0.0 5.6 

(4)自分は、よほどのことがない限り、人に相談することがない。  15.8 26.3 31.6 26.3 
(5)何事も他人に頼らず、自分で解決したい。 0.0 36.8 31.6 31.6 
(6)他人の援助や助言は、あまり役立たないと思っている。 0.0 15.8 47.4 36.8 
(7)自分の周りの人に助けられながら、上手くやっていきたい。  36.8 36.8 21.1 5.3 
(8)人に相談したり援助を求めるとき、いつも心苦しさを感じる。  5.3 36.8 36.8 21.1 
(9)他人からの助言や援助を受けることに、抵抗がある。 0.0 10.5 57.9 31.6 
(10)人は誰でも、相談や援助を求められたら、煩わしく感じると思う。  0.0 5.3 68.4 26.3 
(11)自分が困っているとき、周りの人には、そっとしておいて欲しい。  5.3 10.5 57.9 26.3 
(12)困っていることを解決しようとしても、相談する時間がない。  15.8 52.6 15.8 15.8 
(13)困っていることを解決しようとしても、相談できる場所がない。  10.5 31.6 47.4 10.5 
(14)相談しようとしても、困っていることの内容を理解でき
る人が周りにいない。 

15.8 57.9 21.1 5.3 

(15)困っていることを解決するために、学会や研究会に参加
することがある。 

16.7 27.8 27.8 27.8 

 
 
 

4.4.5 教科の意義に対する意識 
［問 14］では，技術科と情報科における情報教育の意義と今後の方向性について，回

答者が要素ごとにどのように認識しているのか調査した．本設問は小問 17 問で構成

し，回答方法は「とてもそう思う」，「ややそう思う」，「あまりそう思わない」，「全くそ

う思わない」の 4 件法である．以下に設問ごとの結果を示す． 
 
［問 14-1］技術科と情報科で、情報教育を専門的に扱うことは必要である。 
 技術科と情報科で専門的の情報教育を扱うことの必要性については，「とてもそう思

う」が 36.8%，「ややそう思う」が 52.6%，「あまりそう思わない」が 10.5%となり，多

くの教員が専門性の高さを認識していることが明らかとなった． 
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［問 14-2］技術科と情報科は、他教科より生徒を引き付ける魅力がある。 
 教科の魅力については，「とてもそう思う」が 26.3%，「ややそう思う」が 47.4%，

「あまりそう思わない」が 26.3%となり，比較的多くの教員が他教科に比べ魅力がある

と認識している結果となった． 
 
［問 14-3］技術科と情報科における情報教育の意義を説明することができる。 
 技術科と情報科における情報教育の意義を説明できるかについては，「とてもそう思

う」が 42.1%，「ややそう思う」が 36.8%，「あまりそう思わない」が 21.1%となり，多

くの教員が意義を説明できると思っていることが判明した． 
 
［問 14-4］技術科と情報科は、受験教科ではないので他教科ほどの専門性はない。 
専門性と受験教科でないことの関係については，「ややそう思う」が 31.6%，「あまり

そう思わない」が 31.6%，「全くそう思わない」が 36.8%となり，多くの教員は受験教

科であることが教科の専門性と関係があるとは思っていないという結果となった． 
 
［問 14-5］技術科と情報科は、授業時数が少ないので他教科ほどの専門性はない。 
 専門性と授業時数の関係については，「とてもそう思う」が 10.5%，「ややそう思う」

が 15.8%，「あまりそう思わない」が 47.4%，「全くそう思わない」が 26.3%となり，多

くの教員は授業時数が少ないことが教科の専門性と関係があるとは思っていないという

結果となった． 
 
［問 14-6］技術科と情報科の、担当教員は校内のＩＴインフラ整備等を担当する必要は

ない。 
 技術科と情報科を担当する教員が校内の IT インフラを整備する機会が多いことか

ら，担当することの必要性については，「とてもそう思う」が 21.1%，「ややそう思う」

が 47.4%，「あまりそう思わない」が 21.1%，「全くそう思わない」が 10.5%となり，情

報教育に携わるからといって IT インフラの整備を担当する必要はないと考える教員が

多いという結果となった． 
 
［問 14-7］技術科と情報科は、受験教科ではないので主要５教科より立場が低い。 
 技術科，情報科と主要 5 教科の立場の関係性に受験教科が影響しているのかについて

は，「とてもそう思う」が 21.1%，「ややそう思う」が 57.9%，「あまりそう思わない」

が 10.5%，「全くそう思わない」が 10.5%となり，受験教科でないために校内での教科

の立場は低いと認識していることが明らかとなった． 
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［問 14-8］技術科と情報科は、授業時数が少ないので主要５教科より立場が低い。 
 技術科，情報科と主要 5 教科の立場の関係性に授業時数が影響しているのかについて

は，「とてもそう思う」が 15.8%，「ややそう思う」が 36.8%，「あまりそう思わない」

が 26.3%，「全くそう思わない」が 21.1%となり，どちらかといえば多くの教員は授業

時数が主要 5 教科より少ないために立場が低いと考えていることが判明した． 
 
［問 14-9］技術科と情報科は、授業時数が少ないので連携していく必要がある。 
 技術科と情報科の連携の必要性について授業時数が影響しているのかについて，「とて

もそう思う」が 31.6%，「ややそう思う」が 57.9%，「あまりそう思わない」が 5.3%，

「全くそう思わない」が 5.3%となり，連携する理由として授業時間数を挙げられると考

えている回答者が多いという結果となった． 
 
［問 14-10］技術科と情報科は、同じ情報学を取り扱うので連携していく必要がある。 
 技術科と情報科の連携の必要性について同じ情報学を取り扱うことが影響しているの

かについては，「とてもそう思う」が 31.6%，「ややそう思う」が 57.9%，「あまりそう

思わない」が 5.3%，「全くそう思わない」が 5.3%となり，連携する理由として同じ情報

学を扱っていることを挙げられると考えている回答が多く得られた． 
 
［問 14-11］技術科と情報科は、担当教員が少ないので連携していく必要がある。 
 技術科と情報科の連携の必要性について担当教員が少ないことが影響しているのかに

ついては，「とてもそう思う」が 36.8%，「ややそう思う」が 52.6%，「あまりそう思わ

ない」が 5.3%，「全くそう思わない」が 5.3%となり，連携する理由として担当教員が少

ないことを挙げられると考えている回答が多く得られた． 
 
［問 14-12］技術科と情報科では、コンピュータ等の機器操作ができれば十分である。 
 技術科と情報科における情報教育で取り扱う内容の程度については，コンピュータ等

の機器操作で充分であるかについては「ややそう思う」が 10.5%，「あまりそう思わな

い」が 42.1%，「全くそう思わない」が 47.4%となり，機器操作以上の内容が必要と考

えていることが明らかとなった． 
 
［問 14-13］技術科と情報科における授業内容は、社会の進展に適宜対応していく必要

がある。 
 授業内容の社会の進展との対応については，適宜対応する必要があるかについては

「とてもそう思う」が 47.4%，「ややそう思う」が 47.4%，「あまりそう思わない」が 5.
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3%となり，社会の進展に適宜対応していく必要性があると感じている回答が多い結果と

なった． 
 
［問 14-14］技術科と情報科に専任の教員は、配置する必要はない。 
 情報教育を担当する教員の専門性に関して専任教員を配置するかについては，「ややそ

う思う」が 5.3%，「あまりそう思わない」が 26.3%，「全くそう思わない」が 68.4%と

なり，情報教育の担当者は専任教員である必要があるとする回答を多く得ることができ

た． 
 
［問 14-15］技術科と情報科に、「情報の科学的な理解」の内容を追加していく必要はな

い。 
 技術科と情報科における情報教育の内容に関して，「情報の科学的な理解」の学習内容

を今後追加していくことの不必要性については，「ややそう思う」が 5.3%，「あまりそう

思わない」が 42.1%，「全くそう思わない」が 52.6%となり，「情報の科学的な理解」に

関する学習内容は追加する必要があると考えていることが明らかとなった． 
 
［問 14-16］技術科と情報科以外で、「情報活用の実践力」を養う必要はない。 
 「情報活用の実践力」の学習内容を技術科と情報科以外で指導することの不必要性に

ついては，「あまりそう思わない」が 31.6%，「全くそう思わない」が 68.4%となり，回

答した全ての教員が両教科以外での「情報活用の実践力」に関する学習内容を指導する

必要があると考えていることが判明した． 
 
［問 14-17］技術科と情報科よりも、道徳で「情報社会に参画する態度」を養う必要は

ない。 
 「情報社会に参画する態度」の育成に関する学習について道徳で指導することの不

必要性については，「ややそう思う」が 10.5%，「あまりそう思わない」が 31.6%，「全

くそう思わない」が 57.9%という結果となり，多くの教員が道徳で「情報社会に参画す

る態度」を育成する必要性を感じていることが明らかとなった．［問 14］全体の結果に

ついては，以下の表 4-14 に示す． 
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表 4-14 教科の意義に関する意識（単位：%） 
 とても 

そう思う 

そう思う 

あまりそう 
思わない 

全くそう 

思わない 

(1)技術科と情報科で、情報教育を専門的に扱うことは必要である。  36.8 52.6 10.5 0.0 
(2)技術科と情報科は、他教科より生徒を引き付ける魅力がある。  26.3 47.4 26.3 0.0 
(3)技術科と情報科における情報教育の意義を説明することができる。  42.1 36.8 21.1 0.0 
(4)技術科と情報科は、受験教科ではないので他教科ほどの専門性はない。 0.0 31.6 31.6 36.8 
(5)技術科と情報科は、授業時数が少ないので他教科ほどの専門性はない。 10.5 15.8 47.4 26.3 
(6)技術科と情報科の、担当教員は校内のＩＴインフラ整備等
を担当する必要はない。 

21.1 47.4 21.1 10.5 

(7)技術科と情報科は、受験教科ではないので主要５教科より立場が低い。 21.1 57.9 10.5 10.5 
(8)技術科と情報科は、授業時数が少ないので主要５教科より立場が低い。 15.8 36.8 26.3 21.1 
(9)技術科と情報科は、授業時数が少ないので連携していく必要がある。  31.6 57.9 5.3 5.3 
(10)技術科と情報科は、同じ情報学を取り扱うので連携して
いく必要がある。 

31.6 57.9 5.3 5.3 

(11)技術科と情報科は、担当教員が少ないので連携していく必要がある。  36.8 52.6 5.3 5.3 
(12)技術科と情報科では、コンピュータ等の機器操作ができ
れば十分である。 

0.0 10.5 42.1 47.4 

(13)技術科と情報科における授業内容は、社会の進展に適宜
対応していく必要がある。 

47.4 47.4 5.3 0.0 

(14)技術科と情報科に専任の教員は、配置する必要はない。 0.0 5.3 26.3 68.4 
(15)技術科と情報科に、「情報の科学的な理解」の内容を追
加していく必要はない。 

0.0 5.3 42.1 52.6 

(16)技術科と情報科以外で、「情報活用の実践力」を養う必要はない。  0.0 0.0 31.6 68.4 
(17)技術科と情報科よりも、道徳で「情報社会に参画する態
度」を養う必要はない。 

0.0 10.5 31.6 57.9 

 
 
 

4.4.6 技術科と情報科への要請 
［問 15］と［問 16］では，技術科と情報科を担当する教員が，両教科に対して求め

る学習内容や必要と考える活動について尋ねる設問を設定した． 
 
［問 15］技術科に対して求めること、必要だと思うことを以下の選択肢からお選びくだ

さい。【複数】 
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 技術科と情報科を担当する教員が技術科に対して要請していることについては，コン

ピュータの基本的な操作の習得が 17.6%，インターネット，SNS 等の利用に必要な情報

モラルの習得が 16.5%，プログラミング学習の徹底が 4.4%，機器操作に対する苦手意

識の克服が 13.2%，技術科の内容の復習が 9.9%，技術科の実践事例の情報交換，提供

が 9.9%，両教科の連続的，体系的なカリキュラムの策定が 13.2%，両教科の教員間で

の交流が 12.1%，両教科での研修の共同開催が 3.3%という結果となった．技術科にお

いては機器操作の習得を重視する回答が多い結果となった（表 4-15）． 
 

表 4-15 情報科に対して求めること，必要だと思うこと 
 割合（%） 
コンピュータの基本的な操作の習得 17.6 
インターネット、ＳＮＳ等の利用に必要な情報モラルの習得 16.5 
機器操作に対する苦手意識の克服 13.2 
両教科の連続的、体系的なカリキュラムの策定 13.2 
両教科の教員間での交流 12.1 
技術科の内容の復習 9.9 
技術科の実践事例の情報交換、提供 9.9 
プログラミング学習の徹底 4.4 
両教科間での研修の共同開催 3.3 

 
 
［問 16］技術科に対して求めること、必要だと思うことを以下の選択肢からお選びくだ

さい。【複数】 
 技術科と情報科を担当する教員が情報科に対して要請していることについては，コン

ピュータの基本的な操作の習得が 10.5%，インターネット，SNS 等の利用に必要な情報

モラルの習得が 20.9%，プログラミング学習の徹底が 9.3%，機器操作に対する苦手意

識の克服が 12.8%，技術科の内容の定着が 3.5%，情報科の実践事例の情報交換，提供

が 17.4%，両教科の連続的，体系的なカリキュラムの策定が 10.5%，両教科の教員間で

の交流が 10.5%，両教科での研修の共同開催が 4.7%という結果となった．情報科にお

いては生徒への情報モラルの習得や実践事例の情報交換を必要としている回答が多い結

果となった（表 4-16）． 
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表 4-16 技術科に対して求めること，必要だと思うこと 

 割合（%） 
インターネット、ＳＮＳ等の利用に必要な情報モラルの習得 20.9 
技術科の実践事例の情報交換、提供 17.4 
機器操作に対する苦手意識の克服 12.8 
コンピュータの基本的な操作の習得 10.5 
両教科の連続的、体系的なカリキュラムの策定 10.5 
両教科の教員間での交流 10.5 
プログラミング学習の徹底 9.3 
両教科間での研修の共同開催 4.7 
技術科の内容の定着 3.5 

 
 
 

4.4.7 両教科の連携に対する意識 
［問 17］では，体系的・連続的な情報教育の実践に技術科と情報科の連携が役に立つ

か「はい」か「いいえ」の 2 択式の設問を設定し，［問 18］と［問 19］でその理由につ

いて尋ねる設問を設定した．「はい」と回答したのは 18 件，「いいえ」と回答したのは 1
件であった． 
 
［問 17］回答した理由について、ご自身の考えと当てはまるものを以下の選択肢からお

選びください。【複数】 
両教科の連携が体系的・連続的な情報教育に不必要としたその理由については，学習

指導要領に明記されているから。が 17.9%，指導する学問領域が同じだから。が 53.
6%，授業時間数が他の教科と比べ少ないから。が 25.0%，両教科の免許を持っているか

ら。が 3.6%という結果となった．技術科と情報科が同じ学問領域を取り扱っていること

を連携する理由として考えている教員が比較的多いということが判明した（表 4-17）． 
 

表 4-17 連携が必要だと考える理由 
 割合（%） 
指導する学問領域が同じだから。 53.6 
授業時間数が他の教科と比べ少ないから。 25.0 
学習指導要領に明記されているから。 17.9 
両教科の免許を持っているから。 3.6 
免許取得時、研修で必要性を説かれたから。 0.0 
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［問 18］回答した理由について、ご自身の考えと当てはまるものを以下の選択肢からお

選びください。【複数】 
両教科の連携が体系的・連続的な情報教育に不必要としたその理由については，教科

内容に関係性がないから。が 33.3%，お互いに授業時間数が他の教科と比べ少ないか

ら。が 33.3%，連携を考える人的、時間的余裕がないから。が 33.3%という結果となっ

た．なお，不必要とした回答は 1 件のみであったことから回答者の傾向が明らかとは言

えない（表 4-18）． 
 

表 4-18 連携が必要でないと考える理由 
 割合（%） 
連携を考える人的、時間的余裕がないから 33.3 
教科内容に関係性がないから。 33.3 
お互いに授業時間数が他の教科と比べ少ないから。 33.3 
免許区分が異なるから。 0.0 
免許取得時、研修で必要性を説かれなかったから。 0.0 
連携するほど教科内容が充実していないから。 0.0 
学習指導要領に明記されている内容まで取り扱えていないから。 0.0 
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4.4.8 クロス集計および検定の結果 
 本調査では，回答者の属性に関する項目と 4 段階尺度を用いた全ての設問項目に対し

てクロス集計を行った．4 段階尺度を用いた設問は，両教科の学習内容に対する現状と

認識について尋ねた［問 7］から［問 9］，両教科に対する肯定感について尋ねた［問 1
0］から［問 12］，被援助志向性について尋ねた［問 13］，両教科の価値と今後の方向性

について尋ねた［問 14］の合計 80 問である．属性については，教職経験年数，役職，

出身学部系統，情報科免許取得時期，指導免許状，指導教科を対象とした．また本節で

は 3.4.5 と同様の手法でカイ 2 乗検定および t 検定を用いた検定を実施した．検定結果

についても有意差が認められた結果のみを取り扱うこととする．全てのクロス表とカイ

2 乗検定，t 検定の検定結果は附録 4-2 に示す． 
 
 

4.4.8.1 教職経験年数 
 本属性では，検定を行う前に，情報科が新設された 1998 年を分割の目安とし，選

択肢内で最も近い回答であった，教職経験年数の 11～20 年と 20～30 年の選択肢を境

界として設定することとした．実際の検定の結果は以下の通りである（表 4-19～表 4-
28）． 
 
［問 11-7］情報科にほぼ満足である。 
 教職経験年数 20 年以下と 21 年以上の情報科を担当する教員間での情報科に対する

充足感について，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意に教職経験年数が 21 年以上の教

員の方が満足感が高いことが分かる．また，t 検定では，5%水準で有意に教職経験年

数が 21 年以上の教員の方が満足度が高いことが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.015<0.0
5，df=1，t 検定：t=-3.034，df=11，p=0.011<0.05）． 
 
［問 12-11］情報科は、不要だ。 
 教職経験年数 20 年以下と 21 年以上の両教科を担当する教員間での情報科の必要性

について，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意に教職経験年数が 20 年以下の教員の方

が必要と考えていることが分かる．また，t 検定では，5%水準で有意に教職経験年数

が 20 年以下の教員の方が必要と考えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.024<
0.05，df=1，t 検定：t=-2.516，df=16，p=0.023<0.05）． 
 
［問 15］技術科に対して求めること，必要だと思うことを以下の選択肢からお選びく

ださい。 
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 教職経験年数 20 年以下と 21 年以上の情報科を担当する教員間で，技術科に対して

求めることとして技術科の内容の定着を挙げた教員について，カイ 2 乗検定では，5%
水準で有意に教職経験年数が 20 年以下の教員の方が必要であると考えていることが

分かる．また，t 検定では，5%水準で有意に教職経験年数が 20 年以下の教員の方が

必要であると考えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.027<0.05，df=1，t 検
定：t=2.419，df=17，p=0.027<0.05）． 
 
［問 16］情報科に対して求めること，必要だと思うことを以下の選択肢からお選びく

ださい。 
 教職経験年数 20 年以下と 21 年以上の技術科を担当する教員間で，情報科に対して

求めることとして両教科での教員間の交流を挙げた教員について，カイ 2 乗検定で

は，5%水準で有意に 20 年以下の教員の方が必要であると考えていることが分かる．

また，t 検定では，5%水準で有意に 20 年以下の教員の方が必要であることが分かる

（カイ 2 乗検定：p=0.048<0.05，df=1，t 検定：t=2.345，df=11.000，p=0.039<0.0
5）． 

 
 

表 4-19 教職経験年数＊［問 11-7］クロス表 
 ［問 11-7］ 合計 

-1 1 
教
職
経
験
年
数 

0～20 年 度数 7 1 8 
期待度数 4.9 3.1 8.0 
教職経験年数 2 の % 87.5% 12.5% 100.0% 
調整済み残差 2.4 -2.4  

21 年以上 度数 1 4 5 
期待度数 3.1 1.9 5.0 
教職経験年数 2 の % 20.0% 80.0% 100.0% 
調整済み残差 -2.4 2.4  

合計 度数 8 5 13 
期待度数 8.0 5.0 13.0 
教職経験年数 2 の % 61.5% 38.5% 100.0% 
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表 4-20 教職経験年数＊［問 11-7］カイ 2 乗検定 
 値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 5.923a 1 .015* 
尤度比 6.291 1 .012 
有効なケースの数 13   

a. 4 セル (100.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 1.92 です。 
b. 2x2 表に対してのみ計算 

*p<.05，**p<.01 
 
 

表 4-21 教職経験年数＊［問 12-11］クロス表 
 ［問 12-11］ 合計 

-2 -1 
教
職
経
験
年
数 

0～20 年 度数 9 2 11 
期待度数 6.7 4.3 11.0 
教職経験年数 2 の % 81.8% 18.2% 100.0% 
調整済み残差 2.3 -2.3  

21 年以上 度数 2 5 7 
期待度数 4.3 2.7 7.0 
教職経験年数 2 の % 28.6% 71.4% 100.0% 
調整済み残差 -2.3 2.3  

合計 度数 11 7 18 
期待度数 11.0 7.0 18.0 
教職経験年数 2 の % 61.1% 38.9% 100.0% 

 
 
 

表 4-22 教職経験年数＊［問 12-11］カイ 2 乗検定 
 値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 5.103a 1 .024* 
尤度比 5.250 1 .022 
有効なケースの数 18   
a. 3 セル (75.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 2.72 です。 
b. 2x2 表に対してのみ計算 

*p<.05，**p<.01 
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表 4-23 教職経験年数＊［問 15］クロス表 

 技術科の内容の定着 合計 
0 1 

教
職
経
験
年
数 

0～20 年 度数 4 8 12 
期待度数 6.3 5.7 12.0 
教職経験年数 2 の % 33.3% 66.7% 100.0% 
調整済み残差 -2.2 2.2  

21 年以上 度数 6 1 7 
期待度数 3.7 3.3 7.0 
教職経験年数 2 の % 85.7% 14.3% 100.0% 
調整済み残差 2.2 -2.2  

合計 度数 10 9 19 
期待度数 10.0 9.0 19.0 
教職経験年数 2 の % 52.6% 47.4% 100.0% 

 
 
 

表 4-24 教職経験年数＊［問 15］カイ 2 乗検定 
 値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 4.866a 1 .027* 
尤度比 5.269 1 .022 
有効なケースの数 19   

a. 2 セル (50.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 3.32 です。 
b. 2x2 表に対してのみ計算 

*p<.05，**p<.01 
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表 4-25 教職経験年数＊［問 16］クロス表 
 両教科の教員間での交流 合計 

0 1 
教
職
経
験
年
数 

0～20 年 度数 3 9 12 
期待度数 5.1 6.9 12.0 
教職経験年数 2 の % 25.0% 75.0% 100.0% 
調整済み残差 -2.0 2.0  

21 年以上 度数 5 2 7 
期待度数 2.9 4.1 7.0 
教職経験年数 2 の % 71.4% 28.6% 100.0% 
調整済み残差 2.0 -2.0  

合計 度数 8 11 19 
期待度数 8.0 11.0 19.0 
教職経験年数 2 の % 42.1% 57.9% 100.0% 

 
 
 

表 4-26 教職経験年数＊［問 16］カイ 2 乗検定 
 値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 3.909a 1 .048* 
尤度比 3.992 1 .046 
有効なケースの数 19   

a. 2 セル (50.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 2.95 です。 
b. 2x2 表に対してのみ計算 

*p<.05，**p<.01 
 

  



124  

 
表 4-27 4.4.8.1 グループ統計量 

 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 11-7］ 0～20 年 8 -.75 .707 .250 

21 年以上 5 .60 .894 .400 
［問 12-11］ 0～20 年 11 -1.82 .405 .122 

21 年以上 7 -1.29 .488 .184 
［問 15］ 0～20 年 12 .67 .492 .142 

21 年以上 7 .14 .378 .143 
［問 16］ 0～20 年 12 .67 .492 .142 

21 年以上 7 .14 .378 .143 
 
 
 

表 4-28 4.4.8.1 独立サンプルの検定 
 等分散 等分散性のため

の Levene の検
定 

2 つの母平均の差の検定 

F 有意 
確率 

t df 有意
確率 

(両側) 

平均値
の差 

差の
標準
誤差 

差の 95%  
信頼区間 

下限 上限 
［問 11-7］ 仮定 .445 .519 -3.034 11 .011* -1.350 .445 -2.329 -.371 

非仮定   -2.862 7.115 .024 -1.350 .472 -2.462 -.238 
［問 12-11］ 仮定 .906 .355 -2.516 16 .023* -.532 .212 -.981 -.084 

非仮定   -2.408 11.120 .035 -.532 .221 -1.018 -.046 
［問 15］ 仮定 4.079 .059 2.419 17 .027* .524 .217 .067 .981 

非仮定   2.599 15.483 .020 .524 .202 .095 .952 
［問 16］ 仮定 50.105 .000 1.770 17 .095 .333 .188 -.064 .731 

非仮定   2.345 11.000 .039* .333 .142 .020 .646 
*p<.05，**p<.01 
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4.4.8.2 役職 
 本属性と 4 段階尺度の設問を検定するにあたり，管理職とその他の役職を 2 群に分

ける際の指標とし，管理職と教諭の 2 つの組み合わせに分けて検定を実施した．実際

の検定の結果は以下の通りである（表 4-29～表 4-32）． 
 
［問 16］情報科に対して求めること，必要だと思うことを以下の選択肢からお選びく

ださい。 
 管理職と教諭のうち技術科を担当する教員の間で，両教科間での研修の共同開催を

挙げた教員について，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意に管理職の方が必要であると

考えていることが分かる．また，t 検定では，5%水準で有意に管理職の方が必要であ

ると考えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.035<0.05，df=1，t 検定：t=-2.28
3，df=17，p=0.036<0.05）． 

 
表 4-29 役職＊［問 16］クロス表 

 両教科間での研修の共同開催 合計 
0 1 

役
職 

管理職 度数 1 2 3 
期待度数 2.4 .6 3.0 
役職、担当 2 の % 33.3% 66.7% 100.0% 
調整済み残差 -2.1 2.1  

教諭 度数 14 2 16 
期待度数 12.6 3.4 16.0 
役職、担当 2 の % 87.5% 12.5% 100.0% 
調整済み残差 2.1 -2.1  

合計 度数 15 4 19 
期待度数 15.0 4.0 19.0 
役職、担当 2 の % 78.9% 21.1% 100.0% 

 
 
 

表 4-30 役職＊［問 16］カイ 2 乗検定 
 値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 4.460a 1 .035* 
尤度比 3.681 1 .055 
有効なケースの数 19   

a. 3 セル (75.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .63 です。 
b. 2x2 表に対してのみ計算 

*p<.05，**p<.01 
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表 4-31 4.4.8.2 グループ統計量 

役職、担当 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 16］ 教諭 16 .13 .342 .085 

管理 3 .67 .577 .333 
 
 
 

表 4-32 4.4.8.2 独立サンプルの検定 
 等分散 等分散性のた

めの Levene 
の検定 

2 つの母平均の差の検定 

F 有意
確率 

t df 有意 
確率 

(両側) 

平均
値の
差 

差の
標準
誤差 

差の 95%  
信頼区間 

下限 上限 
［問 16］ 仮定 2.067 .169 -2.283 17 .036* -.542 .237 -1.042 -.041 

非仮定   -1.574 2.270 .241 -.542 .344 -1.866 .782 
*p<.05，**p<.01 

 
 
 

4.4.8.3 出身学部系統 
 本属性と 4 段階尺度の設問の間に．カイ 2 乗検定および t 検定の検定結果からは，

共通した有意な結果は認められなかった． 
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4.4.8.4 情報科免許取得時期 
本属性と 4 段階尺度の設問を検定するにあたり，規定単位の取得と臨時免許状の活

用を 2 群に分ける際の指標とし，その 2 つの組み合わせに分けて検定を実施した．実

際の検定の結果は以下の通りである（表 4-33～表 4-38） 
 
［問 15］技術科に対して求めること，必要だと思うことを以下の選択肢からお選びく

ださい。 
規定の単位を修得して情報科の免許を取得した教員と臨時免許状で対応している教

員のうち情報科を担当する教員の間で，両教科の連続的，体系的なカリキュラムの策

定を挙げた教員について，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意に規定単位を修得した教

員の方が必要であると考えていることが分かる．また，t 検定では，5%水準で有意に

規定単位を修得した教員の方が必要であると考えていることが分かる（カイ 2 乗検

定：p=0.020<0.05，df=1，t 検定：t=2.609，df=17，p=0.018<0.05）． 
 
［問 16］情報科に対して求めること，必要だと思うことを以下の選択肢からお選びく

ださい。両教科の連続的，体系的なカリキュラムの策定 
規定の単位を修得して情報科の免許を取得した教員と臨時免許状で対応している教

員のうち技術科を担当する教員の間で，両教科の連続的，体系的なカリキュラムの策

定を挙げた教員について，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意に規定単位を修得した教

員の方が必要であると考えていることが分かる．また，t 検定では，1%水準で有意に

規定単位を修得した教員の方が必要であると考えていることが分かる（カイ 2 乗検

定：p=0.013<0.05，df=1，t 検定：t=4.837，df=13.000，p=0.01<0.05）． 
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表 4-33 情報科免許取得時期＊［問 15］クロス表 
 連続的，体系的なカリキュラム 合計 

0 1 
情報科
免許取
得時期 

臨時免許状 度数 4 1 5 
期待度数 1.8 3.2 5.0 
情報科免許取得時期 2 の % 80.0% 20.0% 100.0% 
調整済み残差 2.3 -2.3  

規定単位 度数 3 11 14 
期待度数 5.2 8.8 14.0 
情報科免許取得時期 2 の % 21.4% 78.6% 100.0% 
調整済み残差 -2.3 2.3  

合計 度数 7 12 19 
期待度数 7.0 12.0 19.0 
情報科免許取得時期 2 の % 36.8% 63.2% 100.0% 

 
 
 

表 4-34 情報科免許取得時期＊［問 15］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 5.432a 1 .020* 
尤度比 5.456 1 .020 
有効なケースの数 19   

a. 2 セル (50.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 1.84 です。 
b. 2x2 表に対してのみ計算 

*p<.05，**p<.01 
 
 

表 4-35 情報科免許取得時期＊［問 16］クロス表 
 両教科の連続的、体系的な

カリキュラムの策定 
合計 

0 1 
情報
科免
許取
得時
期 

臨時免許状 度数 5 0 5 
期待度数 2.6 2.4 5.0 
情報科免許取得時期 2 の % 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 2.5 -2.5   

規定単位 度数 5 9 14 
期待度数 7.4 6.6 14.0 
情報科免許取得時期 2 の % 35.7% 64.3% 100.0% 
調整済み残差 -2.5 2.5   

合計 度数 10 9 19 
期待度数 10.0 9.0 19.0 
情報科免許取得時期 2 の % 52.6% 47.4% 100.0% 
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表 4-36 情報科免許取得時期＊［問 16］カイ 2 乗検定 

  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 6.107a 1 .013* 
尤度比 8.038 1 .005 
有効なケースの数 19     

a. 2 セル (50.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 2.37 です。 
b. 2x2 表に対してのみ計算 

*p<.05，**p<.01 
 

 
 

表 4-37 4.4.8.4 グループ統計量 
情報科免許取得時期 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 

［問 15］ 規定単位 14 .79 .426 .114 
臨時免許状 5 .20 .447 .200 

［問 16］ 規定単位 14 .64 .497 .133 
臨時免許状 5 0.00 0.000 0.000 

 
 
 

表 4-38 4.4.8.4 独立サンプルの検定 
 等分散 等分散性のため

の Levene の
検定 

2 つの母平均の差の検定 

F 有意
確率 

t df 有意 
確率 

(両側) 

平均
値の
差 

差の
標準
誤差 

差の 95% 信
頼区間 

下限 上限 
［問 15］ 仮定 .017 .899 2.609 17 .018* .586 .225 .112 1.059 

非仮定     2.545 6.791 .039 .586 .230 .038 1.133 
［問 16］ 仮定 50.329 .000 2.838 17 .011 .643 .227 .165 1.121 

非仮定     4.837 13.000 .000** .643 .133 .356 .930 
*p<.05，**p<.01 
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4.4.8.5 所持している免許状 
本属性と 4 段階尺度の設問を検定するにあたり，技術科の免許の有無を 2 群に分け

る際の指標とし，との 2 つの組み合わせに分けて検定を実施した．実際の検定の結果

は以下の通りである（表 4-39～表 4-48）． 
 
［問 13-5］何事にも他人に頼らず、自分で解決したい。 
技術科と情報科の免許状を所持する教員と情報科の免許状のみを持つ教員の間で，

困ったことに対する他者からの支援の有無に関して，カイ 2 乗検定では，5%水準で有

意に情報科のみの免許状を所持する教員の方が独力での解決を志向していると考えて

いることが分かる．また，t 検定では，1%水準で有意に情報科のみの免許状を所持す

る教員の方が独力での解決を志向していると考えていることが分かる（カイ 2 乗検

定：p=0.046<0.05，df=4，t 検定：t=-5.245，df=14，p=0.00<0.01）． 
 
［問 14-2］技術科と情報科は、他教科より生徒を引き付ける魅力がある。 
技術科と情報科の免許状を所持する教員と情報科の免許状のみを持つ教員の間で，

技術科と情報科の魅力の他教科との比較について，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意

に両教科の免許状を持つ教員の方が技術科と情報科の方が魅力があると考えているこ

とが分かる．また，t 検定では，1%水準で有意に両教科の免許状を持つ教員の方が技

術科と情報科の方が魅力があると考えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.28<
0.05，df=4，t 検定：t=5.277，df=14，p=0.00<0.01）．  
 
［問 15］技術科に対して求めること，必要だと思うことを以下の選択肢からお選びく

ださい。 
技術科と情報科の免許状を所持する教員と情報科の免許状のみを持つ教員のうち情

報科を担当する教員の間で，プログラミング学習の徹底を挙げた教員について，カイ

2 乗検定では，1%水準で有意に両教科の免許状を持つ教員の方が必要であると考えて

いることが分かる．また，t 検定では，1%水準で有意に両教科の免許状を持つ教員の

方が必要であると考えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.01=0.01，df=2，t 検
定：t=6.110，df=16，p=0.00<0.01）． 
 
［問 16］情報科に対して求めること，必要だと思うことを以下の選択肢からお選びく

ださい。 
技術科と情報科の免許状を所持する教員と情報科の免許状のみを持つ教員のうち技

術科を担当する教員の間で，両教科間での研修の共同開催を挙げた教員について，カ
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イ 2 乗検定では，1%水準で有意に両教科の免許状を持つ教員の方が必要であると考え

ていることが分かる．また，t 検定では，1%水準で有意に両教科の免許状を持つ教員

の方が必要であると考えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.01=0.01，df=2，t
検定：t=6.110，df=16，p=0.00<0.01）． 

 
表 4-39 所持免許状＊［問 13-5］クロス表 

  ［問 13-5］ 合計 
-2 -1 1 

所
持
し
て
い
る
免
許
状 

技術 度数 0 1 0 1 
期待度数 .3 .3 .4 1.0 
所持している免許状 2 の % 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -.7 1.5 -.8  

技術・情報 度数 3 0 0 3 
期待度数 .9 .9 1.1 3.0 
所持している免許状 2 の % 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 2.8 -1.3 -1.4  

情報 度数 3 5 7 15 
期待度数 4.7 4.7 5.5 15.0 
所持している免許状 2 の % 20.0% 33.3% 46.7% 100.0% 
調整済み残差 -2.1 .3 1.7  

合計 度数 6 6 7 19 
期待度数 6.0 6.0 7.0 19.0 
所持している免許状 2 の % 31.6% 31.6% 36.8% 100.0% 

 
 
 

表 4-40 所持免許状＊［問 13-5］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 9.711a 4 .046* 
尤度比 10.331 4 .035 
有効なケースの数 19   

a. 8 セル (88.9%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .32 です。 
*p<.05，**p<.01 
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表 4-41 所持免許状＊［問 14-2］クロス表 

  ［問 14-2］ 合計 
-1 1 2 

所
持
し
て
い
る
免
許
状 

技術 度数 0 1 0 1 
期待度数 .3 .5 .3 1.0 
所持している免許状 2 の % 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -.6 1.1 -.6  

技術・情報 度数 0 0 3 3 
期待度数 .8 1.4 .8 3.0 
所持している免許状 2 の % 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 
調整済み残差 -1.1 -1.8 3.2  

情報 度数 5 8 2 15 
期待度数 3.9 7.1 3.9 15.0 
所持している免許状 2 の % 33.3% 53.3% 13.3% 100.0% 
調整済み残差 1.3 1.0 -2.5  

合計 度数 5 9 5 19 
期待度数 5.0 9.0 5.0 19.0 
所持している免許状 2 の % 26.3% 47.4% 26.3% 100.0% 

 
 
 

表 4-42 所持免許状＊［問 14-2］カイ 2 乗検定 
 値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 10.865a 4 .028* 
尤度比 11.046 4 .026 
有効なケースの数 19   

a. 8 セル (88.9%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .26 です。 
*p<.05，**p<.01 
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表 4-43 所持免許状＊［問 15］クロス表 

  プログラミング学習の徹底 合計 
0 1 

所
持
し
て
い
る
免
許
状 

技術 度数 1 0 1 
期待度数 .8 .2 1.0 
所持している免許状 2 の % 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 .5 -.5  

技術・情報 度数 0 3 3 
期待度数 2.4 .6 3.0 
所持している免許状 2 の % 0.0% 100.0% 100.0% 
調整済み残差 -3.7 3.7  

情報 度数 14 1 15 
期待度数 11.8 3.2 15.0 
所持している免許状 2 の % 93.3% 6.7% 100.0% 
調整済み残差 3.0 -3.0  

合計 度数 15 4 19 
期待度数 15.0 4.0 19.0 
所持している免許状 2 の % 78.9% 21.1% 100.0% 

 
 
 

表 4-44 所持免許状＊［問 15］カイ 2 乗検定 
 値 df 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 13.384a 2 .001** 
尤度比 12.209 2 .002 
有効なケースの数 19   
a. 5 セル (83.3%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .21 です。 

*p<.05，**p<.01 
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表 4-45 所持免許状＊［問 16］クロス表 

 両教科間での 
研修の共同開催 

合計 

0 1 
所
持
し
て
い
る
免
許
状 

技術 度数 1 0 1 
期待度数 .8 .2 1.0 
所持している免許状 2 の % 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 .5 -.5  

技術・情報 度数 0 3 3 
期待度数 2.4 .6 3.0 
所持している免許状 2 の % 0.0% 100.0% 100.0% 
調整済み残差 -3.7 3.7  

情報 度数 14 1 15 
期待度数 11.8 3.2 15.0 
所持している免許状 2 の % 93.3% 6.7% 100.0% 
調整済み残差 3.0 -3.0  

合計 度数 15 4 19 
期待度数 15.0 4.0 19.0 
所持している免許状 2 の % 78.9% 21.1% 100.0% 

 
 
 

表 4-46 所持免許状＊［問 16］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 13.384a 2 .001** 
尤度比 12.209 2 .002 
有効なケースの数 19   

a. 5 セル (83.3%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .21 です。 
*p<.05，**p<.01 
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表 4-47 4.4.8.5 グループ統計量 

所持している免許状 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 13-4］ 技術・情報 3 -2.00 0.000 0.000 

情報 15 -.27 1.280 .330 
［問 14-2］ 技術・情報 3 2.00 0.000 0.000 

情報 15 .47 1.125 .291 
［問 15］ 技術・情報 3 1.00 0.000 0.000 

情報 15 .07 .258 .067 
［問 16］ 技術・情報 3 1.00 0.000 0.000 

情報 15 .07 .258 .067 
 
 
 

表 4-48 4.4.8.5 独立サンプルの検定 
  等分散 等分散性のた

めの Levene 
の検定 

2 つの母平均の差の検定 

F 有意
確率 

t df 有意 
確率 

(両側) 

平均値
の差 

差の
標準
誤差 

差の 95%  
信頼区間 

下限 上限 
［問 13-4］ 仮定 28.399 .000 -2.289 16 .036 -1.733 .757 -3.338 -.128 

非仮定   -5.245 14.000 .000** -1.733 .330 -2.442 -1.025 
［問 14-2］ 仮定 11.272 .004 2.303 16 .035 1.533 .666 .122 2.945 

非仮定   5.277 14.000 .000** 1.533 .291 .910 2.157 
［問 15］ 仮定 .884 .361 6.110 16 .000** .933 .153 .610 仮定 

非仮定   14.000 14.000 .000 .933 .067 .790 非仮定 
［問 16］ 仮定 .884 .361 6.110 16 .000** .933 .153 .610 1.257 

非仮定   14.000 14.000 .000 .933 .067 .790 1.076 
*p<.05，**p<.01 

 
 
 

4.4.8.6 指導教科 
 本属性と 4 段階尺度の設問の間に．カイ 2 乗検定および t 検定の検定結果からは，

共通した有意な結果は認められなかった． 
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4.4.9 設問別の集計結果 
 本項では，本調査における設問のうち 4 段階尺度を用いた全ての設問について，回答

結果の得点をを集計し，平均得点を求めたことから明らかになった調査対象者の全体の

傾向について示す．なお，本項では，平均値の絶対値が 1 を超えたものを示すものとす

る． 
 

4.4.9.1 技術科と情報科の現状理解について 
［問 9-1］技術科は、現在の年間授業時数で学習指導要領の内容を網羅できている。 
［問 9-12］技術科は，情報科との連携・接続に配慮した指導計画を策定する必要がある。  
［問 9-13］情報科は、現在の単位数では学習指導要領の内容を網羅できていない。 
 ［問 9-1］では平均値が-1.13，［問 9-12］では 1.25，［問 9-13］では平均値が-1.06
となった．このことから，回答者全体の技術科と情報科の現状に対する認識の傾向と

して，技術科は現在の年間授業時数で学習指導要領に示された学習内容を網羅できて

いないこと，情報科との接続性に配慮した指導計画を策定する必要があること，情報

科は現在の単位数で学習指導要領に示された学習内容を網羅できていることが平均値

から明らかになった（表 4-49）． 
 

 
 
  

問9-
24

問9-
23

問9-
22

問9-
21

問9-
20

問9-
19

問9-
18

問9-
17

問9-
16

問9-
15

問9-
14

問9-
13

問9-
12

問9-
11

問9-
10 問9-9 問9-8 問9-7 問9-6 問9-5 問9-4 問9-3 問9-2 問9-1
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図表4-49 技術科と情報科の現状に対する認識
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4.4.9.2 技術科と情報科の教科肯定感情について 
［問 12-1］技術科は、他の教科並に価値のある教科である。 
［問 12-2］技術科は、生徒にとって色々良い基盤になる。 
［問 12-3］技術科は、不必要だ。 
［問 12-5］技術科には、自慢できるところがない。 
［問 12-6］技術科に対して肯定的である。 
［問 12-8］技術科は、役に立たない教科である。 
［問 12-9］情報科は、他の教科並に価値のある教科である。 
［問 12-10］情報科は、生徒にとって色々良い基盤になる。 
［問 12-11］情報科は、不必要だ。 
［問 12-14］情報科に対して肯定的である。 
［問 12-16］情報科は、役に立たない教科である。 
 ［問 12-1］では平均値が 1.22，［問 12-2］では平均値が 1.17，［問 12-3］では平均

値が 1.50，［問 12-5］では平均値が 1.11，［問 12-6］では平均値が 1.06，［問 12-8］
では平均値が 1.50，［問 12-9］では平均値が 1.21，［問 12-10］では平均値が 1.37，
［問 12-11］では平均値が 1.63，［問 12-14］では平均値が 1.32，［問 12-15］では平

均値が 1.53 となり，［問 12］においては，全ての回答の平均値がプラスの値を示す結

果となった．［問 12］は教員の教科に対する肯定感情を明らかにするものであること

から，全体の傾向として，回答者は自身の担当する教科である技術科および情報科に

対して肯定的な感情を抱いている傾向にあることが分かる（表 4-50）． 
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図表4-50 技術科と情報科に対する教科肯定感情
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4.4.9.3 被援助志向性について 

［問 13-3］困っていることを解決するために、自分と一緒に対処してくれる人が欲しい。  
［問 13-6］他人の援助や助言は、あまり役立たないと思っている。 
［問 13-9］他人からの助言や援助を受けることに、抵抗がある。 
［問 13-10］人は誰でも、相談や援助を求められたら、煩わしく感じると思う。 
 ［問 13-3］では平均値が 1.06，［問 13-6］では平均値が 1.05，［問 13-9］では平均

値が 1.11，［問 13-10］では平均値が 1.16 となり，［問 13］においては，全ての回答

の平均値がプラスの値を示す結果となった．［問 13］は教員の他の教職員に対する援

助の欲求，態度および援助に対する抵抗感の低さを明らかにするものであることか

ら，全体の傾向として，回答者は他の教員に援助を求めたいと考えるとともに，援助

行動を受け入れることに対して抵抗感を感じていない傾向にあることが分かる（表 4-
51）． 
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図表4-51 被援助志向性
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4.4.9.4 技術科と情報科における情報教育の展望について 
［問 14-1］技術科と情報科で、情報教育を専門的に扱うことは必要である。 
［問 14-9］技術科と情報科は、授業時数が少ないので連携していく必要がある。 
［問 14-10］技術科と情報科は、同じ情報学を取り扱うので連携していく必要がある。  
［問 14-11］技術科と情報科は、担当教員が少ないので連携していく必要がある。 
［問 14-12］技術科と情報科では、コンピュータ等の機器操作ができれば十分である。  
［問 14-13］技術科と情報科における授業内容は、社会の進展に適宜対応していく必要がある。  
［問 14-14］技術科と情報科に専任の教員は、配置する必要はない。 
［問 14-15］技術科と情報科に、「情報の科学的な理解」の内容を追加していく必要はない。  
［問 14-16］技術科と情報科以外で、「情報活用の実践力」を養う必要はない。 
［問 14-17］技術科と情報科よりも、道徳で「情報社会に参画する態度」を養う必要はない。  
 ［問 14-1］では平均値が 1.16，［問 14-9］では平均値が 1.05，［問 14-10］では平

均値が 1.05，［問 14-11］では平均値が 1.11，［問 14-12］では平均値が-1.26，［問 14-
13］では平均値が 1.37，［問 14-14］では平均値が 1.58，［問 14-15］では平均値が 1.
42，［問 14-16］では平均値が 1.68，［問 14-17］では平均値が 1.37 となり，［問 12］
においては，［問 14-12］を除く回答の平均値はプラスの値を示す結果となった。この

ことから，技術科と情報科における情報教育について，専門的に扱うことは必要であ

ること，授業時数が少なく，同じ情報学を取り扱い，担当教員が少ないことから連携

を行う必要があること，授業内容は社会の進展に合わせ適宜変更する必要があるこ

と，専任の教員を配置する必要があること，両教科に情報の科学的な理解の内容を盛

り込み，両教科以外でも情報活用の実践力を養い，情報社会に参画する態度は道徳よ

りも両教科で取り扱う必要があると認識している傾向にあることが明らかになった

（表 4-52）． 
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図表4-52 技術科と情報科における情報教育の展望
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4.5 まとめ 
本調査における分析結果をまとめると以下の通りとなる． 

 
 併設型中高一貫教育校および中等教育学校 35 校に対して質問紙調査を実施した結

果，併設型中高一貫教育校では 53.8%にあたる 14 校，中等教育学校では 55.6%に

あたる 5 校から回答を得ることができ，合計としては 54.3%にあたる 19 校から回

答を得ることができた． 
 
 回答者属性と 4 段階尺度の設問の回答結果のクロス集計及びカイ 2 乗検定の結

果，以有意差が認められない属性は見当たらなかった． 
 
 回答者属性と 4 段階尺度の設問の回答結果のクロス集計及びカイ 2 乗検定の結

果，有意差が認められた属性に対して t 検定を実施した結果，以下の属性がカイ 2
乗検定で有意差が認められた設問と同じ設問で 5%水準の有意差が認められた． 

1)  教職経験年数：20 年以上と 21 年未満間：［問 11-7］，［問 12-11］，［問 15］， 
［問 16］ 

2)  勤務校での役職：管理職と教員間：［問 16］ 
3)  情報科免許の取得時期：臨時免許状とそれ以外の方法間：［問 15］，［問 16］ 
4)  所持している免許状：情報科のみ所持と両教科所持の間：［問 13-5］，［問 14-2］，

［問 15］，［問 16］ 
 
 検定の結果，教職経験年数と所持している免許状の 2 つの属性で有意差が多く見

られることとなった． 
 
 4 段階尺度を使用した設問について，回答の平均値を求めた結果，情報教育につい

て以下の点が全体の傾向として明らかになった． 
1) 技術科と情報科の現在の授業時間数および単位数では学習指導要領の示す学習内容

をすべて網羅することができておらず，連携．接続に配慮した指導計画を策定する

必要があること 
2) 技術科と情報科の教科に対する肯定感情について，ほぼすべての回答の平均値がプ

ラスであり，技術科と情報科を肯定的に捉え，有用感を感じていること 
3) 困難な出来事に遭遇した時の被援助志向性について，援助を欲しており，援助を求

める時にその旨を相手に表明することや援助を求めることに対する抵抗感が低いこ

と 
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4) 情報教育の方向性について，引き続き，技術科と情報科が専門的に取り扱う必要が

あること，授業時数不足や担当教員不足，同一の学問領域を取り扱うことなどから

連携した学習指導を行う必要があること 
5) 学習内容について，現状のコンピュータの機器操作にとどまらず，社会の進展に対

応させた情報の科学的な理解の内容や情報社会に参画する態度を育成する内容を進

めることを求めていくこと 
 
 本章によって，中高一貫教育校において技術科または情報科を担当する教員が学校教

育における情報教育に対する現状と課題への認識，技術科および情報科に対する教科の

肯定感情，他人から援助を求めることへの志向性に，第 3 章と同様に回答者自身と関

係のある属性ごとに有意差があることを明らかにすることができた．これらの調査のほ

かに，回答者の考える両教科の方向性や技術科や情報科への要望についても明らかにす

ることができた．これらの点を踏まえ，次章では，技術科および情報科における情報教

育を妨げる要因を考察し，情報教育の改善に必要となる方策の検討を行うこととする． 
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第５章 結論 
 
 本研究の目的は，中高一貫教育校において情報教育を担当する教員の情報教育に対する

意識を調査することで，技術科と情報科における系統的な情報教育を妨げる要因の考察を

行うことである．そこで，第 3 章では情報教育における問題の所在を明らかにするため

に，情報教育を担当する教員に対して，勤務校における情報教育をどのように捉えている

のか質問紙調査をおこない，勤務校における情報教育の連携を妨げる要因の検討を行っ

た．また，第 4 章では，第 3 章でおこなった検討を基に，教員の学校教育における情報教

育に対する認識と要望，支援を受けることに対する意識に関する質問紙調査をおこない，

その現状と課題を明らかにするとともに，学校教育における情報教育の連携を妨げる要因

の検討を行った． 
 本章では，各章ごとの結果とまとめを踏まえた考察をおこない，技術科と情報科におけ

る系統的な情報教育に必要となる要素の検討をおこない，望ましい情報教育に向けた改善

策の提案を行う． 
 
 

5.1 中高一貫校における情報教育に対する担当教員の認識 
第 3 章における技術科と情報科における情報教育を担当する教員の勤務校における

情報教育に関する質問紙調査によって明らかになった点を基に以下で考察を行う． 
 
 

5.1.1 回答者の属性について 
 第 3 章における質問紙調査によって，多くの中高一貫教育校で，情報科を担当する

教員のうち教科「情報」新設時の臨時講習で免許を取得した教員が多いこと，専任教

員単独の学校よりも，非正規教員が併置されている場合が多いことが明らかになっ

た．この結果については，情報科新設時，高校標準法等の影響から教員定数を増やす

ことが難しく，現職者を転換して配置したことで新卒者の採用や加配措置が充分に行

われてこなかった影響が現在にまで残っている可能性が高い． 
 
 

5.1.2 技術科および情報科における情報教育に対する学習意欲やつまずきについ

て 
学力に関わらず意欲の保持は難しくなく，つまずく生徒は少ないと平均的にも多く

の教員は捉えていることが判明した．このような回答結果になった原因には，学校教

育の目的が児童生徒の学力を一定水準にまで上げることであるために，授業でソフト
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ウェアの操作といった簡便な内容を取り上げがちになってしまい，多くの生徒の発達

段階や生活環境に対応できていない可能性が考えられる．この回答は，生徒の情報教

育に関する学力についての自由記述で回答が目立った，情報活用能力は高く，情報モ

ラルについて理解しているが意識が低く実行することができないことからも，最低限

必要とされる機器操作の指導に授業の比重が多く置かれ，情報モラル教育が充分に行

えていない現状を示していると推察される． 
 
 

5.1.3 教職経験年数について 
教職経験年数が 20 年未満と 21 年以上の教員のうち，21 年以上の教員の方が，生徒

の情報活用能力の習得状況について，複数の情報源の情報を整理，解釈する能力が身

に付いていると肯定的な認識をしていること，授業の中で学校図書館を学習情報セン

ターとして利活用する頻度が高いことが統計的に優位であることが明らかとなった．

教職経験年数の長い教員は指導経験が豊富であることから，効果的な指導方法や教科

に関する知識・技能に基づいた指導を行えることがその原因と考えられる． 
 
 

5.1.4 指導する教科の違いについて 
指導教科について両教科を担当する教員の方が，技術科の指導内容を把握し，合同

の教科会の開催，年間指導計画策定時の接続性への配慮，現状のカリキュラムの接続

性の設問において一方の教科を担当する教員よりも肯定的，積極的な取り組みを行っ

ていることが明らかになった．この結果については，両教科を担当する教員が回答者

のみの場合や教科主任の場合，自身が率先して取り組まなければならない必要がある

ことから，自身が生徒に対して指導しやすいカリキュラムを組んでいる実態が考えら

れる．一方で，どちらかの教科のみを指導する場合，互いに自身の担当する教科で指

導すべき内容を優先するケースや授業担当者が非常勤講師の場合，授業のある日にし

か出勤しないため，授業について打ち合わせる時間や機会がないケースなどが原因と

して挙げられる． 
 
 

5.1.5 所持している免許状の違いについて 
所持している免許状が情報科または両教科の教員のうち，両教科の免許状を所持し

ている教員の方が，教科書選定時に両教科の接続性への配慮や合同の教科会の開催，

現状のカリキュラムの接続性の設問において，一方の免許状を所持する教員よりも肯

定的，積極的な取り組みを行っていることが明らかとなった．回答者の年齢から，免
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許取得当時には，両教科の接続性や体系性の意義については養成段階や臨時講習時に

明確な指摘はなかったと考えられる．つまり，実際に現場での指導を重ねる中で必要

性を感じたり，学習指導要領で明記された後の研修や研究会等への参加を通してその

意義について意識したりするようになった可能性が高いことが推察される． 
 
 

5.1.6 中高一貫教育の実施形態の違いについて 
併設型中高一貫校と中等教育学校のうち，中等教育学校の方が，技術科で情報科の

内容と同じ項目を扱うこと，接続性を意識した教科書選定を行っていること，年間指

導計画策定時に両教科の接続性を意識し，一貫した情報活用能力育成のための計画を

策定していることが明らかになり，一方で教材研究や教材準備の時間を十分に確保で

きていないということも明らかになった．中等教育学校の方が併設型中高一貫教育校

よりも有意に積極的な取り組みを行っているとする結果が得られた理由としては，併

設型中高一貫教育校の場合は，後期課程へ編入学してくる生徒に対応する必要がある

ため，他の中学校や高等学校の教育課程や指導計画から大きく逸脱した高校段階の学

習内容の先取りなどが困難であることが理由として考えられる．また，教材研究や教

材準備に充てる時間が不足していると感じている理由については，中等教育学校は編

入学の生徒への対応を考慮する必要はないが，前期課程で後期課程の内容の先取りす

るための教育課程の編成をおこなう必要があり，情報教育については実践事例が少な

いことや元来技術科の授業時数が少ないことから検討にかける時間が長くなってしま

うことがその原因として考えられる． 
 
 

5.1.7 学校設置者の違いについて 
国公立学校の方が，生徒が複数の情報源の情報を整理，解釈することができ，技術

科において情報科で扱う内容と同じ項目を指導することがあり，技術科と情報科以外

でも情報教育に類する教育を行っていることが明らかになった． 
 国公立学校の方が有意な結果が得られた理由としては，研修体制や研究会が私立の

学校よりも充実しているために，情報教育に関する情報を得る機会が多いことや，情

報教育の連携の必要性を強く示している文部科学省や教育委員会の影響を受けやすい

こと等がその理由として考えられる． 
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5.2 情報教育を担当する教員の情報教育に対する認識 
 第 4 章における技術科と情報科における情報教育全般に関する質問紙調査によって

明らかになった点を基に以下で考察を行う． 
 
 

5.2.1 教職経験年数の違いについて 
教職経験年数が 21 年以上の情報科を担当する教員は，20 年未満の教員よりも現状の

情報科に満足していることが明らかになった．この結果については，21 年以上の教員

の多くが現状の情報科が生徒の発達段階に対応している，自身が情報科の学習内容を

指導できていると考えていることが原因として考えられる．一方で，教職経験年数が 2
0 年未満の情報科を担当する教員は，21 年以上の教員より，情報科は必要であり，技

術科に対して技術科の内容の定着を求めて居ること，20 年未満の技術科を担当する教

員は情報科に対して両教科の教員間の交流を求めていることが検定結果から有意なも

のとして明らかになった．20 年未満の情報科担当教員の結果については，情報社会の

進展によって情報科の必要性が拡大していることを 21 年以上の教員よりも強く認識し

ていることや，卒業する生徒や入学してくる生徒のレディネスなどを強く実感し，切

迫感を感じていること，技術科の課題としてたびたび指摘されている授業時間数不足

や必履修分野の増加に伴う情報に関する技術に割り当てることのできる時間数が足り

ない問題や高校における実践事例を把握し，技術科の授業に活用したいという考えが

あるものと推察される． 
 
 

5.2.2 回答者の教員の担当する役職の違いについて 
管理職相当の校務を担当する教員と教科主任および担当する職務を持たない教員の

間で，管理職の教員の方が両教科間での研修の共同開催を情報科において求めている

ことが明らかになった．このような結果になった理由としては，学習指導要領が情報

科の教員に対して技術科における情報教育の成果を把握することを求めていること

や，現状の情報科と技術科における情報教育の接続性や相互理解を促すことを求めて

いることが考えられる． 
 
 

5.2.3 回答者の情報科の免許取得時期の違いについて 
臨時講習，通信制，4 年制で免許状を取得した教員の方が，臨時免許状で対応してい

る教員よりも体系的なカリキュラムの策定を技術科と情報科に対して求めていること

が有意な結果として得られた．この結果については，臨時免許状の教員は，情報科に
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関して専門的な内容について十分に把握していない，もしくは全く知らないが人手不

足のためにとりあえずで対応しているためにこのような結果となったと推察される． 
 
 

5.2.4 所持している免許状について 
両教科の免許状を所持する教員と情報科のみを所持する教員の間で，情報科のみを

所持する教員が有意に独力での問題解決を志向している結果となった．一方で，両教

科の免許状を所持する教員の方が有意となった設問は，技術科と情報科の方が他教科

よりも魅力がある，技術科におけるプログラミング学習の徹底，情報科に対しての両

教科間での研修の共同開催であった．情報科の免許状のみを所持する教員が独力での

問題解決を志向する理由としては，情報科が一人教科であることや，情報科の学習内

容が他の教員に理解されないこと，情報科のみを担当する教員が非常勤講師であり，

他の教員と相談する時間や場所などがないことなどが理由として考えられる．一方で

両教科の免許状を所持する教員の回答結果のうち，有意な結果が得られた理由につい

ては，両教科の特徴や意義，課題について教員養成時や講習等で十分に把握する機会

があったことや指導する際に問題点について気づいたこと等が理由として挙げられる

と推察される． 
 
 

5.2.5 担当教員の教科に対する肯定感情について 
 技術科および情報科において，教科の肯定感情を尋ねる各設問において，設問ごと

の平均値がプラスの値を示したことから，回答者は両教科に対して有用感や肯定感を

感じる傾向にあることが明らかになった．この結果については，担当教員が技術科や

情報科に求めている学習内容を自身の授業内で実施することや重要性について様々な

場面で指摘されていることなどから高まっているものと考えられる． 
 
 

5.2.6 被援助志向性について 
 回答者が困難な場面に遭遇した時に援助を欲するか，また，その時の態度や受け入

れる時の抵抗感については設問ごとの平均値がプラスの値を示したことから，技術科

および情報科の教員は困難な場面に遭遇したときに，他の教職員からの援助を抵抗感

なく受け入れ，解決に参考にする傾向にあることが明らかになった．このような結果

になった理由として，技術科と情報科は担当教員が一人であることが多く，教材研究

や自身の指導計画，授業を振り返る機会や時間が少ないことが挙げられる．このよう

な状況の場合，独力での解決は困難であり，近年では，教員のバーンアウト防止や保
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護者や生徒対応のために「チーム学校」を強化していこうとする働きかけもあること

から，他の教職員を頼る援助志向性の高い結果が得られたものと考えられる． 
 

 
5.3 考察 
 本研究では，学校教育における情報教育の現状と課題を調査するとともに技術科と

情報科による情報教育を担当する教員の情報教育に対する意識に関する調査をおこな

った．その結果，第一に戦後の日本における学校教育における情報教育の動向からみ

た今後の情報教育の方向性，第二に情報教育を担当する教員個人に直接関係のある属

性からみた連携を妨げる要因を明らかにすることができた．具体的には，情報教育の

連携を妨げている要因として，（1）両教科の免許を所持していない教員の配置，非常

勤講師の採用および臨時免許状の濫用からくる専門知識の欠如した教員の増加，（2）
技術科および情報科への容易な機器・ソフトウェア操作指導を含めた情報教育の一

任，（3）同一の学問的背景を持ちながらも研修等で実践事例や指導技術の交流が行わ

れてこなかった．の 3 つを挙げることができた． 
 本節では，本研究を通して明らかになった事項を踏まえ，5.3.1 では，構成要素を整

理した根拠について，5.1 および 5.2 から明らかになった点を基にまとめをおこない，

5.3.2 で学校教育全体で情報教育を取り組むための方針，5.3.3 で担当教員の自尊感情を

高めるための方策を提案することとする． 
 
 

5.3.1 まとめ 
 本項では，前述した構成要素の根拠について，第 2 章と第 3 章，第 4 章の調査で明

らかになった事実からまとめ，考察する． 
 まず，情報教育と担当する教員にこれまでにどのような内容や指導が求められてき

たのかを述べる．戦後の日本においては，戦災からの復興や工業社会の進展に向け

て，専門的な技能をもつ人材の育成が重視されてきたことから，工業高等学校等の職

業高等学校での指導が一般的であり，普通科高校での育成や指導が重視されることは

なかった．しかし，情報化社会の進展に伴い，広く情報技術や関連するリテラシーを

持つ生徒を育成する必要性が高まり，中学校では技術科，高等学校では情報科が新設

され，普通教育において情報教育は必要不可欠なものとして扱われるようになった．

さらには，知識基盤社会の到来によって，情報機器の操作は「読み書きそろばん」と

同列のものとして扱われるようになり，情報教育は様々な教科で扱うことが推奨され

ることとなった．これらの点に加えて，技術科と情報科における情報教育については

変更が加えられてこなかったことなどから，技術科および情報科における情報教育の
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専門性は後退したと考えられる．このほかにも，学習指導要領が改訂され，技術科と

情報科の連携の必要性が明記された一方で，技術科の授業時間数削減や情報科未履修

問題，担当教員の質的，量的不足など，技術科と情報科における情報教育に関しては

問題が山積している．これらの問題点に対し，意欲的な情報教育を担当する教員や情

報教育，情報学に関係する団体の主体的な取り組みや提言などが公表されてはいるも

のの，文部科学省や行政の施策や取り組みに大きな影響を与えるまでには至っていな

い．情報教育で取り扱う学習内容は，様々な教科と関わりのある内容を取り扱うこと

から，これまでのように全ての学習内容を技術科や情報科における情報教育に一任す

るのではなく，各教科の特性に合わせた情報機器の活用等を通した知識・技能の習得

を行うことが望ましいと考えられる． 
 次に，本研究によって明らかになった情報教育の連携を妨げている要因について，

その根拠を述べる． 
 第一に，両教科の免許を所持していない教員の配置，非常勤講師の採用および臨時

免許状の濫用からくる専門知識の欠如した教員の増加を挙げる． 
 第 2 章で述べたように，教職員の定数は学級数で設定されるために，教科を新設し

てもその教科を担当する教員を必ず配置することは難しい．教育現場において新しい

教科を担当する教員が不足する場合は臨時講習や臨時免許状の申請，非常勤講師の採

用によってしか対応できないという教員配置の不備を新設教科であった情報科は露呈

するとともに前例を作ることとなった．本来，このような現状は望ましいものではな

く，一教科として独立している以上，専門性ある教員が配置される必要がある．しか

し，第 3 章と第 4 章の調査結果によって，専任の正規雇用の教員のみの学校が全体の

半数以下であったこと，技術科と情報科両教科の免許を所持，あるいは指導している

教員，正規雇用の教員，規定単位を取得した教員等，情報教育を担当する教員個人に

直接関係のある属性において，情報教育の学習内容や連携の必要性，教科肯定感情，

被援助志向性でそのほかの教員よりも有意に高い得点が認められる結果が多い傾向が

明らかになった．こうしたことから，情報教育における教員個人の専門性や雇用形態

の在り方は，情報教育の連携に影響を及ぼしている要因と推察される． 
 第二に，技術科および情報科への容易な機器・ソフトウェア操作指導を含めた情報

教育の一任を挙げる．前述してきたように，学校教育における情報教育は専門職務へ

の従事者の養成のための教育を出発点としていたことから，職業教育と縁の深かった

技術科と工業科で最初に行われることになった．そのため，普通教育において情報教

育は職業に必要なものであり，普通教育で指導は行う必要はないといった認識や情報

教育は技術科と情報科に一任しておけばよいとする理解が存在していた可能性が考え

られる．このことは，第 3 章と第 4 章の分析結果から，多くの学校で，学校全体で一

貫した情報活用能力育成のための計画が策定されていない，情報教育を担当する教員
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の悩みを他の教員が理解できないとする回答が多かったこと等から，情報技術が一般

に広まった現在においても情報技術の指導は技術科と情報科で指導すべきという考え

が残っている状況，両教科以外を担当する教員は情報教育に取り組んでいないため

に，両教科を担当する教員の悩みや問題を理解できない状況が推察される．このほか

に，第 4 章の分析結果から，技術科や情報科における情報教育で前段階の学校種での

情報教育の学習内容を再度取り扱わなければならないこと，2018 年度の改訂で想定さ

れる学習内容の高度化に対応することは現状のままでは難しいとする回答結果等か

ら，現状の技術科と情報科における情報教育の学習内容は容易な内容に取り組まなけ

ればならない不十分な状態にあることが推察される．これらのことが要素となって，

技術科と情報科への容易な情報技術の指導を含めた情報教育の一任につながった可能

性が示唆される． 
 第三に，同一の学問的背景を持ちながらも研修等で実践事例や指導技術の交流が行

われてこなかったことについて述べる． 
 第 2 章から明らかになったように，技術科は職業教育と工学，情報科は問題解決学

が学問的背景であること，学校種と免許区分が異なること，技術科における情報に関

する技術の学習内容が必履修化されるまで両教科における連携の必要性が明示される

ことがなかったこと等から，これまでに両教科を結び付けて考える機会は少なかっ

た．また，情報教育が技術科と情報科で指導することが一般的になった現在において

も，情報科担当教員の多くは他教科の免許からの転換である場合が多いことが判明し

たことに加え，先行研究から，研修を受ける際に教員採用試験合格時の免許で参加す

ることが多いことが明らかになっている．さらに，技術科に関しては取り扱う領域が

高等学校の工業科と類似している点が多いことから，情報科よりも工業科との交流が

志向されてきた背景がある．このような現状では，学習指導要領の示す互いの教科の

学習内容を理解すること，生徒が学習してきた情報教育の程度を把握することは困難

である．第 4 章の調査結果において，多くの教員が両教科間での教員の相互交流や研

修等での実践事例の報告，情報収集をそれぞれの教科に対して要望していることが明

らかになっている．こうした結果からも，交流の機会が設けられてこなかったこと

は，技術科と情報科における情報教育の連携を妨げる要因になったことが推察され

る． 
 次項では，本研究を通して明らかになった要因を踏まえ，現状の情報教育の課題を

考慮し，技術科および情報科における情報教育の系統性，接続性の向上と担当教員へ

の支援のための方策の提案を行う． 
 
 



151  

5.3.2 情報教育体系と指導体制の見直しの提案 
 まず，学校教育および生活している社会構造を取り巻く情報技術や環境が大きく変

化している現状を考慮し，学校教育全体で指導すべき情報教育の指導内容を今一度検

討しなおすとともに，専門的に指導できる技術科と情報科で指導すべき内容を明確に

する．そのうえで技術科と情報科の教科内容の連続性や接続性のある学習内容を構築

する．一方で，学校教育は教員が一丸となって推し進めるものであることに加え，情

報技術は様々な教科に浸透していることを考慮すると，技術科および情報科の担当教

員は他教員への援助を行う場合を想定して，機器操作以外の各教科における適切な学

習方法や機器の使用方法についても知っておく必要があると考えられる． 
 これまでに第 2 章によって，情報教育の学習内容は専門的な職務への従事者のみが

深く関与しているものであり，技術科および情報科はその出自から将来的にそれらの

職務に従事する生徒を想定した教科体系が構築されていたことが明確になった．これ

までに述べてきたように，近年は広く情報技術が進展し，一般にも求められるように

なった結果，かつて求められていた知識・技能は，読み書きそろばんとほぼ同一レベ

ルの内容にまで習得が求められるようになってきている．このような現状において，

情報教育を専門的に扱うことのできる両教科が今現在においてもコンピュータ等の機

器操作を授業で扱うだけでは教科の理念を生かし切れていないことは明確である． 
 また，第 3 章および第 4 章の調査から得られた，情報活用の実践力ではなく，情報

の科学的な理解や情報社会に参画する態度の育成を重視していくことを今後は志向し

ていくとする回答結果からも，基礎的，基本的な情報リテラシーに関しては，技術

科，情報科以外の教科の特性に合わせて情報教育を行うことが望ましいと考える． 
 このほかに，両教科における情報教育を担当する教員のうち，意欲的に授業に取り

組んできた教員の多くは，様々な学会や研究会を通じて情報を入手するとともに，自

身の実践事例の報告を行うなどしてきた経緯がある．しかしながら，その多くはこれ

まで述べてきたような経緯からどちらか一方の教科の担当者が多いものがほとんどで

もう一方の教科の現状や時間や距離的な制限から参加することのできない教員にまで

対応できているとは言い難い現状がある． 
これらのことを考慮し，望ましい情報教育の教科体系および支援体制として以下の方

針を提案する． 
 
 1) 国語科では，作文の授業時にワープロソフトを使用するなどして，文字入力や機

器操作の基本的な使用方法を習得する 
 2) 算数・数学科および理科では，表計算ソフト，統計ソフトを使用するなどして，

ソフトウェアを利用した計算方法や実験データの集計，統計結果の求め方を習

得する． 
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 3) 生活科や社会科，総合的な学習の時間では，調べた情報を基に，プレゼンテーシ

ョンソフトを使用するなどして，情報のまとめ方や対象者に合わせた情報の発

信の仕方を習得する 
 4) 技術科および情報科では，情報技術が社会に与えている影響や 1)から 3)の学習

内容を踏まえたメディア作品の製作，ディジタル作品の設計，製作に必要とな

るコンピューティングの理解やプログラミングのスキルを習得する 
 5) 教員研修や免許更新講習，学会や研究団体の主催する研修や研究会において技術

科と情報科を担当する教員が互いの実践事例や課題を定期的に交換し合う場を

設けることで，両教科における情報教育を担当する教員の専門性向上を図る 
 
 これらの方針は，前述した技術科と情報科の連携を妨げる要因を踏まえたものであ

る．現在の技術科および情報科における学習内容を他の教科の学習内容に分散配置す

ることで，技術科や情報科の授業時数不足や他教員からの専門性の希薄さに対する指

摘へ対応し，担当教員の情報教育への専門性を高めものである．このように基本的な

リテラシーの指導を他教科に移行することで，生徒の情報機器操作に関するレディネ

スに対応するといった負担は軽減され，技術科および情報科の学習内容はより専門性

を高めることが可能になるだろう． 
 
 

5.3.3 教員の教科肯定感情を高めるための取り組み 
最後に，自尊感情や教科に対する肯定感情を高める上で，担当する教員に対する研

修や指導のほかに，周囲の環境が与える影響を考慮する必要性を指摘する． 
 前述したように，授業に対する自信や教科に対する感情は授業の内容や指導に大き

く影響を及ぼす可能性が高いことから，教員が成果を発揮するには，教員自身の自己

有用感のほかに，教科に対する肯定感情を同時に高めていく必要がある． 
例えば，教員が生徒をほめる際には，教師の設定した基準に達したかがその判断基

準になることが多く，基準に満たない場合には褒められることなく，より頑張るよう

指導される場合が多い．一方で，生徒の側からしてみると自身の努力を認め，褒めて

もらいたい状況というものは，生徒自身の基準を超えた時であり，教員の設定した基

準に達していなくても褒めてほしいと感じることも多いであろう．もし，このような

生徒が褒めてほしいと感じた時に教員の設定する基準を達成していないからといって

褒めなかったとき，生徒は自分の努力を認めてもらえず，自尊感情は低下することが

容易に想像できる． 
このような状況は，技術科と情報科を担当する教員についても同様のことが言える

のではないだろうか．前述したような社会情勢の中で，他教科でもできるような内容
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であっても技術科や情報科が担当しつつ，学校教育として生徒の学力を一定水準まで

引き上げるために様々な検討を重ねて授業を実施しても，周囲の教員から見て分かり

やすい機器操作の側面のみに注目が集まり，十分な評価をされなかったり，不備を指

摘されたりするような現状が情報教育には散見されている．生徒を対象とした場合，

生徒自身に到達目標や基準を事前に設定させることで，後の評価の際に生徒の成果を

認めることができ，自尊感情を高めることが可能となる．教員においても，年間指導

計画策定時に，生徒の情報教育に関する学力を教員全体で確認し，1 年間の指導でどの

教科がどの要素をどこまで育成することを目指すのか事前に情報教育に計画を設定す

る必要があると考える．情報教育は様々な教科で扱うことが可能な教科であるが，技

術科および情報科の担当教員以外はその全貌について十分に理解しているわけではな

いことから，情報教育担当教員が主導する形で教員全体で把握すること，定期的に評

価をおこないどこまで達成できたのか評価することで教員を認めあうことに繋がり，

教員の自尊感情を高めることにつなげることができるといえよう．このほかにも，校

長面談等の管理職との交流の中で教員の振り返りに対して，形式的な対応をするので

はなく，管理職による教員の具体的な成果について触れた評価が行われる必要性があ

るだろう．こういった行動を継続して行うことは，学校教育における情報教育の専門

性を高めていくこと，他の教員や管理職から情報教育の理解を得ることになり，ひい

ては，担当教員自身の自己有用感を高めることに繋がり，指導スキルや指導内容の向

上につながることが推察される． 
 
 

5.4 今後の課題 
 最後に，本研究の今後の課題について述べる． 
 本研究の課題は，中高一貫教育校において技術科および情報科における情報教育を

担当する教員への意識調査に留まっていること，他の一般的な中学校および高等学校

との比較を行っていないこと，実際に十分な検討が行えた質問項目とその回答が限定

的であったことである．また，全国に所在する中学校および高等学校のうち，中高一

貫教育校を調査対象として行った研究であり，他の一般的な中学校と高等学校に対す

る妥当性や比較した上での検証はなされていない．同様の手法または別の手法で本研

究の分析結果と検討の妥当性を比較，検証していく必要がある． 
この他に，具体的な研究課題には以下の 3 点が挙げられる． 
 
 技術科および情報科を担当する教員の意識から明らかになった教科の価値や教科

内容，今後の方向性について，どのように現場への浸透や研修に反映していく

か． 
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 日本の技術科および情報科を担当する教員の校内での位置づけや職務分担，教員

配置数に占める専任職員の適切な割合，有効な情報教育の実践事例や連携事例を

どのように示されるのか． 
 知識基盤社会の進展に対応した技術科および情報科における情報教育を構築，検

討するためには，中学校、高等学校における情報教育はどのような内容とすべき

なのか． 
 

本研究では，技術科および情報科における情報教育を担当する教員の意識という観

点から，戦後から現在に至るまでの情報教育に関する議論と政策とその展望の整理，

技術科と情報科における情報教育が軽視されてきた要因，技術科と情報科を担当する

教員の文献調査および質問紙調査を用いて分析，検討した．その結果に基づいて，両

教科の実践内容，連携の向上等の支援に必要となる要因を考察した． 
以上の研究結果および考察によって，これまで不明瞭であった技術科および情報科

を担当する教員の両教科における情報教育に対する認識や現状とその課題の解決を妨

げていた要因を明らかにした． 
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